
第163 回社会保障審議会医療保険部会 

議事次第 

 

令和５年２月 24 日（金） 

16 時 00 分～ 18 時 00 分 

場 所 ： オ ン ラ イ ン 開 催  

 

（ 議 題 ） 

１．「マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会」 

中間とりまとめについて 

   ２．マイナンバーカードと健康保険証の一体化について 

 

（ 報告事項 ） 

１．全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険 

法等の一部を改正する法律案について 

２．第８次医療計画等に関する検討会について 

 

（ 配布資料 ）    

資 料 １ 「マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会」 

中間とりまとめについて 

資 料 ２ マイナンバーカードと健康保険証の一体化について 

資 料 ３ 全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の 

一部を改正する法律案について 

資 料 ４ ６事業目（新興感染症対応）に係る医療計画策定等にあたっての対応の 

方向性（案）（抄） 

 

参考資料１  「マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会」 

中間とりまとめ 

参考資料２  「マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会」 

中間とりまとめ 参考資料 

参考資料３  全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の 

一部を改正する法律案要綱 

 

    委員提出資料 安藤委員提出資料 



あきやま　　ともや

秋山　智弥 日本看護協会副会長

あんどう　　のぶき

安藤　伸樹 全国健康保険協会理事長

いけばた　 ゆきひこ

池端　幸彦 日本慢性期医療協会副会長

いのくち　ゆうじ

猪口　雄二 日本医師会副会長

いぶか　　 ようこ

井深　陽子 慶應義塾大学経済学部教授

うちぼり　　まさお　

内堀　雅雄 全国知事会社会保障常任委員会委員長／福島県知事

かねこ　　　ひさし　

兼子　久　 全国老人クラブ連合会理事

きくち　　　よしみ 

   ○ 菊池　馨実      早稲田大学理事・法学学術院教授

さの　　　まさひろ

佐野　雅宏 健康保険組合連合会副会長

すがはら　　たくま　

菅原　琢磨 法政大学経済学部教授

そでい　　　たかこ

袖井　孝子 NPO法人高齢社会をよくする女性の会副理事長

   たなべ 　　くにあき   

   ◎ 田辺　国昭       国立社会保障・人口問題研究所所長

　　　はた 　　　けんいちろう

   羽田　健一郎 全国町村会副会長／長野県長和町長

   はやし　  まさずみ      

林　正純   日本歯科医師会常務理事

 はら　　かつのり　　　

原　勝則 　 国民健康保険中央会理事長

ふじい　　　りゅうた 

藤井　隆太 日本商工会議所社会保障専門委員会委員

ほんだ　　　こういち

本多　孝一 日本経済団体連合会社会保障委員会医療・介護改革部会長

まえば　 　やすゆき

前葉　泰幸 全国市長会相談役・社会文教委員／津市長

むらかみ　　ようこ　

村上　陽子 日本労働組合総連合会副事務局長

よこお　　　としひこ 

横尾　俊彦 全国後期高齢者医療広域連合協議会会長／多久市長

わたなべ　　だいき

渡邊　大記 日本薬剤師会副会長

◎印は部会長、○印は部会長代理である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（五十音順）

社会保障審議会医療保険部会　委員名簿



「マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会」
中間とりまとめについて

厚生労働省 保険局

令和５年２月24日 第163回社会保障審議会医療保険部会 資料１



マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会の設置について

(1) 名称

マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会

(2) 設置形式

デジタル庁で設置した検討会議（総務省及び厚労省の協力を得て開催）

(3) 公開の取扱

議事は非公開（議事概要を公開）

(4) スケジュール

第１回 検討会（12/6開催） 論点の提示・整理、専門家WGの設置

第１回 専門家WG（12/12開催） 論点の提示・整理、構成員の意見聴取
第２回 専門家WG（12/22開催） 団体からのヒアリング
第３回 専門家WG（12/23開催） 〃
第４回 専門家WG（2/７開催） 中間とりまとめ 主な項目
第５回 専門家WG（2/16開催） 中間とりまとめ（案）

第２回 検討会（２/17開催） 中間とりまとめ 1



専門家ワーキンググループ
村上 敬亮 デジタル庁 国民向けサービスグループ統括官
吉川 浩民 総務省 自治行政局長
伊原 和人 厚生労働省 保険局長
長島 公之 日本医師会 常任理事
遠藤 秀樹 日本歯科医師会 副会長
森 昌平 日本薬剤師会 副会長
伊藤 悦郎 健康保険組合連合会 常務理事
岡﨑 誠也 国民健康保険中央会 会長

検討会、専門家ワーキンググループメンバー

マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会

河野 太郎 デジタル大臣
松本 剛明 総務大臣
加藤 勝信 厚生労働大臣

（オブザーバー）
全国健康保険協会
全国知事会
全国市長会
全国町村会
全国後期高齢者医療広域連合協議会
地方公共団体情報システム機構
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（参考）ヒアリング対象団体

（第２回 専門家WG）

社会福祉法人全国社会福祉協議会
全国民生委員児童委員連合会
全国社会福祉法人経営者協議会
特定非営利活動法人
KHJ 全国ひきこもり家族会連合会
一般社団法人ひきこもり
UX 会議
公益社団法人
全国老人福祉施設協議会
公益財団法人
日本知的障害者福祉協会
一般社団法人
日本介護支援専門員協会
特定非営利活動法人日本相談支援専門員協会
一般社団法人
全国手をつなぐ育成会連合会

（第３回 専門家WG）

一般社団法人
日本認知症本人ワーキンググループ
公益財団法人
全国老人クラブ連合会
公益社団法人
認知症の人と家族の会
社会福祉法人日本視覚障害者団体連合
一般社団法人
全日本ろうあ連盟
全国身体障害者施設協議会
公益社団法人
成年後見センター・リーガルサポート
千葉市
都城市

※順不同
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中間とりまとめ 主な事項①

（２）マイナンバーカードの代理交付・申請補助等について
• 役所に出向くことが困難であるとして代理交付の活用ができるケースについて、従来より幅広く拡充・明確化す

る。あわせて、困難であることを示す「疎明資料」について、入手が容易・費用がかからないもので対応できるよう
緩和するとともに、困難であることが推定される一定の場合（例：成年被後見人、中学生以下の者、75歳
以上のご高齢の方）には実質不要とし、より柔軟に代理交付の仕組みを活用することができるよう、本年度
中を目途に自治体向けの事務処理要領を改訂する。

• 来年度、施設職員や支援団体等に、申請・代理交付等の支援の協力を要請する。その際、本来業務に配
慮したマニュアルを作成・普及するとともに、申請のとりまとめや代理での受け取り等に対する助成を行う。

• 知的障害者など暗証番号の設定に困難を抱える申請者に対しては、顔認証による使用を前提としつつ、代理
人に不要な負荷をかけないためにも、暗証番号の取扱いについて検討する。また、写真の撮影ルールについて
も、障害等の事情に応じ柔軟に対応することを本年度中に改めて周知する。

（１）マイナンバーカードの特急発行・交付の仕組みの創設等について
• 市町村の窓口に来庁して申請を行う特急発行・交付について、発行期間の短縮に加え、カードの発行主体で

あるJ-LISから申請者に直接送付することで、申請から１週間以内（最短５日）で交付できる新たな仕組
みを創設し、2024年秋までに、新生児、紛失等による再交付、海外からの転入者（約150万枚/年）を含
め、合計約360万枚/年（約1万枚/日）まで対応できる体制を構築する。
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（３）市町村によるマイナンバーカードの申請受付・交付体制強化の対応
• 介護福祉施設等の高齢者が利用しやすい場所や保険証を活用する現場である医療機関等での出張申請を
本年度から推進する。

• 来年度、施設等に出張申請受け入れの協力を要請し、希望する施設等の情報をとりまとめ市町村に提供する。
• 上記に加え、市町村が指定した郵便局で、市町村とオンラインでつなぎ、マイナンバーカードの交付申請と市町
村による本人確認を行えるようにし、発行されたカードを郵送で住民に届けられるようにする。

中間とりまとめ 主な事項②
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（４）マイナンバーカードによりオンライン資格確認を受けることができない場合の取扱い
• 健康保険証の廃止に合わせて、マイナンバーカードによりオンライン資格確認を受けることができない状況にある方

等については、氏名・生年月日、被保険者等記号・番号、保険者情報等が記載された資格確認書（基本は
紙）を提供する。

（具体例）
・ マイナンバーカードを紛失した・更新中の者
・ 介護が必要な高齢者やこどもなどマイナンバーカードを取得していない者
・ ベビーシッターなどの第三者が本人に同行して本人の資格確認を補助する必要がある場合 など

• 発行済みの健康保険証を１年間有効とみなす経過措置を設ける。
• 資格確認書は、本人の申請に基づき書面又は電磁的方法により、保険者より速やかに提供する。
• 資格確認書の有効期間は、１年を限度として各保険者が設定することとする。様式は国が定める。

※ 資格確認書の発行は、現行の保険証と同様、無償。
※ これまでの診療記録などデータに基づくより良い医療を可能となることや、診療報酬による患者負担の差があることなど、マイナン

バーカードを保険証として利用することの意義・メリットをわかりやすく伝える。

（５）保険者の資格情報入力のタイムラグ等への対応
• オンライン資格確認等システムについて、保険者の迅速かつ正確なデータ登録が確保される方策（保険者による

データ登録（５日以内）の義務付け（事業主から保険者への届出（５日以内）と合わせて計10日以内）、
資格取得届出における個人番号等の記載義務を法令上明確化等）を検討する。

中間とりまとめ 主な事項③
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（６）第三者によるマイナンバーカードの取扱いについて
• 医療機関等の受診時にマイナンバーカードを第三者に預けることや、施設入所者のマイナンバーカー

ドの管理の在り方などについて、取扱いの留意点等を整理した上で周知し、安心して管理すること
ができる環境づくりを推進する。

（７）乳幼児のマイナンバーカードについて
• 出生後速やかにカードを交付することができるよう、出生届の提出にあわせて申請を行うことができるようにし、
特急発行の対象とする。

• １歳未満でカードを申請する場合については、顔写真がないカードを交付することとする。
（有効期間は５歳の誕生日まで）

○ 中間とりまとめで具体化に至らなかった事項については、最終とりまとめに反映できるよう検討する。

○ 以上により、全ての国民に行き渡るように全力を尽くす。

中間とりまとめ 主な事項④
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マイナンバーカードと健康保険証の一体化について

厚生労働省 保険局

令和５年２月24日 第163回社会保障審議会医療保険部会 資料２



マイナンバーカードと健康保険証の一体化

〇 健康保険証を廃止するとともに、マイナンバーカードによりオンライン資格確認を受けることができない状況に
ある者（※１）が必要な保険診療等を受けられるよう、当該者からの求めに応じ、各医療保険者等は、医療機関等を
受診する際の資格確認のための「資格確認書」を、書面又は電磁的方法により提供することとする。
（※１）マイナンバーカードを紛失した・更新中の者、介護が必要な高齢者やこどもなどマイナンバーカードを取得していない者、
ベビーシッターなどの第三者が本人に同行して本人の資格確認を補助する必要がある場合など

（※２）資格確認書の有効期間は、１年を限度として、各保険者が設定することとする。様式は国が定める。
（※３）保険者が必要と認めるときは、本人からの申請によらず資格確認書を交付できることとする。（経過措置）

○ 発行済みの健康保険証は、健康保険証廃止後、１年間（先に有効期間が到来する場合は有効期間まで）有効と
みなす経過措置を設ける。

資格確認書の仕組みの整備

○ 見直しの時期：令和６年秋を予定

〇 健康保険証の廃止に伴い、短期被保険者証の仕組みは廃止する。

〇 長期にわたる保険料滞納者（※５）に対する保険料の納付を促す取組として、これまで行われてきた被保険者資
格証明書（現物給付を特別療養費の支給（償還払い）に変更）の交付に代えて、特別療養費の支給に変更する旨
の事前通知を行うこととする。
（※４）現在のオンライン資格確認の仕組みでも、医療機関・薬局では、特別療養費の対象者かどうかを確認できる。保険証の廃止後

は、特別療養費の対象者は、被保険者資格証明書ではなく、マイナンバーカード又は資格確認書（特別療養費の対象者である旨を
記載）を提示して受診。

（※５）長期にわたる保険証滞納者とは、市町村が納付の勧奨、納付相談の実施等により保険料の納付に資する取組を行ったにもかか
わらず、特別の事情（災害、病気、事業廃止等）なく、保険料を原則１年以上滞納している滞納者。事前通知の仕組みでも、現行
の被保険者資格証明書と同様、機械的な運用を行うことなく、保険料の納付に資する取組や特別の事情の有無の把握等を適切に
行った上で通知することを周知予定。

特別療養費の支給の通知の仕組みの整備

【医療保険各法】

【国民健康保険法等】

１

調整中



発行済の健康保険証の取扱いについて

廃止日
（令和６年秋)

○ 発行済みの健康保険証については、健康保険証廃止後、１年間（有効期間が先に到来する場合は有効期間

までの間）、有効とみなす経過措置を設けることとしている。

廃止日から１年目の前日まで
（令和７年秋）

令和７年７月末まで

（注）短期被保険者証、被保険者資格証明書も同様とする

廃止から最長１年間有効

発行時の有効期間が１年の場合

有効期間を令和７年秋まで延長して発行した場合

発行時の有効期間が２年の場合 ⇒ 令和７年秋まで

被用者保険の保険証は
有効期間の設定がない

有効期間の設定がない場合 ⇒ 令和７年秋まで

【令和６年８月発行の例】 保険証

国保の保険証の有効期間は１年又は２年
後期高齢者医療の保険証の有効期間は１年※

【令和６年６月発行の例】 保険証

８月

６月

保険証

調整中

２※一部の後期高齢者医療広域連合では、２年



３

参考：国保の短期被保険者証、資格証明書の仕組み（現行）

○ 国民健康保険は、被保険者全体の相互扶助で成り立つものであり、保険料の収納の確保は、制度の維持や被保
険者間の負担の公平の観点から重要。滞納者に対しては、滞納処分も含めた適切な収納対策を講じる必要。

○ 国民健康保険料は、毎月の給与から天引きされる健康保険料とは異なり、自主的な納付が必要であり、保険料
の滞納が生じやすい。このため、「短期被保険者証」「資格証明書」を交付し、滞納者との納付相談の機会の確
保など、実効ある収納対策を実施できるようにしている。

制度概要
短期被保険者証
（交付世帯数：48万）
※令和３年６月時点

※全世帯数：1724万（令和２年度時点）

○ 市町村は、保険料滞納者に対して、短期の有効期間を設定した「短期被保険者証」を
交付できる。
※ 医療機関等の窓口で提示すれば、通常の一部負担金で受診することが可能。

※ 有効期間は個々の滞納世帯の状況に応じ、保険者が決定。（例：６ヶ月、３ヶ月、１ヶ月など）

被保険者資格証明書
（交付世帯数：9.9万）
※令和３年６月時点

※昭和61年の導入時は、保険者の裁量に
よる運用。介護保険制度の導入に伴い
新たに介護納付金の納付も必要となっ
たこと等から、平成12年から、法律上
一定の要件に該当した場合は発行する
義務を設けた。

※後期高齢者医療制度も同様の制度があ
るが、原則として交付しない運用（発
行実績なし（令和３年９月末日時点））

○ 市町村は、保険料を納付することができない「特別の事情」がないにもかかわらず、
原則１年以上保険料を滞納している者に対して、被保険者証の返還を求め（返還を求め
られた世帯主は被保険者証の返還義務あり）、「資格証明書」を交付する。
※ 特別の事情（政令で規定）
・世帯主の財産が災害又は盗難にあった
・世帯主等が病気又は負傷した
・世帯主が事業を廃止又は休止した
・世帯主の事業に著しい損失があった 等

※ 医療機関の窓口で医療費を全額支払った後、保険者に保険給付分の償還払いを申請できる。



４

参考：オンライン資格確認での短期被保険者証、資格証明書の仕組み（現行）

○ オンライン資格確認では、市町村は、短期被保険者証、資格証明書の情報を、支払基金・国保中央会に登録し、
医療機関・薬局では、患者が短期被保険者証、資格証明書を有する者かどうかが分かる仕組みとなっている。
※顔認証付きカードリーダーでは、患者自身が短期被保険者証、資格証明書の対象かどうかはまでは表示していない。

保険者
被保険者番号

資格情報

患者本人が保険者に
オンラインで資格を照会

資格情報を提供

被保険者の資格を保険者間で履歴管理
全レセプトを資格確認、正しい保険者に振分け

支払基金・国保中央会
（オンライン資格確認等システム）

被保険者(患者)
保険医療機関・薬局

保険者は支払基金・国保中央会に資
格情報を登録（市町村は短期被保険
者証、資格証明書の情報も）する

マイナンバーカード

資格情報等

・短期被保険者証、資格証明書の情報
が医療機関窓口の職員に提示される
・資格証明書の場合は10割負担
※短期被保険者証は失効前に新規の短期
証を交付、保険料納付相談等の対応。

電子証明書の
シリアル番号

※支払基金は電子証明書の有効性を地方公共団体
システム機構に照会

マイナンバー

マイナンバー

電子証明書の
シリアル番号

電子証明書の
シリアル番号

資格情報等

被保険者番号

※国保の短期被保険者証、
資格証明書の情報含む

保険料納付相談等の市町村と
被保険者との接触機会を確保



全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健
康保険法等の一部を改正する法律案について

厚生労働省 保険局

令和５年２月24日 第163回社会保障審議会医療保険部会 資料３



全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための
健康保険法等の一部を改正する法律案の概要

１．こども・子育て支援の拡充【健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律等】

① 出産育児一時金の支給額を引き上げる（※）とともに、支給費用の一部を現役世代だけでなく後期高齢者医療制度も支援する仕組みとする。
（※）42万円→50万円に令和５年４月から引き上げ（政令）、出産費用の見える化を行う。

② 産前産後期間における国民健康保険料（税）を免除し、その免除相当額を国・都道府県・市町村で負担することとする。

２．高齢者医療を全世代で公平に支え合うための高齢者医療制度の見直し【健保法、高確法】

① 後期高齢者の医療給付費を後期高齢者と現役世代で公平に支え合うため、後期高齢者負担率の設定方法について、「後期高齢者一人当たりの保険料」と「現役世代
一人当たりの後期高齢者支援金」の伸び率が同じとなるよう見直す。

② 前期高齢者の医療給付費を保険者間で調整する仕組みにおいて、被用者保険者においては報酬水準に応じて調整する仕組みの導入等を行う。
健保連が行う財政が厳しい健保組合への交付金事業に対する財政支援の導入、被用者保険者の後期高齢者支援金等の負担が大きくなる場合の財政支援の拡充を行う。

３．医療保険制度の基盤強化等【健保法、船保法、国保法、高確法等】

① 都道府県医療費適正化計画について、計画に記載すべき事項を充実させるとともに、都道府県ごとに保険者協議会を必置として計画の策定・評価に関与する仕組み
を導入する。また、医療費適正化に向けた都道府県の役割及び責務の明確化等を行う。計画の目標設定に際しては、医療・介護サービスを効果的・効率的に組み合わ
せた提供や、かかりつけ医機能の確保の重要性に留意することとする。

② 都道府県が策定する国民健康保険運営方針の運営期間を法定化（６年）し、医療費適正化や国保事務の標準化・広域化の推進に関する事項等を必須記載とする。
③ 経過措置として存続する退職被保険者の医療給付費等を被用者保険者間で調整する仕組みについて、対象者の減少や保険者等の負担を踏まえて廃止する。

４．医療・介護の連携機能及び提供体制等の基盤強化【地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律、医療法、介護保険法、高確法等】

① かかりつけ医機能について、国民への情報提供の強化や、かかりつけ医機能の報告に基づく地域での協議の仕組みを構築し、協議を踏まえて医療・介護の各種計画に反映する。
② 医療・介護サービスの質の向上を図るため、医療保険者と介護保険者が被保険者等に係る医療・介護情報の収集・提供等を行う事業を一体的に実施することとし、

介護保険者が行う当該事業を地域支援事業として位置付ける。
③ 医療法人や介護サービス事業者に経営情報の報告義務を課した上で当該情報に係るデータベースを整備する。
④ 地域医療連携推進法人制度について一定の要件のもと個人立の病院等や介護事業所等が参加できる仕組みを導入する。
⑤ 出資持分の定めのある医療法人が出資持分の定めのない医療法人に移行する際の計画の認定制度について、期限の延長(令和５年９月末→令和８年12月末)等を行う。

等

令和６年４月１日（ただし、３①の一部及び４⑤は公布日、４③の一部は令和５年８月１日、１②は令和６年１月１日、 ３①の一部及び４①は令和７年４月１日、
４③の一部は公布後３年以内に政令で定める日、４②は公布後４年以内に政令で定める日）

施行期日

改正の概要

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するため、出産育児一時金に係る後期高齢者医療制度からの支援金の導入、後期高齢者医療制度における後期高齢
者負担率の見直し、前期財政調整制度における報酬調整の導入、医療費適正化計画の実効性の確保のための見直し、かかりつけ医機能が発揮される制度整備、介護
保険者による介護情報の収集・提供等に係る事業の創設等の措置を講ずる。

改正の趣旨

１



次期医療保険制度改革の主要事項

Ⅰ．出産育児一時金の引き上げ

○ 出産育児一時金について、費用の見える化を行いつつ、
大幅に増額（42万円→50万円/令和5年4月）

○ 後期高齢者医療制度が出産育児一時金に係る費用の一部
を支援する仕組みを導入し、子育てを全世代で支援
※高齢者医療制度創設前は、全ての世代で出産育児一時金を含め

子ども関連の医療費を負担

Ⅱ．高齢者医療を全ての世代で公平に支え合う仕組み

○ 現役世代の負担上昇を抑制するため、後期高齢者医療に
おける高齢者の保険料負担割合を見直し
制度創設時と比べ、現役世代の支援金は1.7倍、高齢者の保険料は
1.2倍の伸びとなっており、高齢者の保険料と現役世代の支援金の
伸びが同じになるよう見直し。

高齢者世代の保険料について、低所得層の負担増に配慮し、賦課
限度額や所得に係る保険料率を引き上げる形で負担能力に応じた
負担としつつ、激変緩和措置を講ずる。

Ⅲ．被用者保険における負担能力に応じた格差是正の強化

○ 前期高齢者の給付費の調整において、現行の「加入者数
に応じた調整」に加え、「報酬水準に応じた調整」を導入
※被用者保険者間の保険料率の格差が拡大。協会けんぽ（10％）

以上の保険者が２割超。

○ あわせて、現役世代の負担をできるかぎり抑制し、企業
の賃上げ努力を促進する形で、既存の支援を見直すとと
もに国費による更なる支援を実施

≪出産費用（正常分娩）の推移≫
※民間医療機関を含めた全施設の平均

H24 R3

41.7万円

47.3万円

＋産科医療補償制度の掛金1.2万円

国保
健保
組合

協会
けんぽ

共済
組合

被保険者 被保険者 被保険者 被保険者

出産育児一時金に充当

後期高齢者医療制度

費用の一部を支援

国保

前期高齢者給付費

被用者保険

加入者数に応じた調整

各保険者の報酬水準
に応じた調整を導入1 0 2 8 15
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協会けんぽ
10.0％

≪健康保険組合の保険料率の分布（Ｒ３）≫

H20 R4

≪一人当たり保険料･支援金の推移（月額）≫

現役世代一人当たり支援金

5332円

2980円
6472円
1.2倍

5456円
1.7倍

高齢者一人当たり保険料

公費（税金）
（8.0兆円）
（約５割）

現役世代の支援金
（6.9兆円）
（約４割）

高齢者の保険料
(1.5兆円）
（約１割）

※令和４年度予算ベース。窓口負担（1.5兆円）等を除く。

≪後期高齢者医療の財源≫

健保組合
（大企業）

協会けんぽ
（中小企業）
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地域完結型の医療・介護提供体制の構築

在宅を中心に入退院を繰り返し、最後は看取りを要する高齢者を支えるため、かかりつけ医機能が発揮される制度整備・各種計画

との連携・情報基盤の整備により、かかりつけ医機能を有する医療機関を中心とした患者に身近な地域における医療・介護の水平

的連携を進め、「地域完結型」の医療・介護提供体制を構築する。そのために、関係法律を一体的に改正する。

身近な地域における
日常的な医療の提供を

行う機能

診療所

病院

訪問診療

訪問看護等

介護サービス

訪問診療

受診・相談

住民

受診・相談・入院

保健事業

かかりつけ医機能を
有する医療機関

介護施設・事業所

協議結果

医療計画

介護保険事業計画

医療介護総合確保計画

医療費適正化計画

計画に基づく連携した取組

考慮・留意

紹介/逆紹介

取組状況

医

総

介

保

（高度）急性期の強化・集約化
高度な手術が必要な患者、重症の救急患者等の確実な受入れ

情報基盤

医療機関と介護事業者の間で利用
者の医療・介護情報を共有

医療・介護情報基盤整備

保 介

特定機能病院、地域医療支援病院
紹介受診重点医療機関

❶ 国民・患者への情報提供の充実・強化
（医療機能情報提供制度の刷新）

❷ かかりつけ医機能を報告し、
地域でのかかりつけ医機能の確保のための
具体的方策の検討・公表

医

かかりつけ医機能が発揮される制度整備

保険者
市町村

都道府県 診療に関する
学識経験者、
医療関係者

訪問看護事業所、薬局

保険者

市町村

一体的に整備

利用・相談

利用・相談

地域包括
支援センター

医 総介 保･･･医療法 ･･･介護保険法 ･･･医療保険法（高確法、健保法 ･･･医療介護総合確保法

国保法等）

３



出産育児一時金の引上げ額について（政令事項）

※「全施設」の平均出産費用は、ここ10年、毎年平均で1.4%上昇しており、令和４年度の平均出産費用を48.0万円と推計。

○ 出産育児一時金の額については、前回の引き上げ時は、「公的病院」の平均出産費用を勘案し、設定。

○ 出産費用は年々上昇する中で、平均的な標準費用を全て賄えるようにする観点から、

・「全施設」の平均出産費用を勘案するとともに、

・近年の伸びを勘案し、直近の出産費用も賄える額に設定する。

○ 以上より、48.0万円（令和４年度の全施設平均出産費用の推計額（※））＋1.2万円（産科医療補償制度の掛金）＝49.2万円

となるため、出産育児一時金の額は、令和５年４月から、全国一律で、５０万円とする。

41.7
42.1

43.0
44.0 44.5 44.8

45.4
46.0

46.7 47.3

40.6 41.0
41.6

42.4
43.2 43.1

43.9
44.4

45.2 45.5

43.3 43.7
44.6

45.8
46.2

46.9
47.5

48.2
49.0

50.0

41.3
41.7

42.7
43.7

44.2 44.5
45.0

45.7 46.4
46.8

40.0
41.0
42.0
43.0
44.0
45.0
46.0
47.0
48.0
49.0
50.0

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
全施設の出産費用（室料差額等除く） 公的病院の出産費用（室料差額等除く）
私的病院の出産費用（室料差額等除く） 診療所の出産費用（室料差額等除く）

（万円）

＜参考：出産費用（正常分娩）の推移＞

（データ） 厚生労働省。室料差額、産科医療補償制度掛金、その他の費目を除く出産費用の合計額。
（※）平成24年以降、出生数は年間平均2.5％減少傾向（2020年人口動態統計） ４



出産育児一時金を全世代で支え合う仕組みの導入

• 今後、生産年齢人口は急激に減少していく中で、特に少子化については、これまで様々な対策を講じてきたが、未だに少子
化の流れを変えるには至っていない状況。少子化を克服し、子育てを全世代で支援する観点から、後期高齢者医療制度が出
産育児一時金に係る費用の一部を支援する仕組みを導入。

• 後期高齢者医療制度が出産育児一時金に係る費用の一部を支援する仕組みを導入するに当たり、現行の現役世代・後期高齢
者の保険料負担に応じ、後期高齢者医療制度の支援割合を対象額の７％と設定。

■ 導入時点（令和６年度）
• 現役世代・後期高齢者の保険料負担に応じて、現役保険者・

後期高齢者医療制度で出産育児一時金を按分。
→ 後期高齢者医療の所要保険料（1.7兆円）

÷全医療保険制度計の所要保険料（24.4兆円）＝ 7％

■ 出産育児一時金への充当方法
• 出産育児一時金の支給実績の確定後に後期高齢者医療制度か

らの支援を受けるとした場合、支援を受けるまでに時間がか
かることから、支給見込みに応じて概算で支援を受け、支給
実績を踏まえて確定（概算との精算）を行う仕組みとする。

• 後期高齢者医療制度からの実際の支援は、保険者の事務を簡
素にするため、後期高齢者支援金と相殺する。

全医療保険制度計 うち後期

24.4兆円 1.7兆円

＜令和６年度の所要保険料（推計）＞

後期高齢者医療制度

保険料により支援
（広域連合毎に被保険者数による按分）

費用の一部を支援

国保
健保
組合

協会
けんぽ

共済
組合

被保険者 被保険者 被保険者 被保険者

出産育児一時金に充当

各保険者の出産育児一時金の支給額に応じて按分
（対象額の７％）

見直しのイメージ

※次期の後期高齢者医療の保険料率改定（２年毎）のタイミングである令和６年４月から導入（出産育児一時金の引き上げは令和５年４月～）。
※高齢者負担の激変緩和の観点から、令和６・７年度の負担額は1/2とする。

※ 令和4年度予算ベースを足下として、令和

6年度までの人口構成の変化を機械的に織り

込んだ推計値。なお、医療の高度化等によ

る伸びは直近の実績値により見込んでいる。

※後期高齢者医療制度は、高齢者医療を社会全体で支えるという観点に立って平成20年４月に創設。
制度創設前は、出産育児一時金を含め子ども関連の医療費について、高齢者世代も負担。

（参考）老人保健制度（高齢者医療制度創設前）
75歳以上の高齢者は国保・被用者保険に加入し、各々に保険料を納付しつつ、市町村が運営する老人保健制度から給付を受ける仕組み。

５



○ 出産費用の見える化を進め、妊婦の方々が、費用やサービスを踏まえて適切に医療機関を選択できる環境を整備

医療機関等ごとの出産費用の状況のみならず、その医療機関等の特色やサービスの内容なども併せて公表

【対象医療機関】

直接支払制度を行っている医療機関等

【公表事項】

①医療機関等の特色（機能や運営体制等）

②室料差額や無痛分娩の取扱い等のサービス内容

③医療機関等における分娩に要する費用及び室料差額、無痛分娩等の内容（価格等）の公表方法

④平均入院日数や出産費用、妊婦合計負担額等の平均値に係る情報

※直接支払制度の専用請求書の内容に基づき算出

※一定期間における平均値であることから、分娩数が少ない医療機関等の公表は任意

【公表方法】

新たに設ける「見える化」のためのＨＰで医療機関等ごとに公表

【今後の進め方】

公表項目等の詳細について、有識者により令和５年夏までに検討を行い、医療保険部会に報告の上、

令和６年４月を目途に見える化を実施

出産費用の見える化について

６

※法律事項ではなく、運用で対応



財政影響（出産育児一時金の増額、出産育児一時金を全世代で支え合う仕組みの導入）

（2024年度：満年度ベース） ※（括弧）内は、後期高齢者医療制度からの支援導入による影響額

42万円（現行） 50万円（＋8万円）

給付費 影響額
加入者
一人当たり
［］：月額

加入者
一人当たり
［］：月額

合計 3,320億円 630億円
(－)

協会けんぽ 1,440億円 3,800円〔320円〕 220億円
(▲60億円) 

600円〔50円〕
（▲200円〔▲10円〕）

健保組合 1,040億円 3,800円〔310円〕 160億円
(▲40億円) 

600円〔50円〕
（▲200円〔▲10円〕）

共済組合等 510億円 5,200円〔440円〕 80億円
(▲20億円) 

800円〔70円〕
（▲200円〔▲20円〕）

国民健康保険 320億円 1,200円〔100円〕 60億円
(▲10億円) 

200円〔20円〕
（▲20円〔▲2円〕）

後期高齢者 － － 130億円
(130億円) 

600円〔50円〕
(600円〔50円〕)

• 今回の見直し（出産育児一時金の増額、出産育児一時金を全世代で支え合う仕組みの導入）に係る財政影響を制度別にみたもの。

• 出産育児一時金は 50万円（８万円引き上げ）、後期高齢者医療からの支援対象額は一時金の1/2。

７



高齢者負担率の見直し

• 現行の高齢者負担率（高齢者が保険料で賄う割合）の設定方法は、現役世代の

減少のみに着目しており、制度導入以降、現役世代の負担（後期高齢者医療支

援金）が大きく増加し（制度創設時と比べ、現役は1.7倍、高齢者は1.2倍の水準）、

2025年までに団塊の世代が後期高齢者になる中で、当面その傾向が続く。

一方、長期的には、高齢者人口の減少局面においても、高齢者負担率が上

昇し続けてしまう構造。

• 高齢者世代・現役世代それぞれの人口動態に対処できる持続可能な仕組み

とするとともに、当面の現役世代の負担上昇を抑制するため、介護保険を

参考に、後期高齢者１人当たり保険料と現役世代１人当たり後期高齢者支

援金の伸び率が同じになるよう、高齢者負担率の設定方法を見直し。

後期高齢者医療 （参考）介護保険

＜現行＞
• ２年に１度、現役世代人口の減少による増加分を高齢者と現役世代で
折半するように高齢者負担率を見直し。

＜現行＞
• ３年に１度、第1号被保険者と第２号被保険者の人口比に応じて負担
割合を見直し。

• 第１号被保険者と第２号被保険者の１人当たり保険料額は概ね同じ。

公費
後期高齢者

支援金
保険料 公費

第２号
保険料

第１号
保険料

約５割 約４割 約１割

※75歳～の負担割合：10％（H20）→11.72％（現在） ※65歳～の負担割合：17％（H12）→23％（現在）

＜イメージ＞

５割 約３割 約２割

第２号
（40～64歳）

第１号
（65歳～）

後期
（75歳～）

現役世代
（～74歳）

＜イメージ＞

８

5332円

2980円

6472円
1.2倍

5456円
1.7倍

≪一人当たり保険料･支援金の推移（月額）≫ ≪一人当たり第１号・第２号保険料の推移（月額）≫

≪人口動態・負担率の見通し（推計）≫

現役世代一人当たり支援金

高齢者一人当たり保険料 4090円

3944円
5869円
1.4倍

5669円
1.4倍

第２号保険料

第１号保険料

H20 R4 H20 R2

9

10

11

12

13

14

15

16

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

2022 2024 2026 2028 2030 2032 2034 2036 2038 2040

75歳以上人口÷総人口（左軸）

現役世代人口（左軸）

75歳以上人口（左軸）

現行の負担率（右軸）
（人口動態）※2022年度を１とした場合 （負担率）



財政影響（高齢者負担率の見直し）

保険料

公費

加入者
一人当たり
［］：月額

国 地方

合計 50億円 ▲50億円 ▲50億円 0億円

協会けんぽ ▲300億円 ▲800円
〔▲70円〕 0億円 0億円 -

健保組合 ▲290億円 ▲1,000円
〔▲90円〕 - - -

共済組合等 ▲100億円 ▲1,100円
〔▲90円〕 0億円 0億円 -

国民健康保険 ▲80億円 ▲300円
〔▲20円〕 ▲100億円 ▲70億円 ▲20億円

後期高齢者 820億円 4000円
〔340円〕 50億円 20億円 20億円

（2024年度：満年度ベース）

• 今回の見直し（高齢者負担率の見直し）に係る財政影響を制度別にみたもの。
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負担能力に応じた後期高齢者の保険料負担の見直し

80万円
（
年
間
保
険
料
）

令和７年度

令和６年度
（改正なし）

80万円
（約1.1％）

67万円

153万円

均 等 割

所 得 割

（収入）

（対象者割合）

＜今回の改正に伴う保険料負担のあり方の見直しのイメージ＞

令和４-５年度66万円

73万円

211万円

約12％（約240万人）
約61％ 約27％

令和６年度
（激変緩和措置あり）

後期高齢者医療における保険料は、高齢化等による医療費の増加を反映して、２年に１度、引き上げ。

今回の制度改正による、令和６年度からの新たな負担に関しては、
• 約６割の方（年金収入153万円相当以下の方）については、制度改正に伴う負担の増加が生じないようにするとともに、
• さらに約12％の方（年金収入211万円相当以下の方）についても、令和６年度は制度改正に伴う負担の増加が生じないよう対応。

制度改正に伴う負担増が
生じないように配慮

【激変緩和措置の内容】
① 出産育児一時金に対する高齢者の支援を令和６･７年度は1/2とし､負担増を抑制｡
② 所得にかかわらず低所得の方も負担する定額部分（均等割）は、制度改正に伴う増加が

生じないよう対応。
③ 所得に応じて負担する定率部分（所得割）は、一定以下の所得の方（年金収入153万円

～211万円相当以下の方）を対象に、令和６年度は制度改正に伴う増加が生じないよう
対応。

④ 年収約1000万円を超える方を対象とする賦課限度額（保険料負担の年間上限額）の引
き上げは、段階的に実施（令和６年度は73万円、令和７年度は80万円）。
※令和６年度に新たに75歳に到達する方は④の激変緩和措置の対象外

10（※）対象者割合（対象者数）は後期高齢者被保険者実態調査特別集計等に基づく推計値



後期高齢者１人当たり保険料額（２年間）への影響（収入別）

賦課限度額
＜超過割合＞
＜到達収入＞

均等割額 所得割率
保険料額 ［］：月額

後期1人当たり平均 年収80万円 年収200万円 年収400万円 年収1,100万円
増加額 増加額 増加額 増加額 増加額

改正なし 令和６・７年度
67万円

＜1.30％＞
＜976万円＞

50,500円 9.87%
82,000円 15,100円 86,800円 217,300円 670,000円
[6,830円] [1,260円] [7,230円] [18,110円] [55,830円]

改正後

令和６年度
73万円

＜1.28％＞
＜984万円＞

50,500円 10.70%

86,100円 +4,100円 15,100円 制度改正
影響なし

86,800円 制度改正
影響なし

231,300円 +14,000円 730,000円 +60,000円
[7,170円] [+340円] [1,260円] [7,230円] [19,270円] [+1,170円] [60,830円] [+5,000円]

令和７年度
80万円

＜1.13％＞
＜1,049万円＞

87,200円 +1,100円 15,100円 制度改正
影響なし

90,700円 +3,900円 231,300円 制度改正
影響なし

800,000円 +70,000円
[7,270円] [+90円] [1,260円] [7,560円] [+330円] [19,270円] [66,670円] [+5,830円]

（参考） 令和４・５年度
66万円

＜1.29%＞
＜1,004万円＞

47,800円 9.34%
77,700円 14,300円 82,100円 205,600円 660,000円
[6,470円] [1,190円] [6,840円] [17,140円] [55,000円]

• 今回の見直しに伴う後期高齢者一人当たり保険料額（２年間）への影響を収入別に試算したもの。

※増加額 ・改正後（令和６年度） ･･･制度改正に伴うＲ６における保険料負担の増加
・改正後（令和７年度） ･･･前年度からのＲ７における保険料負担の増加
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平成23年度 令和3年度

健康保険組合の保険料率の分布

○ 健保組合の平均保険料率は、平成23年度は8.0％、令和３年度は9.2％となっており（＋1.2ポイント）、全体的に
上昇している。

○ 協会けんぽの平均保険料率以上（平成23年度は9.50％以上、令和3年度は10.00％以上）の健保組合は、平成23
年度は105組合（７％）、令和３年度は307組合（22％）となっている。

協会けんぽの平均保険料率
10.0％（令和３年度）
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前期財政調整における報酬調整の導入

前期高齢者給付費

国保
健保
組合

協会
けんぽ

共済
組合

前期高齢者給付費

国保

健保
組合

協会
けんぽ

共済
組合

被用者保険

各保険者の一人当たり総報酬に応じた調整を導入

＜制度創設当初～現行＞ ＜報酬調整導入後＞

• 前期高齢者の給付費の調整は、現在、「加入者数に応じた調整」を実施。

• 負担能力に応じた負担の観点から、被用者保険間では、現行の「加入者数に応じた調整」に加え、部分的（導入の範囲は１/３）に
「報酬水準に応じた調整」（報酬調整）を導入。

• あわせて、現役世代の負担をできるかぎり抑制し、企業の賃上げ努力を促進する形で、既存の支援を見直すとともに更なる支援を行う。

前期高齢者加入率が
全国平均とした場合の

前期高齢者数

当該保険者の加入者一人当たり総報酬

被用者平均の加入者一人当たり総報酬
× と の差 ×

当該保険者の実際の
前期高齢者数

当該保険者の
前期高齢者

１人当たり給付費

加入者数に応じた調整
報酬水準に応じた調整ৄ

ઉ
ख


加入者数に応じた調整
加入者数に応じた調整

当該保険者の
実際の前期高齢者数

前期高齢者加入率が
全国平均とした場合

の前期高齢者数

報酬水準高⇒納付金の増

報酬調整導入に伴う前期高齢者納付金の増減イメージ

納付金

報酬水準低⇒納付金の減

当該保険者の
前期高齢者1人当たり給付費

現役世代の負担をできるかぎり抑制し、企
業の賃上げ努力を促進する形で、既存の支
援を見直すとともに更なる支援を行う。

報酬水準が高い組合等 協会けんぽ、報酬水準が低い組合等

※報酬調整導入部分のイメージ
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前期財政調整における複数年平均給付費の使用

(80,000)

(60,000)

(40,000)

(20,000)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

0 5,000 10,000 15,000 20,000
(80,000)

(60,000)

(40,000)

(20,000)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

0 5,000 10,000 15,000 20,000

当該年度給付費で計算した納付金額
（
縦
軸
：
加
入
者
一
人
当
た
り
納
付
金
増
減
額
）

（横軸：前期高齢者数）

３年平均給付費で計算した納付金額

加入者一人当たり前期高齢者納付金額の変動

• 前期財政調整では、納付金の計算において前期高齢者１人当たり給付費を使用しており、給付費水準が高いほど納付金額が増加。
• 小規模な保険者においては、高額な医療費を必要とする前期高齢者がいるかいないかによって毎年度の給付費水準が大きくばらつき、
それによって前期高齢者納付金の変動が大きくなるという課題が存在。

• こうした課題に対応するため、前期高齢者納付金の計算において複数年（３年）平均給付費を用いることとする。
※ 給付費が平準化されるだけであり、複数年でみれば基本的には財政中立的。

現行の前期財政調整の仕組み（前期高齢者給付費分）

（
縦
軸
：
加
入
者
一
人
当
た
り
納
付
金
増
減
額
）

（横軸：前期高齢者数）

※１ 全保険者のうち、令和４年度概算賦課における前期高齢者数が２万人以下の保険者について、令和３年度から令和４年度の増減額を試算。
※２ ３年平均給付費は前期高齢者一人当たり調整対象給付費の平均額を、当年度（令和３年度又は令和４年度）の前期高齢者数に乗じることで算出。新設保険者等で給付費が３年に満たない場合

には、その満たない給付費の平均（新設２年目の場合は２年分の調整対象給付費を２で除す）を使用。

前期高齢者加入率が
全国平均とした場合の

前期高齢者数
と の差 ×

当該保険者の実際の
前期高齢者数

当該保険者の
前期高齢者１人当たり給付費

加入者数に応じた調整

給付費水準の変化に応じて、
前期高齢者納付金額が変動
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健保組合に対する更なる支援について

○ 健保組合の交付金交付事業（健康保険法附則第２条）への財政支援
・調整保険料（1.3‰）を財源に、保険給付や拠出金の納付に要する費用の財源の財政負担の不均衡を調整
⇒ 高額レセプトの発生した健保組合に対する支援を行う高額医療費交付金事業について、国費による財政支援を

制度化（国費＋100億円）

○ 拠出金負担に対する特別負担調整（高齢者医療確保法第38条等）の拡充
・拠出金負担（後期支援金、前期納付金）が過大となる保険者の負担を、全保険者と国費で軽減
⇒ 国費充当（R4：100億円）を拡大し、負担軽減対象となる保険者の範囲を拡大（国費＋100億円）

健保組合間での共助の仕組み

拠出金負担に係る調整の仕組み

○ 高齢者医療運営円滑化等補助金の拡充
・前期納付金負担の割合・伸びに着目し、納付金負担が過大となる保険者に対して補助金で支援
⇒ 予算規模（R4：720億円）を拡充し、現行の支援を見直すとともに、賃上げ等により一定以上報酬水準が引き上

がった健保組合に対する補助を創設し、拠出金負担を更に軽減（国費＋230億円）

補助金による国からの支援

• 負担能力に応じた負担の観点から、前期財政調整について、被用者保険者間では、部分的（導入の範囲は１/３）に報
酬調整を導入。また、後期高齢者の保険料と現役世代の支援金の一人当たりの伸び率が均衡するよう、高齢者負担率
の設定方法を見直す。

• こうした医療保険制度改革に際し、他の制度における企業負担を勘案して、令和６年度から特例的に、健保組合への
国費による支援を430億円追加。企業の賃上げ努力を促進する形で、既存の支援を見直すとともに更なる支援を行う。
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財政影響（被用者保険者間の格差是正）

前期納付金等へ
の影響額

１／３報酬調整

合計 -

協会けんぽ ▲970億円

健保組合 600億円

共済組合等 350億円

国民健康保険 20億円

後期高齢者 -

（2024年度：満年度ベース）

• 今回の見直し（被用者保険者間の格差是正）に係る財政影響を制度別にみたもの。

• 前期財政調整における報酬調整の導入の範囲は１/３。

※１ 健保組合に対し、高齢者負担率の見直し（▲290億円）も踏まえつつ、企業の賃上げ努力を促進する形で、既存の支援を見直すとともに国費による更なる支援（国費
＋430億円）を行う。これにより、高齢者負担率の見直しと合わせた健保組合の財政影響は、▲120億円となる。

※２ 報酬調整の導入に伴う導入部分に係る協会けんぽへの国庫補助の廃止等により、国費は合計▲1,290億円。
上記の影響額を含めた 協会けんぽの保険料への影響額は320億円、国民健康保険の保険料への影響額は30億円。

（参考）近年、協会けんぽの報酬水準が上昇していることから、保険料負担は増加する見通しとなっているが、協会けんぽの平均報酬は、平成28年以前は13年間、
被用者保険全体の平均報酬に比べ、国庫補助率の16.4％以上下回っており、こうした状況下では保険料負担は減少。なお、協会けんぽの今年度末の積立金見込み
は4.9兆円。
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複合的なニーズを有する高齢者への医療・介護の効果的・効率的な提供
・ 医療・介護の機能連携を通じた効果的・効率的なサービス提供（例：骨折対策）

・ 高齢者の心身機能の低下に起因した疾病予防・介護予防

医療資源の効果的・効率的な活用
・ 効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療

（例：急性気道感染症・急性下痢症に対する抗菌薬処方）

・ 医療資源の投入量に地域差がある医療

（例：白内障手術や化学療法の外来での実施、リフィル処方箋（※））

（※）リフィル処方箋については、地域差の実態等を確認した上で必要な取組を進める。

第４期医療費適正化計画（2 0 2 4～ 2 0 2 9年度）に向けた見直し

17

計画の目標・施策の見直し

医療の効率的な

提供

特定健診・保健指導の見直し
⇒アウトカム評価の導入、ICTの活用など

重複投薬・多剤投与の適正化
⇒電子処方箋の活用

後発医薬品の使用促進
⇒個別の勧奨、フォーミュラリ策定等による更

なる取組の推進や、バイオ後続品の目標設定

等を踏まえた新たな数値目標の設定

保険者・医療関係者との方向性の共有・連携
• 保険者協議会の必置化・医療関係者の参画促進、医療費見込みに基づく計画最終年度の国保・後期の保険料の試算 等

都道府県の責務や取り得る措置の明確化
• 医療費が医療費見込みを著しく上回る場合等の要因分析・要因解消に向けた対応の努力義務化 等

医療費の更なる適正化に向けて、①新たな目標として、複合的なニーズを有する高齢者への医療・介護の効果的・効率的な提供

等を加えるとともに、②既存の目標についてもデジタル等を活用した効果的な取組を推進する。また、計画の実効性を高めるた

め、③都道府県が関係者と連携するための体制を構築する。

実効性向上のための体制構築

③

②既存目標に係る効果的な取組

健康の保持

の推進

➡ さらに、医療ＤＸによる医療情報の利活用等を通じ、健康の保持の推進・医療の効率的な提供の取組を推進

※ 計画の目標設定に際し、医療・介護サービスを効果的・効率的に組み合わせた提供や、かかりつけ医機能の確保の重要性に留意

⇒ 有識者による検討体制を発足させて、エビデンスを継続的に収集・分析し、

都道府県が取り組める目標・施策の具体的なメニューを追加

①新たな目標の設定



国民健康保険制度改革の推進

（１）出産時における保険料負担の軽減【令和６年１月施行】

・子育て世帯の負担軽減、次世代育成支援等の観点から、出産する被保険者
に係る産前産後期間相当分（４か月間）の保険料（均等割額、所得割額）
を免除する措置を創設。

※費用負担 公費（国１/２、都道府県１/４、市町村１/４）
所要額 ４億円（令和５年度）

※７割、５割、２割軽減は、低所得世帯に対する均等割保険料の軽減措置
※令和４年４月から、未就学児の均等割保険料の軽減制度を導入

○ 財政運営の安定化を図りつつ、「財政運営の都道府県単位化」の更なる深化を図るため、令和６年度から
の新たな国保運営方針に基づき、保険料水準の統一や医療費適正化等の取組をより一層進める。

（２）国保運営方針に基づく保険料水準の統一、医療費適正化の推進
・都道府県国保運営方針（都道府県内の国保運営の統一的な方針）について、

対象期間の考え方や記載事項を見直し。【令和６年４月施行】

・「保険料水準統一加速化プラン（仮称）」を策定し、保険料水準の統一に向
けた取組を支援。

（３）その他保険者機能の強化
①第三者行為求償事務の取組強化

・広域性や専門性のある事案について、市町村の委託を受けて都道府県
が実施可能とする。【令和７年４月～】

・市町村が、官公署等の関係機関に対し、第三者の行為によって生じた
事実に係る資料の提供等を求めることを可能とする。【公布日～】

②退職者医療制度の廃止
・対象者が激減し財政調整効果が実質喪失していることを踏まえ、事務

コスト削減を図る観点から、前倒しして廃止。【令和６年４月】

所得割

均等割

４ヶ月分
（約3.3割）

18

保険料額

所得金額

２割軽減
７割

軽減

５割

軽減
４ヶ月分
（約3.3割）

新たな公費による免除分

約1.7割
1割

約2.7割

（国保運営方針の見直し）

【対象期間】おおむね６年

【記載事項】

「医療費の適正化の取組に関する事項」、「市町村が

担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する

事項」を必須記載事項化

※ 市町村は、給付事由が第三者の行為によって生じた場合には、その給付額の限度で、
被保険者が第三者に対して有する損害賠償の請求権を取得
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かかりつけ医機能が発揮される制度整備

趣旨

（１）医療機能情報提供制度の刷新（令和６年４月施行）
• かかりつけ医機能（「 身近な地域における日常的な診療、疾病の予防のための措置その他の医療の提供を行う機能」と定義）

を十分に理解した上で、自ら適切に医療機関を選択できるよう、医療機能情報提供制度による国民・患者への情報提供の充
実・強化を図る。

（２）かかりつけ医機能報告の創設（令和７年４月施行）
• 慢性疾患を有する高齢者その他の継続的に医療を必要とする者を地域で支えるために必要なかかりつけ医機能（①日常的な診

療の総合的・継続的実施、②在宅医療の提供、③介護サービス等との連携など）について、各医療機関から都道府県知事に報
告を求めることとする。

• 都道府県知事は、報告をした医療機関が、かかりつけ医機能の確保に係る体制を有することを確認し、外来医療に関する地域
の関係者との協議の場に報告するとともに、公表する。

• 都道府県知事は、外来医療に関する地域の関係者との協議の場で、必要な機能を確保する具体的方策を検討・公表する。
（３）患者に対する説明（令和７年４月施行）
• 都道府県知事による（２）の確認を受けた医療機関は、慢性疾患を有する高齢者に在宅医療を提供する場合など外来医療で説

明が特に必要な場合であって、患者が希望する場合に、かかりつけ医機能として提供する医療の内容について電磁的方法又は
書面交付により説明するよう努める。

かかりつけ医機能については、これまで医療機能情報提供制度における国民・患者への情報提供や診療報酬における評価を中
心に取り組まれてきた。一方で、医療計画等の医療提供体制に関する取組はこれまで行われていない。

今後、複数の慢性疾患や医療と介護の複合ニーズを有することが多い高齢者の更なる増加と生産年齢人口の急減が見込まれる
中、地域によって大きく異なる人口構造の変化に対応して、「治す医療」から「治し、支える医療」を実現していくためには、
これまでの地域医療構想や地域包括ケアの取組に加え、かかりつけ医機能が発揮される制度整備を進める必要がある。

その際には、国民・患者から見て、一人ひとりが受ける医療サービスの質の向上につながるものとする必要があることから、
• 国民・患者が、そのニーズに応じてかかりつけ医機能を有する医療機関を適切に選択できるための情報提供を強化し、
• 地域の実情に応じて、各医療機関が機能や専門性に応じて連携しつつ、自らが担うかかりつけ医機能の内容を強化する

ことで、地域において必要なかかりつけ医機能を確保するための制度整備を行う。

概要
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かかりつけ医機能が発揮される制度整備の骨格

かかりつけ医機能報告による
機能の確保

・慢性疾患を有する高齢者等を地域で支えるために必要なか
かりつけ医機能について、医療機関から都道府県知事に報
告。
・都道府県知事は、報告をした医療機関が、かかりつけ医機
能の確保に係る体制を有することを確認し、外来医療に関
する地域の関係者との協議の場に報告するとともに、公表
（※）。

・あわせて、外来医療に関する地域の協議の場で「かかりつ
け医機能」を確保する具体的方策を検討・公表。

医療機能情報提供制度の刷新

・医療機関は、国民・患者による医療機関の選択に役立つわ
かりやすい情報及び医療機関間の連携に係る情報を都道府
県知事に報告
❶情報提供項目の見直し
❷全国統一のシステムの導入

制度整備の内容

○ 国民・患者はそのニーズに応じて医療機能情報提供制度等を活用して、かかりつけ医機能を有する医療機関を選択して利用。
○ 医療機関は地域のニーズや他の医療機関との役割分担・連携を踏まえつつ、かかりつけ医機能の内容を強化。

※ 医師により継続的な管理が必要と判断される患者に対して、医療機関が、
提供するかかりつけ医機能の内容を説明するよう努めることとする。

日常的によくある疾患への幅広い対応

休日・夜間の対応

入院先の医療機関との連携、退院時の受入

在宅医療

介護サービス等との連携 等

病床機能報告（H26）

かかりつけ医機能報告（新設）

外来機能報告（R３）
（紹介受診重点医療機関の確認）

入院

外
来

イ
メ
ー
ジ
図

国民・患者の医療ニーズ

医療機能情報提供制度（H18)

在宅

有床診
・病院

無床診
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介護情報基盤の整備

• 現在、利用者に関する介護情報等は、各介護事業所や自治体等に分散している。今般、医療・介護間の連携を強化しつつ、多様な
主体が協働して高齢者を地域で支えていく地域包括ケアシステムを深化・推進するため、自治体・利用者・介護事業所・医療機関
等が介護情報等を電子的に閲覧できる情報基盤を整備する。

• 具体的には、自治体、利用者、介護事業所・医療機関について、以下のような効果が期待される。

自治体：利用者が受けている自立支援・重度化防止の取組の状況等を把握し、地域の実情に応じた介護保険事業の運営に活用。

利用者：利用者が自身の介護情報を閲覧できることで、自身の自立支援・重度化防止の取組の推進に繋がる。

介護事業者・医療機関：本人同意の下、介護情報等を適切に活用することで、利用者に提供する介護・医療サービスの質を向上。
※ さらに、紙でのやり取りが減り、事務負担が軽減される効果も期待される。

• こうした情報基盤の整備を、保険者である市町村が実施主体であり、地域での自立した日常生活の支援を目的としている地域支援
事業に位置付ける。

改正の趣旨

• 被保険者、介護事業者その他の関係者が当該被保険者に係る介護情報等を共有・活用することを促進する事業を地域支援事業とし
て位置付ける。

• 市町村は、当該事業について、医療保険者等と共同して国保連・支払基金に委託できることとする。

• 施行期日：公布後４年以内の政令で定める日（予定）

改正の概要・施行期日

要介護
認定情報

介護情報
(レセプト)

LIFE情報
(ADL等) ケアプラン

＜事業のイメージ＞

分散している介護情報等を収集・整理

介護事業所自治体 医療機関本人(利用者)
本人確認・本人同意の下、必要な情報を利用・提供

その他

自治体 介護事業者等

※共有する情報の具体的な範囲や共有先については検討中。
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医療法人・介護サービス事業者の経営情報の調査及び分析等

医療・介護の置かれている現状と実態を把握するために必要な情報を収集し、政策の企画・立案に活用するとともに、国民に
対して丁寧に説明していくため、①医療法人・介護サービス事業者の経営情報の収集及びデータベースの整備をし、②収集し
た情報を国民に分かりやすくなるよう属性等に応じてグルーピングした分析結果の公表、③医療法人に関するデータベースの
情報を研究者等へ提供する制度を創設する。
【施行日：①及び② （医療）令和５年８月１日（介護）令和６年４月１日 ③は公布日から三年以内に政令で定める日】

【データベースの概要】

• 対象：原則、全ての医療法人・介護サービス事業者

• 収集する情報：病院・診療所及び介護施設・事業所における収益及び費用並びに、任意項目として職種別の給与（給料・賞
与）及びその人数

※病床機能報告・外来機能報告等と連携させるとともに、データの活用に当たっては、公立医療機関の経営情報などの公開情報及び、必要に 応じて統計調査も
活用した分析等に取り組む。

• 公表方法：国民に分かりやすくなるよう属性等に応じてグルーピングした分析結果の公表

都道府県

・データベースの整備
・経営状況の把握・分析
・研究者等への医療法人に関するデータ提供

医療法人・介護サービス事業者

報告

報告・提供

経営情報を
都道府県に報告

情報提供の求め
国

民

分かりやすくなるよ
うグルーピングした
分析結果を公表

国（厚生労働省）

G-MIS

医療法人については
独立行政法人福祉医
療機構に業務を委託

① 医療法人・介護サービス事業者は、毎会計年度終了後に経営情報を都道府県知

事に報告。

② 都道府県知事は、医療法人・介護サービス事業者の活動状況等に関する調査及

び分析等を行い、厚生労働大臣にも報告。

③ 厚生労働大臣は、医療法人・介護サービス事業者に関する情報のデータベース

を整備し、経営状況の把握・分析、結果の公表。
④ データベースに記録された医療法人に関する情報については、研究者が行う学

術研究等にも提供可能。

収集する内容は

省令以下で規定

※介護については
システムを新規構築
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地域医療連携推進法人制度の見直し

（※）参加法人等は、区域内の病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院を開設する法人又は個人のほか、介護事業その他地域
包括ケアシステムの構築に資する事業に係る施設を開設する法人又は個人（営利を目的とする法人等を除く）。

都
道
府
県
医
療
審
議
会

意
見
具
申

社員総会
（連携法人に関する事項

の決議）

地域医療連携推
進評議会

意見具申理事会
連携法人の
業務執行 都

道
府
県
知
事

認
定
・
監
督個人立の医療機関・介護事業所等が参加法人等である新たな仕組みは、

• 診療科・病床の再編（病床特例の適用）、医師等の共同研修、医薬品等の共同購入等の医療連携推進業務を行うが、参加
法人等への資金貸付や関連事業者への出資は不可

• 外部監査の実施等といった、連携法人の一部の事務手続きを緩和

(例)社会福祉
法人Ｄ

(例)医療法人
Ａ

病院 介護
施設

(例)自治体
B

病院

（例）個人
開業医Ｅ

診療所

(例)大学Ｃ

病院

参加法人が重要事項を決定す
る場合に行う、連携法人への
意見照会について、 新たな仕
組みの地域医療連携推進法人
の参加法人等は、意見照会を
一部（※）不要とする。

※①予算の決定又は変更、②借入金借
り入れ、③定款又は寄付行為の変更。

地域医療連携推進法人（新たな仕組み） ※赤字箇所が現行制度との相違点

【見直し内容】
○ 個人立医療機関・介護事業所等の参加を可能とする仕組みを導入

・個人立医療機関は個人用資産と医療用資産の分離が困難であること等に鑑み、カネの融通（「資金の貸付」「出資」）は不可（ヒト・モノのみ）とする。
・カネの融通をしない場合には、公認会計士又は監査法人による外部監査を原則として不要とし、また、参加法人が重要事項を決定する場合の地域医療連携推

進法人への意見照会のうち、一部を不要（※）とする。
（※）意見照会が不要となる事項は①予算の決定又は変更、②借入金借り入れ、③定款又は寄付行為の変更。

○ その他、事務負担の軽減のため、代表理事再任時の手続きを緩和
・具体的には、代表理事の選任時に求められる都道府県知事の認可及びその際の都道府県医療審議会への意見聴取を、再任時には不要とする。

【施行日】令和6年4月1日

参加法人等
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1 現状

2 改正内容

・ 認定医療法人制度は、令和５年９月30日までの措置であるため、当該制度を令和８年12月31日まで延長する。

・ 更なる移行促進のため、認定から３年以内の移行期限を、認定から５年以内に緩和する。

【施行日】公布日

持分の定めのない医療法人の移行計画認定制度の延長等

• 医療法人の「非営利性」の徹底を主眼とした平成18年度の医療法改正により、平成19年度以降「持分あり医療法人」の新設はできないこ
ととなった。（注）医療法人の非営利性の徹底及び地域医療の安定性の確保を図るため、医療法人の残余財産の帰属すべき者から個人（出資者）を除外し、国等に限定した。

• 平成26年度の医療法改正により 「認定医療法人制度」が創設され、「持分あり医療法人」が「持分なし医療法人」に移行する計画を作成し、
その計画が妥当である場合は、厚生労働大臣の認定を受けるとともに、税制上の優遇を受けることができることとなった（大臣認定の後、3年以
内に移行）。３年の期限を２回延長、認定医療法人制度の活用件数は増加している。

（注）認定医療法人制度により、出資者の相続人への相続税及び出資者間の贈与税の非課税措置の優遇措置を導入
（注）平成29年10月からは、出資者の持分放棄に伴い医療法人へ課されるみなし贈与税の非課税措置も導入
（注）持分あり医療法人：約3.7万法人、持分なし医療法人：約2万法人（令和3年度末時点）

• 一方で、認定を受けた医療法人の中には、その後の出資者との調整期間の不足等により、認定から３年以内に放棄の同意を得
ることができずに、認定医療法人制度を活用できなかった法人も存在する。
（注）移行期限（現行、認定から３年以内）内に全ての出資者が出資持分を放棄する等による持分なしへの移行完了が必要であり、移行期限までに移行できなかった場合には、認
定が取り消され、再度の認定を受けることはできない。

認定医療法人

持分放棄

出資者

経済的利益

非課税

【認定医療法人のメリット】
① 相続税の納税猶予・免除

出資者 相続人

死亡 出資持分

納税猶予

相続人が持分放
棄した場合、相
続税免除

② 出資者間の贈与税の納税猶予・免除

持分放棄 移行過程で出資者Bが
持分放棄した場合、
贈与税免除

出資者A 出資者B

出資持分の増加

納税猶予

持分なし医療法人へ
移行した場合、
贈与税非課税

出資者B

③ 医療法人への贈与税の非課税
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全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律案
における介護保険関係の主な改正事項

Ⅰ．介護情報基盤の整備＜再掲＞
○ 介護保険者が被保険者等に係る医療・介護情報の収集・提供等を行う事業を医療保険者と一体的に実施

被保険者、介護事業者その他の関係者が当該被保険者に係る介護情報等を共有・活用することを促進する事業を介護保険者である市町
村の地域支援事業として位置付け
市町村は、当該事業について、医療保険者等と共同して国保連・支払基金に委託できることとする
※共有する情報の具体的な範囲や共有先については検討中。

Ⅱ．介護サービス事業者の財務状況等の見える化＜再掲＞

○ 介護サービス事業所等の詳細な財務状況等を把握して政策立案に活用するため、事業者の事務負担にも配慮しつつ、
財務状況を分析できる体制を整備
各事業所・施設に対して詳細な財務状況（損益計算書等の情報）の報告を義務付け
※職種別の給与（給料・賞与）は任意事項。

国が、当該情報を収集・整理し、分析した情報を公表

Ⅲ．介護サービス事業所等における生産性の向上に資する取組に係る努力義務
○ 介護現場における生産性の向上に関して、都道府県を中心に一層取組を推進

都道府県に対し、介護サービス事業所・施設の生産性の向上に資する取組が促進されるよう努める旨の規定を新設 など

Ⅳ．看護小規模多機能型居宅介護のサービス内容の明確化
○ 看多機について、サービス内容の明確化等を通じて、更なる普及を進める

看多機のサービス内容について、サービス拠点での「通い」「泊まり」における看護サービス（療養上の世話又は必要な診療の補助）
が含まれる旨を明確化 など

Ⅴ．地域包括支援センターの体制整備等
○ 地域の拠点である地域包括支援センターが地域住民への支援をより適切に行うための体制を整備

要支援者に行う介護予防支援について、居宅介護支援事業所（ケアマネ事業所）も市町村からの指定を受けて実施可能とする など
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6事業目（新興感染症対応）に係る医療計画策定等にあたっ
ての対応の方向性（案）（抄）

厚生労働省 医政局

令和５年２月24日 第163回社会保障審議会医療保険部会 資料４

厚生科学審議会感染症部会

令 和 ５ 年 ２ 月 1 7 日

参考

資料

２－１

第 ２ ２ 回 第 ８ 次 医 療 計 画
等 に 関 す る 検 討 会
一 部 デ ー タ 等 更 新

令 和 ５ 年 ２ 月 2 日

資料１

（流行初期医療確保措置関係部分抜粋）



感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律の概要
改正の趣旨

施行期日
令和６年４月１日（ただし、１の⑷及び２の①の一部は公布日、１の⑷及び⑸の一部は令和５年４月１日、１の⑵の①の一部及び３は公布日から10日を経過した日等）

改正の概要
１．感染症発生・まん延時における保健・医療提供体制の整備等【感染症法、地域保健法、健康保険法、医療法等】
（１）感染症対応の医療機関による確実な医療の提供
① 都道府県が定める予防計画等に沿って、都道府県等と医療機関等の間で、病床、発熱外来、自宅療養者等（高齢者施設等の入所者を含む）への医療の確保
等に関する協定を締結する仕組みを法定化する。加えて、公立・公的医療機関等、特定機能病院、地域医療支援病院に感染症発生・まん延時に担うべき医療
提供を義務付ける。あわせて、保険医療機関等は感染症医療の実施に協力するものとする。また、都道府県等は医療関係団体に協力要請できることとする。
② 初動対応等を行う協定締結医療機関について流行前と同水準の医療の確保を可能とする措置(流行初期医療確保措置)を導入する(その費用については、公費
とともに、保険としても負担)。また、協定履行状況の公表や、協定に沿った対応をしない医療機関等への指示・公表等を行うことができることとする。

（２）自宅・宿泊療養者等への医療や支援の確保
① 自宅療養者等への健康観察の医療機関等への委託を法定化する。健康観察や食事の提供等の生活支援について、都道府県が市町村に協力を求めることとし、
都道府県と市町村間の情報共有を進めることとする。さらに、宿泊施設の確保のための協定を締結することとする。
② 外来・在宅医療について、患者の自己負担分を公費が負担する仕組み（公費負担医療）を創設する。

（３）医療人材派遣等の調整の仕組みの整備
○ 医療人材について、国による広域派遣の仕組みやDMAT等の養成・登録の仕組み等を整備する。

（４）保健所の体制機能や地域の関係者間の連携強化
○ 都道府県と保健所設置市・特別区その他関係者で構成する連携協議会を創設するとともに、緊急時の入院勧告措置について都道府県知事の指示権限を創設
する。保健所業務を支援する保健師等の専門家（IHEAT）や専門的な調査研究、試験検査等のための体制（地方衛生研究所等）の整備等を法定化する。

（５）情報基盤の整備
○ 医療機関の発生届等の電磁的方法による入力を努力義務化(一部医療機関は義務化)し、レセプト情報等との連結分析・第三者提供の仕組みを整備する。

（６）物資の確保
○ 医薬品、医療機器、個人防護具等の確保のため、緊急時に国から事業者へ生産要請・指示、必要な支援等を行う枠組みを整備する。

（７）費用負担
○ 医療機関等との協定実施のために都道府県等が支弁する費用は国がその3/4を補助する等、新たに創設する事務に関し都道府県等で生じる費用は国が法律
に基づきその一定割合を適切に負担することとする。

２．機動的なワクチン接種に関する体制の整備等【予防接種法、特措法等】
① 国から都道府県・市町村に指示する新たな臨時接種類型や損失補償契約を締結できる枠組み、個人番号カードで接種対象者を確認する仕組み等を導入する。
➁ 感染症発生・まん延時に厚生労働大臣及び都道府県知事の要請により医師・看護師等以外の一部の者が検体採取やワクチン接種を行う枠組みを整備する。

３．水際対策の実効性の確保【検疫法等】
○ 検疫所長が、入国者に対し、居宅等での待機を指示し、待機状況について報告を求める(罰則付き)ことができることとする。 等

このほか、医療法の平成30年改正の際に手当する必要があった同法第６条の５第４項の規定等について所要の規定の整備を行う。

新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある感染症の発生及びまん延に備
えるため、国又は都道府県及び関係機関の連携協力による病床、外来医療及び医療人材並びに感染症対策物資の確保の強化、保健所や検査等の体制の強化、情報
基盤の整備、機動的なワクチン接種の実施、水際対策の実効性の確保等の措置を講ずる。

１

令和４年
12月９日公布



２

（前提）想定する新興感染症とその対応の方向性

想定する新興感染症

○ 対応する新興感染症（注）は、感染症法に定める新型インフルエンザ等感染症（※）、指定感染症及び新感染症を基
本とする。医療計画の策定にあたっては、感染症に関する国内外の最新の知見を踏まえつつ、一定の想定を置くこ
ととするが、まずは現に対応しており、これまでの対応の教訓を生かすことができる新型コロナへの対応を念頭に
取り組む。
（注）下記の定義を踏まえると、通称で「新興・再興感染症」とする場合もあるが、本資料ではそれと同義のものとして単に「新興感染症」としている。
（※）感染症法上、新型インフルエンザ、再興型インフルエンザ、新型コロナウイルス感染症、再興型コロナウイルス感染症が定義されている。

○ 実際に発生・まん延した感染症が、事前の想定とは大きく異なる事態となった場合は、その感染症の特性に合わ
せて協定の内容を見直すなど、実際の状況に応じた機動的な対応を行う。
「事前の想定とは大きく異なる事態」の判断については、新型コロナへの対応（株の変異等の都度、政府方針を

提示）を参考に、国として、国内外の最新の知見や、現場の状況を把握しながら、適切に判断し、周知していく。

新興感染症発生・まん延時（初期）から一定期間経過後の対応

○ 流行初期には、各都道府県知事の判断を契機として、特別な協定を締結した医療機関（流行初期医療確保措置付
き協定締結医療機関）を中心に対応することとなり、一定期間（３箇月を基本として必要最小限の期間を想定(※)）
経過後以降は、協定の内容に沿って順次、全ての協定締結医療機関が対応する。
（注）国内での感染発生早期（感染症法に基づく厚生労働大臣による発生の公表前の段階及び公表後の流行初期の直後）は、現行の感
染症指定医療機関で対応することを想定。

（※）令和４年11月24日参議院厚生労働委員会附帯決議
五、流行初期医療確保措置は、その費用の一部に保険料が充当される例外的かつ限定的な措置であり、実施される期間について、保
険者等の負担に鑑み、速やかな補助金、診療報酬の上乗せにより、３箇月を基本として必要最小限の期間とすること。

流行状況（フェーズ）に応じた対応

○ 新型コロナ対応では、国から各都道府県に対し、一般フェーズと緊急フェーズ（通常診療の相当程度の制限あ
り）のフェーズ設定の考え方を通知で示したうえで、各県それぞれで、感染状況のフェーズを設定し、フェーズご
とに必要な病床数等を確保する計画を立てている。
新興感染症対応においても、基本的に、一定期間（３箇月を基本として必要最小限の期間を想定）経過後から、

新型コロナ対応と同様のフェーズの考え方に沿って対応することとし、国として、通知において、同様の考え方を
示していく。



○ 新型コロナ対応の重点医療機関の施設要件（※１）も参考に、確保している病床で、酸素投与及び呼
吸モニタリングが可能となっており、また、都道府県からの要請後１～２週間（※２）を目途に即応病
床の対応ができることとするほか、感染症の性状にあわせて、関係学会等の最新の知見に基づくガイ
ドライン等を参考に、院内感染対策（ゾーニング、換気、個人防護具の着脱等を含む研修・訓練等）
を適切に実施し、入院医療を行う。

（※１）重点医療機関の施設要件
「新型コロナウイルス感染症重点医療機関及び新型コロナウイルス感染症疑い患者受入協力医療機関について」
（令和４年４月１日）（抄）
（１）病棟単位で新型コロナウイルス感染症患者あるいは疑い患者（以下「新型コロナウイルス感染症患者等」という。）専用の

病床確保を行っていること。（※ 看護体制の１単位をもって病棟として取り扱う。病棟単位の考え方は診療報酬上の考え
方に依拠する。）

（２）確保しているすべての病床で、酸素投与及び呼吸モニタリングが可能であること。
（３）新型コロナウイルス感染症患者等専用の病床は、療養病床ではないこと。なお、療養病床の設備を利用して受入体制を確保

する場合には、一般病床に病床種別を変更し、受け入れること。

（※２）「今後の感染拡大に備えた 新型コロナウイルス感染症の医療提供体制整備について」（令和３年３月24日）（抄）
『準備病床とは、一般の患者を受入れ、入院治療を行うものの、都道府県がフェーズ切り替えの要請を行った後、１週間程度（遅
くとも２週間程度）を目途に即応病床とできる病床である。』

○ 確保した病床を稼働させるためには、医療従事者の確保も重要であり、協定締結医療機関は、自院
の医療従事者への訓練・研修等を通じ、対応能力を高める。
○ 数値目標について、新型コロナ対応の実績（＊）を参考に、その数値を上回ることを目指す。
（参考資料１）12/9医療計画検討会資料P.５「医療提供体制整備の数値目標の考え方」
（＊）令和４年12月現在で約5.1万床（約2,800医療機関（うち重点医療機関は約2,000））

１．都道府県と医療機関等との協定の締結による対応可能な医療機関・病床等の確保
➀ 病床

３

対応の方向性（案）

①協定締結医療機関の対象基準・数値目標について

２．各医療措置協定について

（１）病床関係
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対応の方向性（案）

○ 協定締結医療機関（入院）の中から、流行初期から対応する能力を有する医療機関について、地域
の実情に応じて確保する。新型コロナ対応においては、全国で、重点医療機関が1500程度（令和３
年11月時点）、そのうち総病床数が400床以上の重点医療機関が500程度（1.8万床）（令和３年11
月時点）であったことを参考に、全国で、流行初期医療確保付き協定締結医療機関については500程
度が目安。また、下記に基づき、入院患者数は約1.5万人、うち重症者数はその１割の約1.5千人の
受入を目安とする。

○ 流行初期医療確保措置の対象となる協定（入院）の基準は、以下のとおりとする。
・ 病床を一定数（例えば30床（※））以上を確保し、その全てを流行初期から継続して対応する
旨を内容とする協定その他これに相当する水準で都道府県知事が適当と認める内容の協定を締結し
ていること。
（※）2020年冬の新型コロナ入院患者数約1.5万人（うち重症者数1.5千人）÷約500機関

・ 都道府県知事からの要請後原則１週間以内に即応化すること。
・ 流行初期に、都道府県知事の要請後迅速に即応化するため、病床の確保に当たり影響が出る一般
患者の対応について、後方支援機関（後方支援の協定を締結する医療機関）との連携も含め、あら
かじめ確認を行うこと。

②流行初期医療確保措置の対象となる協定（特別な協定）締結医療機関（入院）の数値目標・
対象基準について

（参考）
2020年１月６日 ・中国における原因不明肺炎の発生について、厚生労働省でプレスリリース

14日 ・WHOによるヒトーヒト感染の可能性の発表
15日 ・国内における新型コロナウイルス感染症患者１例目を確認
21日 ・新型コロナウイルスに関連した感染症対策に関する関係閣僚会議の第１回会合を開催
28日 ・指定感染症に指定する政令公布（最終的には２月１日施行）
30日 ・WHOが「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態（PHEIC）」を宣言
30日 ・政府の新型コロナウイルス感染症対策本部第１回会合を開催

（備考）
都道府県及び医療機関等は、新型コロナを念頭に準備・取組をしていることから、新興感染症が発生した場合には、国として国内外の
最新の知見等を把握し、随時都道府県及び医療機関等に周知しながら、事前の想定とは大きく異なる事態の判断も含め、機動的に対応
する。



５

○ エボラ出血熱等の一類感染症については、特定又は第一種感染症指定医療機関を中心に対応するこ
ととなる。また、SARS等の二類感染症については、特定・第一種・第二種感染症指定医療機関を中
心に対応することとなる。
新興感染症が発生した場合は、感染症法に基づく厚生労働大臣による発生の公表前の段階において

は、現行の感染症指定医療機関の感染症病床を中心に対応することとなる。公表後の流行初期におい
ては、まずは当該医療機関で対応するとともに、流行初期医療確保措置付き協定締結医療機関を中心
に対応し、一定期間経過後から、広く協定締結医療機関で対応することとなる。また、特定・第一
種・第二種感染症指定医療機関においても、これらの協定を締結することが可能であるため、都道府
県としては、協定締結医療機関の対応優先順位をあらかじめ定めておく。
(参考) 感染症指定医療機関374病院のうちコロナ対応重点医療機関は345病院（うち400床以上178病院）（令和４年12月現在）

⑥入院における特定・第一種・第二種感染症指定医療機関の役割

対応の方向性（案）
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対応の方向性（案）

○ 新型コロナ対応の診療・検査医療機関の施設要件（※）も参考に、発熱患者等専用の診察室（時間
的・空間的分離を行い、プレハブ・簡易テント・駐車場等で診療する場合を含む。）を設けた上で、
予め発熱患者等の対応時間帯を住民に周知し、又は地域の医療機関等と情報共有して、発熱患者等を
受け入れる体制を有することとするほか、感染症の性状にあわせて、関係学会等の最新の知見に基づ
くガイドライン等を参考に、院内感染対策（ゾーニング、換気、個人防護具の着脱等を含む研修・訓
練等）を適切に実施し、発熱外来を行う。
（※）「インフルエンザ流行期に備えた発熱患者の外来診療・検査体制確保事業交付要綱」（令和３年１月15日）（抄）

（交付の対象）
（前略）発熱患者等専用の診察室（時間的・空間的分離を行い、プレハブ・簡易テント・駐車場等で診療する場合を含む。以下

同じ。）を設けた上で、予め発熱患者等の対応時間帯を住民に周知し、又は地域の医療機関や受診・相談センター（仮称）と情報
共有して、発熱患者等を受け入れる体制（後略）

○ 数値目標について、新型コロナ対応の実績（＊）を参考に、その数値を上回ることを目指す。
（参考資料１）12/9医療計画検討会資料P.５「医療提供体制整備の数値目標の考え方」
（＊）令和5年2月現在で診療・検査医療機関：4.2万箇所

①協定締結医療機関の対象基準・数値目標について

（２） 発熱外来関係
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対応の方向性（案）

○ 協定締結医療機関（発熱外来）の中から、流行初期から対応する能力を有する医療機関について、
地域の実情に応じて確保することとなる。新型コロナ対応においては、全国で、流行の初期頃（令和
２年５月）の帰国者・接触者外来が約1500程度であったことを参考に、約1500機関が目安。

○ 流行初期医療確保措置の対象となる協定（発熱外来）の基準は、以下のとおりとする。
・ 流行初期から、一定数（例えば20人/日（※））以上、発熱患者を診察する旨を内容とする協定
その他これに相当する水準で都道府県知事が適当と認める内容の協定を締結していること。
（※）2020年冬の新型コロナのピーク時の外来受診者数約3.3万人÷約1500機関

・ 都道府県知事からの要請後原則１週間以内に発熱外来を開始すること。

②流行初期医療確保措置の対象となる協定（特別な協定）締結医療機関（発熱外来）の数値目標・
対象基準について



都道府県と医療機関の協定の仕組み

都道府県知事は、平時に、新興感染症の対応を行う医療機関と協議を行い、感染症対応に係る協定（病床/発熱外来/自宅療養
者等に対する医療の提供/後方支援/人材の派遣※）を締結（協定締結医療機関）する。※併せてPPE備蓄も位置づける。
協定締結医療機関について、流行初期医療確保措置の対象となる協定を含む協定締結する医療機関（流行初期医療確保措置
付き）を設定。
全ての医療機関に対して協議に応じる義務を課した上で、協議が調わない場合を想定し、都道府県医療審議会における調整の枠組
みを設けた上で、全ての医療機関に対して都道府県医療審議会の意見を尊重する義務を課す。
加えて公立・公的医療機関等、特定機能病院、地域医療支援病院にはその機能を踏まえ感染症発生・まん延時に担うべき医療の提供
を義務づけ。
感染症発生・まん延時に、締結された協定の着実な履行を確保するため、医療機関の開設主体ごとに、協定の履行確保措置を設定。

（※）初動対応は特にハードルが高いことから、履行確保措置とセットで感染流行初期に財政的な支援を行う仕組みを設ける。一定期間の経過に
より、感染対策や補助金･診療報酬が充実すると考えられることから、以後は補助金･診療報酬のみの対応とする。具体的な期間は、感染症
の流行状況や支援スキームの整備状況等を勘案して厚生労働大臣が決定する。

○協定は今回の最終フェーズを想定し、病床数、発熱
外来、後方支援、人材の派遣を定量的に盛り込む。

○協定は、①病床、②発熱外来、 ③自宅療養者に
対する医療の提供、④後方支援、⑤人材派遣 の
いずれか1種類以上の実施を想定。

○さらに、流行初期医療確保措置の対象となる協定は、
感染初期からの対応、ピーク時には一定規模以上
の病床確保を行うこと等を想定。

協定

流行初期医療確保協定

補助金（平時の準備行為に応じた支援）支援

協定締結医療機関（病床）

協定締結医療機関は全部で約1500医療機関程度を想定

流行初期医療確保措置（※）

協定締結医療機関（流行初期確保措置付き） 全ての協定締結医療機関

補助金･診療報酬支援

※感染初期は特別な協定を締結した医療機関が中心的に対応。

補助金･診療報酬（対応に応じた追加的な支援）

うち、約500機関程度を想定平時

感染症発生・まん延時（感染初期） 感染症発生・まん延時
（一定期間経過後）

必 要 に 応 じ て
対 象 拡 大

必 要 に 応 じ て
協 定 変 更

８



流行初期医療確保措置

① 都道府県から、審査支払機関に対し、支援額の一定割合を支払

② 各保険者から、審査支払機関に対し、支援額の一定割合を支払

③ 審査支払機関から「特別な協定を締結した医療機関」に対し、支給対
象月の２か月後に支払

④ 都道府県の支払い額の一定割合を国が負担

平時（流行前）、流行初期、診療報酬上乗せ・補助金充実後（流行初期以降）
における「特別な協定を締結した医療機関」の収入（イメージ）

流行初期医療確保措置の支払いスキーム（イメージ）

平時（流行前） 流行初期
診療報酬上乗せ・補助金
充実後（流行初期以降）

診療報酬
（自己負担分を含
む。以下同じ。）

一
般
医
療

診療報酬

一
般
医
療

感
染
症
医
療

流行初期医
療確保措置

診療報酬

一
般
医
療

診療報酬
上乗せ

感
染
症
医
療

補助金公費

保険財源

診療報酬
診療報酬

｢特別な協定を締
結した医療機関｣

審査支払
機関

被用者
保険者

国保
保険者

後期高齢
広域連合

③支払

国
④一定割合
を負担

②支払

都道府県
①支払

１．措置の目的・内容
・ 「初動対応等を含む特別な協定を締結した医療機関」について、協定に基づく対応により経営の自律性（一般医療の提供）を制限して、
大きな経営上のリスクのある流行初期の感染症医療（感染患者への医療）の提供をすることに対し、診療報酬の上乗せや補助金等が充
実するまでの一定期間に限り、財政的な支援を行う。
・ 支援額は、感染症医療の提供を行った月の診療報酬収入が、感染症流行前の同月の診療報酬収入を下回った場合、その差額を支払う
（※）。その上で、感染症流行前の診療報酬収入と、当該年度の診療報酬収入に補助金を加えた収入との差額になるよう精算を実施（支
援額の範囲内で補助金の額を返還）。
※ 病床確保（入院医療）を行う医療機関には外来も含めた診療報酬全体を勘案し、発熱外来のみを行う医療機関には外来分の診療報酬のみを勘案する。
※ 自己負担分・公費負担医療分も補償するため、診療報酬収入の差額に10/8を乗じる。（国民医療費：医療保険・後期高齢給付分80.5%、自己負担分12.3%、公費負担医療給
付分7.3%）

２．事業実施主体 都道府県

３．費用負担

・ 措置に関する費用は、公費と保険者で負担することとする。支援額の負担については、今回新型コロナウイルスへの対応を行った病院
の収益構造を勘案し、公費（国、都道府県）と保険者（被用者保険、国保、後期高齢広域連合）の負担割合は１：１とする。
・ 支援額の各保険者の負担は、対象医療機関に対する直近の診療報酬支払実績に応じて按分することとする。また、保険者からの拠出
金については、保険者間の財政調整（前期高齢者財政調整、後期高齢者支援金）を実施し、協会けんぽ、国保、後期高齢広域連合から
の拠出には、通常の医療給付と同様に公費負担を行う。

９



２月２日の第８次医療計画等に関する検討会及び２月17日の感染症部会でいただいた御意見
テーマ いただいた御意見

（前提）想定する新興感染症と
その対応の方向性

・今後の新興感染症において、どういったものが流行するか、全く未知のもので分からないので、それと疾患の特性に
応じて柔軟に対応できるような仕組みとすべき。

・想定される感染症は、コロナと同様のものとは限らないので、常にどのようなものが来るか分からないという認識を
持って対応すべき。

・感染症が非常に感染力が強くて、一気に拡大期に入った場合、対応はどうなるのか。

・コロナ対応を踏襲するということだが、海外と同じような大流行が日本で発生した際にロックダウンを含めた想定を
して対応するのか。

・医療計画は予防計画と新型インフルエンザ特措法上の行動計画等の関係計画の整合性を持った記載とすべき。

・国が最終的に統括して指示を出していって、日本全体で動いているという形を基本にすべきであり、その旨示すべき。

１. 都道府県と医療機関との協
定締結にあたっての基本的方針

・計画の実効性の担保が重要であり、医療計画は、平時に過剰な余力を抱える余裕がない医療提供体制であることを踏
まえ策定すべき。

・感染症は国全体の問題であり、国が策定する基本方針に基づいて、都道府県が計画を立てる場合に、地域格差が生じ
ないようにすることが大事。

・感染症対応できる医療機関の指定について、都道府県でばらつきがでないよう、国がガイドラインの策定など地域格
差がないようにすべき。

・協定締結を円滑に進めるには、現在のコロナ対応で行っている様々な体制整備や財政的支援が前提となり、具体的な
スキームについても示すべき。

・何ら担保がない中で、医療機関と協定締結を協議していくことは困難が予想されるため、国において補助金等の支援
策を併せて示すべき。

・感染症法上の公費負担医療は保険で賄われる以外の自己負担分に対する負担であることを明確化するべき。

（数値目標について） ・数値目標について、新興感染症の特性が明らかでない中で、現在の水準を上回る目標の設定は、医療現場の実情を踏
まえると困難と考えられ、地域の実情を踏まえた柔軟な目標設定や、目標実現のための方策を示すべき。

・数値目標を設定しても、実際は計画倒れになることが恐れる事態であり、数値目標を超えた場合に、柔軟にどのよう
に対応していくかも重要である。

・数値目標の設定は難しいが、コロナ対応の経験が役に立つと考える。ただし、例えば小児が中心のパンデミックと
なった場合には今回と異なる体制を構築する必要がある。そうした際に、今回作成しようとしている数値目標は差を見
るという観点で参考になるものと考える。

・数値目標に関して、ハードに関する項目が多いが、実際にどのぐらいの人員が必要で、労務がどれぐらいであるかに
ついても議論すべき。 10



２月２日の第８次医療計画等に関する検討会及び２月17日の感染症部会でいただいた御意見
テーマ いただいた御意見

２．各医療措置協定について
（病床関係）

＜①協定締結医療機関の対象基準・数値目標について＞
・医療措置協定の確実な履行を担保するためには、確保病床の稼働に必要な人員体制など、可能な限り具体的に明示
することが必要ではないか。

＜②流行初期医療確保措置の対象となる協定（特別な協定）締結医療機関（入院）の数値目標・対象基準について＞
・都道府県知事からの要請後原則１週間以内に即応化は、現実的には入院患者の移動等の対応準備等の期間も必要で
あることから、都道府県は医療機関と丁寧に協議をして進めていくべき。

＜③疑い患者の取扱い＞
・現在、新型コロナに対する検査の充実が図られ、コロナ疑いの患者は入院していないのが実態であり、その実態に
応じて随時取り扱いの見直しができるようにすべき。

・個室における差額ベッドの取扱いについて、疑い患者も含め明らかにすべき。（同意書さえあれば請求可能か。）

＜④重症者用病床の確保について＞
・重症者といってもECMOで対応する方や、ICUでの対応を要する方、人工呼吸器で対応する方など、一括りせずに、
超重症と重症に分けて対応を考えるべきではないか。

・重症病床の確保によって急性期が対応できなくなるようなことがないようにすべき。必要に応じて県を越えて対応
するため、情報の共有をすべき。

・重症病床においてはどれだけICUの看護師を確保できるかが重要であり、また、一般病棟のコロナ病棟においても、
手厚い看護師の配置が必要であり、重症病床の確保と一般病床のコロナ病床の確保の両立が課題である。

11



２月２日の第８次医療計画等に関する検討会及び２月17日の感染症部会でいただいた御意見
テーマ いただいた御意見

＜⑤特に配慮が必要な患者（精神疾患を有する患者、妊産婦、小児、透析患者、障害児者、認知症患者、がん患者、
外国人等）の病床確保＞
・精神疾患を有する患者は、独立して特別な対策が必要であり、深掘りして対策を考えるべき。

・精神科救急の場合には常時対応型の病院と輪番病院群の病院に対して、協定締結などどのような対応を求めていく
べきか。

・感染予防のための行動制限と精神保健福祉法上の行動制限の整理がつかないと現場で混乱が起こるので、整理をす
べき

・特に配慮が必要な患者の認知症患者については配慮すべき事項が大変多いと考えるが、認知症患者の配慮事項につ
いて具体的に例示すべきではないか。

・コロナ病棟の入院患者は高齢者が大半であり、介護職やADL低下防止、血栓症予防のためのリハビリ専門職等の医
師・看護師以外の多職種の人材確保も必要ではないか。

＜⑦地域医療構想との関係＞
・新興感染症のまん延時に、基準病床数の上限を超えて増床することを前提とするのではなくて、地域医療構想も進
めて医療機能の強化・分化・連携を推進して、これによって感染症対応能力の向上を図るといった視点が重要である。

＜入院調整＞
・コロナでは保健所がかなりの部分の入院調整を担っていたが、新興感染症対応において役割を示すべき。

・コロナにおいて入退院をどこでコントロールするかは非常に重要であったところであり、保健所との関係も含め、
考えを示すべき。

（２）発熱外来関係 ＜①協定締結医療機関の対象基準・数値目標について＞
・計画の実行性の担保が重要であり、発熱外来の協定締結医療機関数の目標設定にあたっては、感染症の特性に左右
されることから、過不足なく確保するという視点を持って対応すべき。

・救急医療機関における疑い患者等の対応について、協定締結との関係も含め指針等で示すべき。

12



２月２日の第８次医療計画等に関する検討会及び２月17日の感染症部会でいただいた御意見
テーマ いただいた御意見

（３）自宅・宿泊療養者・高齢
者施設での療養者等への医療の
提供関係

＜①協定締結医療機関（病院・診療所、訪問看護ステーション、薬局）の数値目標＞
・地域によってはオンライン診療や医療DXなどが推進されており、そういった内容を踏まえながら、自宅療養者が多
くなるパンデミックに備えた計画とすべき。

・訪問看護事業所においても、平時からの地域の事業所間の連携や、医療機関との連携体制の構築が必要であり、そ
の旨を医療計画指針へ記載すべき。

・今般の新型コロナ対応と同様、病院、診療所、薬局、訪問看護ステーションが連携をして対応していくことが重要。

＜②高齢者施設等に対する医療支援＞
・研修体制の整備や感染設備の確保、入所されている高齢者、障害者、また、職員の方が罹患した場合に、具体的にどの
医療機関に医療の提供や助言を求めるのか、あらかじめじっかり決めておくべき。

今回の医療計画に連動する形で、介護計画、障害福祉計画でも同様の記載を盛り込んだ上で都道府県の関係部局を通じ
て各施設に取組を促すべき。

・今後の対応の方向性として、例えば各自治体の介護計画において、高齢者施設等が日頃から医療支援を受けられる
医療機関を確保し、有事の際のマニュアル等の作成や訓練の実施など、必要な体制整備を進めていくことが求められ
るとともに、市町村など行政側においても、必要に応じて支援していくようなスキームを検討しておく必要があり、
国としての考え方を示すべき。

・全ての施設で医師や看護師による往診・派遣が可能な医療機関の事前の確保を進めることに関して、実効性が確保
できる連携の構築を十分かつ丁寧に検討すべき。

・高齢者施設の用語が適用される範囲は通所事業所や居住系施設も含まれるのか、範囲を明確化すべき。

・入所型の福祉施設にも相当数の住民が住んでいるので、これらの施設などに医療マインドが届くような仕組みが必
要。

・高齢者施設等や在宅歯科医療において計画的に行われている在宅歯科医療は、大きな役割を果たしたところであり、
新興感染症においても同様に行うことができる取り扱いとしてほしい。

・歯科治療においてICTを活用したいろいろな情報収集の必要性が明らかになった。現在、遠隔治療というのは認めら
れていないので、今後に向けて、介護連携を含め、調査研究をお願いしたい。

（５）人材派遣関係 ＜①人材派遣の基準・数値目標＞
・コロナでは超早期に都道府県が動く前に医療者自らボランティア的に動き、活躍したという実情があるということ
も踏まえ、しっかりそれをサポートするような体制をお願いしたい。

＜人材育成＞
・行政を支える者で、災害有事に対応できる人が重要であり、感染のフェーズに応じた判断ができるような経験、知
識、行動力を持った方を育成すべき。 13



２月２日の第８次医療計画等に関する検討会及び２月17日の感染症部会でいただいた御意見
テーマ いただいた御意見

３．協定締結プロセスにおい
て考慮すべき事項

＜④都道府県における締結した協定等の報告・公表の内容・方法＞
・協定の内容について、患者の選択に資するような情報の公表を行うということは、重要な取組であり、国民・患者が
簡単に確認できる手段で公表すべき。

＜⑤協定が履行できない「正当な理由」の範囲＞
・医療機関の実情に即して、個別に判断する必要性については理解するが、不合理な差異がなく適切な運用がなされる
ように示すべき。

＜⑦予防計画（医療計画）の数値目標と現行の医療計画の指標との関係性＞
・人工呼吸器やECMOを管理するにあたり、医師のみならず、看護師や臨床工学技士などの医療人材の確保が課題であっ
たことから、専門性の高い看護師や臨床工学技士を指標の対象とすべき。また、それが難しい場合は、重症患者対応体
制強化加算を算定している割合を加えるべき

・医療人材の指標には医療法での６年４月施行から追加される災害支援ナースを加えてほしい。

・派遣可能人材については、医師や看護師など職種別の研修受講者数を指標とすべき。

・割合を指標としているものの分母を明確にすべき。

・指標・目標という数字があまりにも前面に出ることにより、その柔軟性が損なわれるのではないか。地域の様々な異
なる状況に対応できるように考えていくべき。

その他 ＜自治体への速やかな説明＞
・都道府県が早期に計画策定作業に入れるよう、少なくとも年度内に論点整理を行い、情報を提供するとともに、担当
者説明会を行うなど、都道府県への十分な説明を行うべき。

＜協定指定医療機関の名称＞
・感染症法上、感染症の一類二類に対して、現状、感染症指定医療機関が特定一種二種となっているが、今回、新たに
新しい一種二種ができ、それも概念が違うので、入院協定医療指定機関とか外来協定医療機関といった名称の方が分か
りやすい。

14
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マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会 

中間とりまとめ 

 

 

マイナンバーカードは、安全・確実な本人確認ができるデジタル社会の基盤と

なるツールであり、社会全体のデジタル化を進めるための最も重要なインフラ

である。健康保険証の代わりにマイナンバーカードで医療機関・薬局を受診等す

ることにより、患者本人の健康・医療に関するデータに基づいた、より適切な医

療を受けていただくことが可能となるなどのメリットがある。 

これらのメリットを国民・医療関係者に実感していただくなかで、マイナンバ

ーカードと健康保険証の一体化を加速し、令和６年秋に保険証の廃止を目指す

こととしている。本検討会において、マイナンバーカードと健康保険証の一体化

に向けた課題の整理と必要な対応を検討したので、中間とりまとめとして公表

する。中間とりまとめで具体化に至らなかった事項については、最終とりまとめ

に反映できるよう検討する。これにより、マイナンバーカードが全ての国民に行

き渡るように全力を尽くす。 

 

 

マイナンバーカードと健康保険証一体化の意義 

〇 マイナンバーカードによるオンライン資格確認では、医療機関・薬局の窓口

で、患者自身の直近の資格情報（加入している医療保険や自己負担限度額）を

確認することができ、また、本人の同意に基づき、過去の薬剤情報や特定健診

情報等をその医療機関・薬局に提供することができる。 

○ マイナンバーカードと健康保険証の一体化により、国民にとっては、 

・ 自身のこれまでの薬剤服用歴等を正確かつ網羅的に医師等に説明する手

間を省きつつ、過去の健康・医療データに基づいたより適切な医療を受けること

ができる（重複投薬・併用禁忌の防止など） 

・ 転職・転居等による保険証の切替えや更新が不要となる 

・ 書類提出によらずに、自己負担限度額等を超える支払が免除される 

・ 窓口負担が安くなる 

といったメリットがある。 

※ マイナンバーカードを利用した場合、患者負担が６円（令和５年４月から 12月ま

では 12 円）安くなる。 

○ また、医療機関・薬局にとっては、 

・ 患者から問診表等で聞き取るよりも正確かつ効率的に、患者の過去の薬剤

情報、特定健診情報等を確認できるようになり、より正確な情報に基づく

適切な医療を提供することができる 

令和５年２月 24 日 参考資料１ 第 163 回社会保障審議会医療保険部会 

令和５年２月 17 日 
デジタル庁 「マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会」 

中間とりまとめ 
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・ 顔写真と電子証明書といったマイナンバーカードの機能により、顔認証等

の確実な本人確認を行うことができ、資格確認も一度にできる 

・ システムへの資格情報の入力等の手間が軽減され、誤記リスクが減少する 

・ 正しい資格情報の確認ができないことによるレセプトの返戻を回避し、患

者への手間が減る等スタッフの確認事務が減少するとともに、未収金の減

少にも繋がる 

ほか、保険者にとっては、 

・ 資格喪失後の被保険者証の使用や被保険者番号の誤記による過誤請求に

係る事務処理負担が減少する 

・ 健康保険証、限度額適用認定証等に係る事務手続や認定証等の発行が減少

する 

等のメリットがある。 

○ 政府は、これらのメリットをより丁寧に国民・医療関係者へ伝えていき、マ

イナンバーカードと健康保険証の一体化の意義について理解を求めていくこ

とが重要である。 

  さらに、マイナンバーカードによるオンライン資格確認は、今後の医療 DX

の基盤となる仕組みであり、将来的には、診察券や公費負担医療の受給者証も

マイナンバーカードと一体化していくことにより、ますます、国民や医療現場

にとってのメリットの実感が大きくなると考えられる。こうした将来も見据

えながら、マイナンバーカードと健康保険証の一体化に向けて取組を加速し、

令和６年秋の保険証廃止を混乱なく迎えられるよう、入念に準備する必要が

ある。 

 

 

一体化に当たっての取組 

（１）マイナンバーカードの特急発行・交付の仕組みの創設等について 

 紛失等により速やかにカードを取得する必要がある場合を対象に、市町村

の窓口に来庁して申請を行う特急発行・交付について、発行期間の短縮に

加え、カードの発行主体である J-LIS から申請者に直接送付することで、

申請から１週間以内（最短５日）で交付できる新たな仕組みを創設し、令

和６年秋までに、新生児、紛失等による再交付、海外からの転入者（約 150

万枚/年）を含め、合計約 360 万枚/年（約 1 万枚/日）まで対応できる体

制を構築する。 
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（２）マイナンバーカードの取得に課題がある方への環境整備（マイナンバー

カードの代理交付・申請補助等）について 

１）代理交付を幅広く活用できるようにするための柔軟な対応 

 交付申請者の代理人に対する交付については、やむを得ない理由によ

り交付申請者が庁舎等に出向くことが困難であることが、診断書、障

害者手帳等の「申請者の出頭が困難であることを疎明するに足りる資

料」（疎明資料）により確認された場合に認められているところ、役所

に出向くことが困難であるとして代理交付の活用ができるケースを従

来より幅広く拡充・明確化する。あわせて、出向くことが困難であるこ

とを示す「疎明資料」について、入手が容易・費用がかからないもので

対応できるよう緩和するとともに、困難であることが推定される一定

の場合（例：成年被後見人、中学生以下の者、75 歳以上の高齢の方）

には実質不要とし、より柔軟に代理交付の仕組みを活用することがで

きるよう本年度中を目途に自治体向けの事務処理要領を改訂する。 

 あわせて、本人確認書類や顔写真証明書類の作成主体の拡充・明確化

についても検討し、申請手続の負担軽減を図る。 

 

２）申請補助・代理での受取等を行う者の確保 

 来年度、施設職員や支援団体等に、申請・代理交付等の支援の協力を要

請する。その際、本来業務に配慮したマニュアルを作成・普及するとと

もに、申請のとりまとめや代理での受け取り等に対する助成を行う。 

 

３）顔写真 

 宗教上又は医療上の理由により顔の輪郭が分かる範囲で頭部を布など

で覆う写真を使用する方や、乳幼児、障害のある方又は寝たきりの方

等、やむを得ない理由により適切な規格の写真（正面、無帽、無背景）

を撮影できない場合であっても、申請書の氏名欄に理由を記載し送付

していただくか、マイナンバー総合フリーダイヤルに連絡していただ

くことで使用可能としているところであり、こうした対応について本

年度中に改めて周知する。 

 

４）暗証番号の設定 

 本人では暗証番号の設定に必要な作業を行うことが困難な場合につい

て、暗証番号自体は本人に決めていただく必要があるが、設定にあた

って入力補助などサポートしていただくことは可能であり、その旨を

あらためて周知徹底する。 

 暗証番号の設定に困難を抱える申請者に対しては、顔認証による使用

を前提としつつ、代理人に不要な負荷をかけないためにも、暗証番号

の取扱いについて検討する。 

 暗証番号の初期化・再設定は、役所に出向くほか、市町村から事務委託

を受けた郵便局及びコンビニ（署名用電子証明書のみ）で行うことが

可能となっており、これらの拡充を検討する。 
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（３）市町村によるマイナンバーカードの申請受付・交付体制強化の対応 

 代理する人がいない等のケースに対応するため、市町村による申請受付・

交付体制を強化する。 

 

１）出張申請等 

 公民館、自治会館、老人福祉センター、地域の病院、地域包括支援セン

ターなど高齢者などが利用しやすい場所や、健康保険証を活用する現

場である医療機関、健康診断や予防接種の実施会場等での出張申請受

付を本年度から推進するとともに、希望する者の個人宅等を市町村職

員が各種制度の支援者とともに訪問する形での出張申請受付の推進に

ついても検討する。 

 来年度、関係団体を通じて出張申請受付を希望する介護福祉施設・障

害福祉施設等をとりまとめた上で、市町村に情報提供を行い、市町村

による出張申請受付を推進する。 

 日本郵便とも連携し、郵便局における申請サポートを強力に推進する

とともに、市町村が指定した郵便局で、市町村とオンラインでつなぎ、

マイナンバーカードの交付申請受付と市町村による本人確認を行い、

発行されたカードを郵送で住民に届けること等を可能とするよう、郵

便局事務取扱法に、マイナンバーカードの交付に係る事務を位置付け、

制度化を目指す。 

 マイナンバーカード交付事務費補助金による出張申請受付等への支援

は令和５年度も継続する。 

 

２）施設等の協力 

 施設や支援団体の負担への配慮が必要であるが、市町村だけで対応す

ることは困難であることから、市町村が出張申請受付を行う際の事務

的な準備や周知などについてマニュアルを作成し、施設や支援団体側

にも協力を依頼する。 

 

３）窓口における対応・支援 

 代理手続の可否やパスワード設定の介助者等による支援の取扱いなど、

市町村毎に窓口の対応にばらつきがあるという声が聞かれるため、事

務処理要領だけでなく、事務連絡等でこれまで整理してきた対応をあ

らためて市町村に周知していく。 

 窓口での支援に関して、手話通訳者やろうあ者相談員の活用の推進に

ついて検討する。 

 住民に向けては、J-LIS において運営しているコールセンターを利用

することができることについて、あらためて周知していく。 

 

４）対面での手続 

 対面での手続に対するハードルがある方について、オンライン・チャ

ット機能・AI を活用して対面手続を不要としてほしいとの意見があっ



5 
 

たが、マイナンバーカードは、対面やオンラインで安全・確実に本人

確認を行うためのツールであり、なりすまし等による不正取得を防ぐ

ため、申請時又は交付時に、市区町村の職員による対面での厳格な本

人確認を経て、交付することを原則としており、対面での本人確認を

経て発行することで、国際的な基準を踏まえて策定されている「行政

手続におけるオンラインによる本人確認の手法に関するガイドライ

ン」（CIO 連絡会議決定）上、最高位の保証レベルを実現していると

ころである。 

 庁舎等に出向くことが困難である方については、出向くことが困難で

あることを示す疎明資料の緩和・実質不要化等により、代理交付を活

用しやすくする。 

 

（４）健康保険証廃止後の資格確認の取扱いについて 

 マイナンバーカードによるオンライン資格確認を基本とする。 

 マイナンバーカードによりオンライン資格確認を受けることができない

状況にある方については、氏名・生年月日、被保険者等記号・番号、保険

者情報等が記載された資格確認書（基本は紙）により被保険者資格を確認

することとする。 

 「マイナンバーカードによりオンライン資格確認を受けることができな

い状況にある方」は、具体的には、 

・ マイナンバーカードを紛失した・更新中の者 
・ 介護が必要な高齢者やこどもなどマイナンバーカードを取得していない者 
・ ベビーシッターや介助者等の第三者が本人に同行して本人の資格確認を補助す

る必要がある場合や、家族や介助者等が本人の代理として薬局に薬剤を受け取り

に行く必要がある場合 

等が想定される。 

 資格確認書は、本人の申請に基づき書面又は電磁的方法により、保険者か

ら速やかに提供することとする。 

 資格確認書の有効期間は、１年を限度として各保険者が設定することとす

る。また、様式は国が定める。 

※ 資格確認書の発行は、現行の保険証と同様、無償。 

※ より良い医療を受けることが可能となることや、診療報酬による患者負担に差が

あることなど、マイナンバーカード利用の意義・メリットをわかりやすく伝える。 

 

（５） 保険者の資格情報入力のタイムラグ等への対応 

 オンライン資格確認等システムについて、保険者の迅速かつ正確なデー

タ登録を徹底するため、資格取得届への被保険者の個人番号等の記載義

務を法令上明確化するとともに、保険者は、事業主による届出から５日

以内にデータ登録を行うこととする。また、現行、事業主から保険者へ

の届出は５日以内とされているところ、事業主が、加入前から被保険者
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に係る情報を収集するよう促すなどして、当該届出が５日以内に徹底さ

れるようにする。 

 保険者によるデータ登録時に、J-LIS 照会を全件実施することとする。 

 J-LIS への照会を円滑に行うための文字規格や住所表記の統一について

検討する。 

 

（６）その他、健康保険証廃止後のオンライン資格確認における実務上の課題 

１）発行済みの健康保険証の取扱い 

健康保険証廃止後、発行済みの健康保険証を１年間（先に有効期間が到

来する場合は有効期間まで）有効とみなす経過措置を設ける。 

 

２）マイナンバーカードの管理について 

 施設等が本人に代わって入所者のマイナンバーカードを管理すること

に不安の声が聞かれた一方で、施設入所者等も、マイナンバーカード

１枚で医療機関・薬局を受診等することにより、患者本人の過去の医

療・健康情報に基づいた医療を受けるというメリットを活用いただく

機会を保障する必要がある。 

 医療機関・薬局の受診等の際にマイナンバーカードを第三者に預ける

ことや、施設入所者のマイナンバーカードの管理の在り方などについ

て、取扱いの留意点等を整理した上で周知し、安心して管理すること

ができる環境づくりを推進する。 
 

（具体例） 

・ 法定/任意代理人が被代理人のマイナンバーカードを管理する場合 

・ 施設長が施設入所者分のマイナンバーカードを管理する場合 

・ 乳幼児・要介護者等が医療機関・薬局受診等する際に、同行するベ

ビーシッター・介助者等が本人のマイナンバーカードを持参する場合

や、家族や介助者等が本人の代理として薬局に薬剤を受け取りに行く

必要がある場合 

 

（７）乳幼児のマイナンバーカードについて 

 乳幼児に対応した申請・交付手続の見直しを行う。具体的には、出生後速

やかにカードを交付することができるよう、出生届の提出にあわせてカー

ドの申請を行うことができるようにし、特急発行の対象とするとともに、

１歳未満でカードを申請する場合については、顔写真がないカードを交付

することとする（有効期間は５歳の誕生日まで）。 

 

（８）説明会等 

 マイナンバーカード及び健康保険証利用についてのメリットや制度、カー

ドのセキュリティの周知がもっと必要という意見があった。 
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 公費負担医療の受給者証とマイナンバーカードを一元化すれば、カードの

メリットやカード取得のインセンティブになるのではないかという意見

があり、医療 DX の取組の中でその実現を図る。 

 本人に届くようなカードのメリットの説明とその説明会の実践をしてい

く。 

 障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法も踏まえた

対応について検討する。 

 引き続き、３省庁、自治体、関係機関・組織・団体が、それぞれの主体性

を発揮しつつ、相互に緊密に連携・協力し、取組を進める。 

 取組においては、国民の情報リテラシーの向上も重要であり、国と自治体

が協力をし、民間の各種の組織・団体と連携して、これを高めていく。 



中間とりまとめ 参考資料

令和５年２月１７日

令和５年２月24日 第163回社会保障審議会医療保険部会 参考資料２

令和５年２月17日
デジタル庁 「マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会」

中間とりまとめ 参考資料 （一部更新）



✓顔写真付きの本人確認書類として
➣ 市町村での厳格な本人確認 → 確かに本人であるという証
➣ 顔写真があるのでなりすましができない
➣ 公私での本人確認が可能

✓このカードを提示することで、
自分のマイナンバーを証明
➣ 社会保障・税などの手続で、添付書類
が不要に

✓オンラインで安全・確実に本人を証明

➣ 電子証明書により、スマホやパソコンで各種手続や

契約が可能

➣ 全国のコンビニで住民票の写しなどを取得可能

➣ マイナポイントの取得や健康保険証としての利用

➣ さらに、将来的にはＡＩその他の様々な先端技術の

活用を実現

＜例＞窓口のＡＩ端末にカードをかざし、本人情報の自動入力や
ＡＩとの対話により、行政手続をスムーズに

➠ Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代の必須ツール

マイナンバーの提示

対面での本人確認

電子的な本人確認

裏

交付無料
表

ICチップ

マイナンバー

マイナンバーカードは、これからの時代の本人確認ツール

1



マイナンバーカードの裏面 ①マイナンバー
・社会保障、税又は災害対策分野における法定事務又は地
方公共団体が条例で定める事務においてのみ利用可能

・マイナンバーを利用できる主体は、行政機関や雇用主など
法令に規定された主体に限定されており、そうでない主体
がカードの裏面をコピーする等により、マイナンバーを収集、
保管することは不可

ＩＣチップ内のＡＰ構成

空き領域

その他（券面情報等）

②電子証明書 （署名用電子証明書・利用者証明用電子証明書）

・行政機関等（e-Tax、マイナポータル、コンビニ交付等）のほか、内閣
総理大臣及び総務大臣が認める民間事業者も活用可能

電子証明書
（署名用、利用者証明用）

③空き領域
・市町村・都道府県等は条例で定めるところ、国の機関等
は内閣総理大臣及び総務大臣の定めるところにより利用可能
例：印鑑登録証、国家公務員身分証

・新たに民間事業者も内閣総理大臣及び総務大臣の定めるとこ
ろにより利用可能に

利用者証明用電子証明書
のイメージ

法
令
で
利
用
で
き
る

主

体

が

限

定

民

間

も

含

め

て

幅

広

く

利

用

が

可

能

署名用電子証明書
のイメージ

氏名 霞 太郎

生年月日 〇年〇月〇日

性別 男

住所 東京都千代田区霞ヶ関2-1-2

発行者 機構

有効期間 〇年〇月〇日
発行年月日 〇年〇月〇日
発行番号 Ｓ１１１１

署名用公開鍵

発行者 機構

有効期間 〇年〇月〇日

発行年月日 〇年〇月〇日

発行番号 Ｒ２２２２

利用者証明用
公開鍵

マイナンバーカードについて

2



マイナンバーカードの安全性

プライバシー性の
高い個人情報は
入っていません

✓ ICチップ部分には、
税や年金などの
個人情報は記録されません。

なりすましはできません

マイナンバーを見られても個人情報は盗まれません

✓ マイナンバーを知られても、
個人情報を調べることは
できません。
また、ご自身の情報が

見られる「マイナポータル」の
ログインにはカードと暗証番号
が必要です。

➣ 紛失・盗難の場合は、
２４時間３６５日体制で停止可能

➣ アプリ毎に暗証番号を設定し、
一定回数間違うと機能ロック

➣ 不正に情報を読み出そうとする
と、ICチップが壊れる仕組

万全のセキュリティ対策

✓ 顔写真入りのため、
対面での悪用は困難です。

オンラインでの利用には
電子証明書を使います
マイナンバーは使いません。

✓ オンラインでの電子証明書の
利用には、暗証番号または
顔認証が必要です。
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マイナンバーカードの申請・交付状況
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一
か
月
当
た
り
の
有
効
申
請
受
付
・
交
付
実
施
済
数

※（ ）内は令和４年１月１日時点の住基人口（125,927,902人）に対する割合

（H28～R1は年度当たりの平均値）

１か月当たりの
有効申請受付数
交付実施済数

令和５年
２月１４日実績

申請：8,694万枚（約69.0％）
交付：7,781万枚（約61.8％）
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マイナンバーカードと健康保険証の一体化（保険証の廃止）

• マイナンバーカードは、社会全体のデジタル化を進めるための最も重要なインフラ。このインフラを活用し、国民にマイナ
ンバーカード１枚で受診していただくことで、健康・医療に関する多くのデータに基づいた、よりよい医療を受けていただ
けることが可能となる。

• 「マイナンバーカードと健康保険証の一体化」を進めるため、令和6年秋に保険証の廃止を目指す。

• 保険証の廃止に向けては、細部にわたりきめ細かく環境を整備する必要がある。また、医療を受ける国民、医療を提
供する医療機関関係者などの理解が得られるよう、丁寧に取り組んでいく。

• 具体的に、以下２つの課題に取り組む。

1. 訪問診療・柔整あはき等にオンライン資格確認を導入
・ 訪問診療等の居宅における資格確認の仕組みの構築。
・ 柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師の施術所等に資格情報のみを取得できる簡素な仕組

みの構築。
（オンライン資格確認義務化の例外医療機関等について、簡素な仕組みを導入し、必要な資格確認を行える方向で検討。）

⇒ 事業者のシステム改修及び利用機器の導入支援（173億円）、支払基金・国保中央会のオンライン資格確認等システムの
改修（51億円）を実施。

※上記の予算は、厚生労働省において第二次補正予算に計上。

2. マイナンバーカードの取得の徹底
・ 保険証の廃止に当たっては、マイナンバーカード取得の徹底に加え、カードの手続き・様式の見直しの検討が必要。

※ 何らかの事情により手元にマイナンバーカードがない方が必要な保険診療等を受ける際の事務手続などについては、今後
「マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会」において検討を進める。

5



① 医療機関・薬局の窓口で、患者の方の直近の資格情報等（加入している医療保険や自己負担限度額等）が
確認できるようになり、期限切れの保険証による受診で発生する過誤請求や手入力による手間等による事務コストが
削減。

② マイナンバーカードを用いた本人確認を行うことにより、医療機関や薬局において特定健診等の情報や薬剤情報を
閲覧できるようになり、より良い医療を受けられる環境に。（マイナポータルでの閲覧も可能）

支払基金
・国保中央会

オンライン資格確認等
システム

情報登録

オンライン資格確認（マイナンバーカードの保険証利用）の概要

患者の資格情報等
を照会

※ 政府が提供している、オンラインで
自分の情報が見られる等の機能を
有する自分専用のサイト

マイナポータル

医療保険者等 ※マイナンバーは用いず、マイナンバーカード
のICチップ内の電子証明書を用いる

※ＩＣチップに資格情報や健康情報を保存
するわけではない
※健康保険証（処方箋）でも資格確認
が可能
※特定健診等の閲覧は、マイナンバー
カードが必要

顔認証付き
カードリーダー

資格情報
特定健診等情報

薬剤情報

診療情報 等

6



オンライン資格確認のメリット

患者

・マイナンバーカードを用いて、特定健診情報等、薬剤情報、医療費通知情報を閲覧できます。
本人が同意をすれば、医療関係者と共有し、より良い医療を受けることが出来るようになります。

・限度額適用認定証等がなくても、窓口での限度額以上の一時的な支払いが不要となります。
（従来は、一時的に支払いをした後に還付を受けるか、事前に医療保険者等に限度額適用認定証等を申請する必要がありまし
た。）

・転職等のライフイベント後でも、健康保険証としてずっと使うことができます（医療保険者等への加入の届出は引き続き必
要です）。国民健康保険や後期高齢者医療に加入している際の定期的な保険証の更新が不要になります。また、高齢受給者証
（70歳から75歳になるまでの間、自己負担割合を示す証明書）の持参が不要になります。

・顔認証により本人確認と保険証確認が同時に行われ、受付が円滑になります。保険医療機関等の窓口での資格確認がシステ
ム化されることで、待ち時間が減少することがあります。

医療
機関・
薬局

・病院システムへの資格情報の入力の手間が軽減され、誤記リスクが減少します。

・正しい資格情報の確認ができないことでレセプト請求後に返戻されていましたが、オンラインでの即時の資格確認によりレ
セプトの返戻を回避でき、患者等への確認事務が減少します。未収金の減少につながります。

・マイナンバーカードを持っている患者の同意を得て、薬剤情報、特定健診情報等を閲覧することが出来るようになり、より
正確な情報に基づく適切な医療を提供することが出来ます。

・災害時には、マイナンバーカードを持っていない患者であっても、薬剤情報、特定健診情報等を閲覧することが可能となり
ます。（患者の同意は必要です。）

・被保険者証の資格確認がシステム化されることで、窓口の混雑が緩和されます。

保険者

・資格喪失後の被保険者証の使用が抑制されます。

・資格喪失後の被保険者証の使用や被保険者番号の誤記による過誤請求の事務処理負担（資格喪失や異動後の資格情報の照会、
医療保険者間調整、本人への請求等の事務作業）が減少します。

・限度額適用認定証等の適用区分や負担割合等が保険医療機関等に正確に伝わり、レセプトにかかる保険医療機関等との調整
が減少します。

・限度額適用認定証等の申請にかかる事務手続きや認定証等の発行が減少します。 7



（2023/2/19時点）

【参考：健康保険証の利用の登録】 【参考：マイナンバーカード申請・交付状況】

１．顔認証付きカードリーダー申込数

医療機関・薬局におけるオンライン資格確認の導入状況

２．準備完了施設数（カードリーダー申込数の内数）

３．運用開始施設数（準備完了施設数の内数）

注）義務化対象施設数は、社会保険診療報酬支払基金にレセプト請求している医療機関・薬局の合計（213,877施設）で算出
（紙媒体による請求を行っている施設を除く。令和4年11月診療分）

有効申請枚数： 約8,784万枚 （人口比： 69.8%）
交付実施済数： 約7,851万枚 （人口比： 62.3%）

48,644,589件 カード交付枚数に対する割合 62.0%

210,947施設(91.8%) ／ 229,717施設

※義務化対象施設に対する割合： 98.6%

136,113施設(59.3%) ／ 229,717施設

※義務化対象施設に対する割合：63.6%

113,835施設(49.6%) ／ 229,717施設

※義務化対象施設に対する割合：53.2%

全施設数
に対する割合

義務化対象施設
に対する割合

病院 98.7% 98.9%
医科診療所 91.5% 98.2%
歯科診療所 88.4% 99.7%
薬局 95.4% 98.1%

全施設数
に対する割合

義務化対象施設
に対する割合

病院 71.8% 72.0%
医科診療所 49.8% 53.5%
歯科診療所 50.7% 57.2%
薬局 81.1% 83.4%

全施設数
に対する割合

義務化対象施設
に対する割合

病院 60.1% 60.3%
医科診療所 37.7% 40.5%
歯科診療所 41.6% 46.9%
薬局 74.6% 76.7%

参考：全施設数
病院 8,192 
医科診療所 89,695 
歯科診療所 70,335 
薬局 61,495 

8
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オンライン資格確認の導入の原則義務化に向けた取組

• 医療関係団体（日本医師会・日本歯科医師会・日本薬剤師会）により設置された「オンライン資格確認推進
協議会」と厚生労働省が連携して、オンライン説明会を実施（8/24）。

• 都道府県担当者や地域の関係団体への地域ごとでの説明会を開催（8月以降計42回厚生労働省から直
接実施）。都道府県単位での顔認証付きカードリーダー申し込みのとりまとめを求めるとともに、市・郡単位での
申込状況を公表し取組を後押し

• 「システム事業者導入促進協議会」を、デジタル庁・経済産業省とも連携して、集中的に開催（計3回6/10、
8/23、11/2）。改修完了に向けた導入計画の策定を依頼など、システム事業者向けに働きかけを強化。

■顔認証付きカードリーダー申込施設数・運用開始施設数（推移）

9

128,984 129,382 129,773 130,028 130,797 131,663 132,295 133,836 136,407 141,285 
154,381 

177,960 

197,089 202,531 206,719 209,478 210,947 

11,676 
17,994 22,476 25,587 28,927 32,998 

41,367 44,880 
54,188 

59,876 63,250 68,025 
75,095 

83,579 
91,833 

102,881 
113,835 

R3.10 R3.12 R4.2 R4.4 R4.6 R4.8 R4.10 R4.12 R5.2

顔認証付きカードリーダー申込
運用開始

更新



原則義務化の経過措置

やむを得ない事情 期限

⑴ 令和5年2月末までにベンダーと契約締結したが、導入に必要なシス
テム整備が未完了の保険医療機関、薬局（システム整備中）

システム整備が完了する日まで
（遅くとも令和5年9月末まで）

※ 医療情報化支援基金による補助の拡充措置は、令和５年９月末事業完了まで継続

⑵ オン資に接続可能な光回線のネットワーク環境が整備されていない保
険医療機関、薬局（ネットワーク環境事情）

オン資に接続可能な光回線のネットワークが
整備されてから6ヶ月後まで

※ 医療情報化支援基金による補助の拡充措置は、令和６年３月末事業完了まで継続

⑶ 訪問診療のみを提供する保険医療機関
訪問診療のオン資（居宅同意取得型）の

運用開始（令和6年4月）まで
※ 訪問診療等におけるオン資の導入に係る財政支援は、令和６年３月末補助交付まで実施

⑷ 改築工事中、臨時施設の保険医療機関、薬局
改築工事が完了するまで
臨時施設が終了するまで

※ 令和5年2月末までに契約し、令和５年９月末までに事業完了の場合には、医療情報化支援
基金による補助の拡充措置の対象

⑸ 廃止・休止に関する計画を定めている保険医療機関、薬局
廃止・休止まで

（遅くとも令和6年秋まで）
※ 令和5年2月末までに契約し、令和５年９月末までに事業完了の場合には、医療情報化支援

基金による補助の拡充措置の対象

⑹ その他特に困難な事情がある保険医療機関・薬局
※例外措置又は⑴～⑸の類型と同視できるか個別判断

特に困難な事情が解消されるまで
※ 令和5年2月末までに契約し、令和５年９月末までに事業完了の場合には、医療情報化支援

基金による補助の拡充措置の対象

• 令和4年度末時点で、やむを得ない事情がある保険医療機関・薬局は、期限付きの経過措置を設ける。
※対象の保険医療機関・薬局は、地方厚生(支)局に原則オンラインで事前届出を行う（支払基金とも情報共有）
※令和６年４月メドで資格確認限定型・居宅同意取得型の運用を開始することとしており、こうした状況を踏まえ、今後、必要な見直しを行う。

※上記のほか、患者から電子資格確認を求められた場合に応じる義務について、訪問診療等・オンライン診療の場合の経過措置（居宅同意取得型の運用開始（令和6年4月）まで）を
設ける。 10



医療DXの推進のためのオンライン資格確認の導入・普及に関する加算の特例措置

（１）初診時・調剤時の加算の特例
施設基準を満たす保険医療機関・保険薬局において、初診又は調剤を行った場合における評価の特例
・初診料（医科・歯科）

医療情報・システム基盤整備体制充実加算１（マイナンバーカードの利用なし） ４点 → ６点
・調剤管理料（調剤）

医療情報・システム基盤整備体制充実加算１（マイナンバーカードの利用なし） ３点（６月に１回）→ ４点

（２）再診時の加算の特例
施設基準を満たす保険医療機関を受診した患者に対し、再診を行った場合における評価を設ける
・再診料

（新） 医療情報・システム基盤整備体制充実加算３（マイナンバーカードの利用なし） ２点（１月に１回）

（３）加算要件の特例（オンライン請求の要件）
現行の加算は、オンライン請求を行っていることが要件となっているが、オンライン請求を令和５年12月31日までに開始

する旨の届出を行っている保険医療機関・保険薬局は、令和５年12月31日までの間に限り、この要件を満たすものとみなす。

医療情報・システム基盤整備体制充実加算

○ 医療DXの推進のためのオンライン資格確認の導入・普及の徹底の観点から、「医療情報・システム基盤整備体制充実加算」
について、（１）初診時・調剤時の評価を見直すとともに、（２）再診時についても新たに評価を行う特例措置を講ずる。

○ また、あわせてオンライン請求を更に普及する観点から、（３）当該加算の算定要件を見直す特例措置を講ずることとする。

○ これらの特例措置を令和５年４月から12月まで（９か月間）時限的に適用する。

現行の加算 特例措置（令和５年４～12月）

初診
マイナンバーカードを利用しない ４点 ６点

〃 利用する ２点 ２点

再診
マイナンバーカードを利用しない - ２点

〃 利用する場合 - -

調剤
マイナンバーカードを利用しない ３点 ４点

〃 利用する場合 １点 １点

※ 本加算で、医療機関・薬局に
求められる取組・体制は、次ページ

11



［施設基準］（初診時・再診時共通）
○ 次の事項を当該医療機関・薬局の見やすい場所及びホームページ等に掲示していること。
① オンライン請求を行っていること。
② オンライン資格確認を行う体制を有していること。
③ ②の体制に関する事項及び質の高い診療を実施するための十分な情報を取得し、及び活用して診療を行うこと（※）について、当該保険医療機関

の見やすい場所及びホームページ等に掲示していること。
（＊）①は今回の特例措置で、R５.12.31日までにオンライン請求を開始することを地方厚生局長等に届け出た場合には要件を満たしたものとみなす。

［算定要件］
○ 上記の体制を有していることについて、掲示するとともに、必要に応じて患者に対して説明すること。（通知）

（続き）

診療情報を取得・活用する効果（初診・調剤）

問診票（初診時）

医療機関 薬局

●今日の症状
●過去の病気
●他の医療機関の受診歴
●処方されている薬
●特定健診の受診歴
●アレルギーの有無
●妊娠・授乳の有無
・・・・・・

薬剤情報により、
重複投薬を適切
に避けられるほか、
投薬内容から患
者の病態を把握
できる。

特定健診結果を
診療上の判断や
薬の選択等に生
かすことができる。

薬剤情報により、
重複投薬や相
互作用の確認が
可能になる。

特定健診の検
査値を踏まえた
処方内容の確
認や服薬指導
が可能になる。

問診票の標準的項目を
新たに通知で示している

※当院は診療情報を取得・活用す
ることにより、質の高い医療提供
に努めています。

オン資により
確認可能

初診時等における診療情報取得・活用体制の充実初診時等における診療情報取得・活用体制の充実 再診時における診療情報取得・活用体制の充実再診時における診療情報取得・活用体制の充実

診療情報を取得・活用する効果（再診）

医療機関
薬剤情報により、
重複投薬を適切
に避けられるほか、
投薬内容から患
者の病態を把握
できる。

再診時の確認等について通知で示す予定

再診時の確認事項

・ 薬剤情報
・ その他、必要に応じて

健診情報等

(※) 再診時の具体の対応として、薬剤情報の確認や、その他必
要に応じて健診情報等の確認を行う旨を規定予定（通知）

医療DXの推進のためのオンライン資格確認の導入・普及に関する加算の特例措置

【医療機関・薬局に求められること】

(※)具体的の対応として問診票の標準的項目を規定（通知）

今般の特例で新たに設定
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中医協の答申書の附帯意見（令和 4 年1 2 月 2 3 日）
（オンライン資格確認関係抜粋）

1. まずは令和５年４月のオンライン資格確認の原則義務化に向けて、更なる導入の加速化を図ること。その上で、本経過措置は真
にやむを得ない事情に限定して対象を明確化し、最小限に留めるものであるという前提の下、延長を行わないこと。契約を締結した
がシステム整備未完了の場合の経過措置の適用に当たっては、保険医療機関及び保険薬局、システム事業者並びに導入支援
事業者に対し、当該経過措置は期限を区切って更に導入を加速化することを目指したものであるという趣旨の周知徹底を図るとと
もに、更なる導入に向けた取組を行い、令和５年９月末までにシステム整備を完了させること。また、その他特に困難な事情がある
場合については、具体例を明確化し、特に限定的に扱うこと。

2. 医療情報・システム基盤整備体制充実加算に係る初診時・調剤時の追加的な加算、再診時の加算及び加算に係るオンライン請
求要件の緩和並びに一般名処方、後発品使用体制に係る加算及び薬局における地域支援体制に係る加算の上乗せ措置につ
いては、オンライン資格確認に伴うマイナンバーカードを用いない場合の診療情報取得に係る医療機関等の負荷・手間を考慮し、
オンライン資格確認等システムの導入・普及を徹底していく観点及び医薬品の供給が不安定な中、患者への適切な薬剤処方の
実施や薬局の地域における協力を促進等していく観点から特例的に措置されているものであることを踏まえ、令和５年12月末まで
の措置とし、延長は行わないこと。また、オンライン請求の導入やその体制整備もあわせて強力に促進すること。

3. 医療情報・システム基盤整備体制充実加算に係る評価の特例については、本年８月10日の附帯意見２に照らして、患者・国
民の声の聴取と医療の質の向上の状況に係る調査・検証についてまだ行われていないとの指摘を踏まえ、同附帯意見２と合わせ
て、早急に患者・国民の声を丁寧かつ幅広く聴き、初診時・調剤時及び今回追加された再診時において、取得した医療情報の活
用による医療の質の向上の状況等について十分に調査・検証を行うとともに、課題が把握された場合には速やかに中医協へ報告
の上、対応を検討すること。

4. 医療情報・システム基盤整備体制充実加算が、創設後、短期間のうちに見直しが行われることを踏まえ、改めて、医療DXの基盤
となるオンライン資格確認について、患者がマイナンバーカードを用いて医療機関等を受診することで、健康・医療情報に関する多く
のデータに基づいた安心・安全でより良い医療を受けることが可能になるなど、様々なメリットがあることについて、広く患者・国民が理
解し、実感できるよう、関係者が連携して周知等に取り組んでいくこと。
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オンライン資格確認の利用状況①

〇 本格運用開始から令和5年1月末までの期間で、オンライン資格確認等システムを活用した資格確認が約8億件行われた。

（マイナンバーカードによるもの：約616万件、保険証によるもの：約7億件、一括照会によるもの：約1億件）

■運用開始施設における資格確認の利用件数
※ 一括照会：医療機関等が事前に予約患者の保険資格が有効かどうか等、

オンライン資格確認等システムに一括して照会すること

【1月分の内訳】

合計
（件）

マイナンバー
カード（件）

保険証
（件）

一括照会
（件）

病院 11,841,328 181,049 4,580,962 7,079,317
医科診療所 23,850,814 380,511 22,897,396 572,907
歯科診療所 7,261,726 215,387 4,817,438 2,228,901
薬局 47,304,709 446,307 46,822,934 35,468
総計 90,258,577 1,223,254 79,118,730 9,916,593

58,178 104,727 97,041 92,595 99,960
159,932 194,879 183,458 258,533 281,911 293,332 351,571 853,810 902,086 1,009,089 1,223,254

4,069,008
12,683,446 15,561,411 16,661,849 18,553,678

28,019,433
33,924,927 35,999,715

43,947,295
50,283,674

63,924,175
56,914,455

68,982,786
73,295,257

80,385,100 79,118,730

1,315,705

3,693,746
4,083,274 4,275,229

4,313,731

5,784,950

6,056,176
6,242,710

7,412,593

7,362,280

6,952,803

7,588,483

8,404,665
8,838,801

9,687,840 9,916,593

0

10,000,000

20,000,000

30,000,000

40,000,000

50,000,000

60,000,000

70,000,000

80,000,000

90,000,000

100,000,000
マイナンバーカード（件） 保険証（件） 一括照会（件）

5,442,891

16,481,919
19,741,726

21,029,673

22,967,369

33,964,315

40,175,982
42,425,883

51,618,421
57,927,865

71,170,310

64,854,509

78,241,261
83,036,144

91,082,029
90,258,577
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オンライン資格確認の利用状況②

■特定健診等情報・薬剤情報の利用件数 ※ マイナンバーカードを持参した患者で特定健診等情報、薬剤情報の閲覧に同意をし、医療機関・薬局が利用した件数

【1月分の内訳】

特定健診等情報（件）
薬剤情報
（件）

診療情報
（件）

病院 24,173 37,970 26,591
医科診療所 65,351 280,427 73,657
歯科診療所 25,632 46,260 4,845
薬局 126,245 206,144 94,762
総計 241,401 570,801 199,855

1,760 3,939 4,460 4,674 4,744 11,284 20,877 24,652
48,723 47,084 50,949

66,504

158,398
174,072

196,486

241,401

0
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100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

特定健診情報閲覧の利用件数

4,294 7,436 11,942 13,630 18,584 32,866
64,423 68,895

129,235133,012
157,056

199,072

429,617435,973
462,936

570,801
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200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

薬剤情報閲覧の利用件数

11,531

77,831

98,263

142,876

199,855

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

9月分(9/1～9/30) 10月分(10/1～10/31) 11月分(11/1～11/30) 12月分(12/1～12/31) 1月分(1/1～1/31)

診療情報閲覧の利用件数
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オンライン資格確認における迅速かつ正確なデータ登録の確保

(１) 被保険者の資格取得から保険者のデータ登録

までに時間がかかる

(2) 個人番号未提出者の場合、保険者が自ら調査し、

被保険者の資格データを登録しているが、特定

できない場合や誤りが生じる場合がある

課題

（１）データ登録のタイムラグ・データ未登録の解消
・資格取得の届出における被保険者の個人番号等の記載義務を法令

上明確化。 【省令改正】

・現行では、保険者によるデータ登録の期間の定めなし

⇒ 保険者によるデータ登録を５日以内とする。

（事業主から保険者への届出は５日以内なので、計10日以内）

【省令改正】

（２）誤登録防止チェックの強化
・現行では、新規登録時に既存の資格情報（生年月日、カナ氏名）

に突合し、不一致事例を保険者において確認。

⇒ 加えて、新規登録時に、J-LIS照会（カナ氏名・生年月日・性

別の突合）を全件実施予定。

対応

○マイナンバーカードと健康保険証の一体化を推進し、令和6年秋に保険証の廃止を円滑に実現するため、

オンライン資格確認におけるデータ登録の更なる迅速化・正確性の確保を推進。

【原因】

・保険者への届出時に個人番号の提出が徹底されていない。

・個人番号未提出者について、保険者がJ-LIS（※）照会

（住民基本台帳情報照会）を行っているが、個人番号

の取得が難しい場合がある。

※ 地方公共団体情報システム機構

・被保険者・事業主の届出の間違い、保険者の登録間違い
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令和3年10月～11月末（※１） １件
（同期間のオンライン資格確認利用件数：約2,200万件）

令和3年12月～令和4年11月末 ４件
（同期間のオンライン資格確認利用件数：約５億8,700万件）

登録データの補正等の状況

※１ 令和３年12月23日第149回医療保険部会で公表

※２ 上記の期間中に判明した保険者から異なる個人番号が登録されていた事例数は、
・ 令和３年10月～11月末 33件
・ 令和３年12月～令和４年11月 7,279件（うち7,114件は、協会けんぽにおいて資格情報の重複調査により判明）

これらの事例は、閲覧を停止し、補正（異なる個人番号等を削除）を実施。

今後、新規発生を防止するとともに、登録データの補正等を要する事例の把握に向けて、
（１）資格取得の届出における被保険者の個人番号等の記載義務を法令上明確化
（２）現在、保険者異動時にデータを登録する際には、全件、既存の資格情報（①生年月日、②カナ氏名）等に突合し、

①・②いずれかの不一致を検知した場合には、保険者へ通知し、確認する仕組みを実施中。
⇒ 加えて、今後、全件についてJ-LIS照会を実施予定。

（３）あわせて、今後、マイナンバーカードと保険証の一体化のご案内とともに、確認が必要な方に対し、既登録データ
を送付し、ご本人による確認も検討。

○保険者から異なる個人番号が登録された事例のうち、薬剤情報・医療費通知情報が閲覧された事例
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都道府県別の運用開始状況（施設類型別・２月１9日時点）
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病院 医科診療所 歯科診療所 薬局
① 岩手(79.3%) 宮崎(56.0%) 鳥取(72.4%) 岡山(87.1%)

② 愛媛(77.8%) 鹿児島(54.8%) 宮崎(69.7%) 岩手(86.6%)

③ 宮崎(75.8%) 富山(51.8%) 福井(65.9%) 青森(86.2%)

④ 富山(75.5%) 山形(51.2%) 岩手(63.4%) 富山(85.2%)

⑤ 鹿児島(75.2%) 石川(50.8%) 富山(61.5%) 福井(83.4%)

・・・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・

㊸ 千葉(50.5%) 京都(33.5%) 群馬(37.1%) 和歌山(68.9%)

㊹ 大阪(50.2%) 千葉(32.7%) 埼玉(37.0%) 長野(67.5%)

㊺ 神奈川(49.9%) 東京(30.2%) 千葉(35.0%) 佐賀(65.6%)

㊻ 東京(47.4%) 神奈川(30.0%) 神奈川(34.0%) 山梨(65.0%)

㊼ 茨城(46.6%) 島根(25.2%) 東京(30.0%) 大分(61.7%)

合計 60.1% 37.7% 41.6% 74.6%

更新



〇 厚生労働省ホームページ（https://www.mhlw.go.jp/stf/index_16743.html）で公表。毎週更新

（参考）都道府県別の状況一覧（２月１9日時点）
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県名
病院 医科診療所 歯科診療所 薬局 合計

機関数
ｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞｰ
申込機関数

申込率
本番接続
機関数

接続率
運用

機関数
参加率 機関数

ｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞｰ
申込機関数

申込率
本番接続
機関数

接続率
運用

機関数
参加率 機関数

ｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞｰ
申込機関数

申込率
本番接続
機関数

接続率
運用
機関数

参加率 機関数
ｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞｰ
申込機関数

申込率
本番接続
機関数

接続率
運用
機関数

参加率 機関数
ｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞｰ
申込機関数

申込率
本番接続
機関数

接続率
運用

機関数
参加率

北海道 538 531 98.7% 388 72.1% 324 60.2% 2,757 2,546 92.3% 1,377 49.9% 1,020 37.0% 2,904 2,614 90.0% 1,645 56.6% 1,362 46.9% 2,273 2,189 96.3% 1,893 83.3% 1,735 76.3% 8,472 7,880 93.0% 5,303 62.6% 4,441 52.4%
青森 92 90 97.8% 74 80.4% 64 69.6% 660 624 94.5% 400 60.6% 289 43.8% 528 462 87.5% 304 57.6% 268 50.8% 614 598 97.4% 549 89.4% 529 86.2% 1,894 1,774 93.7% 1,327 70.1% 1,150 60.7%
岩手 92 92 100.0% 79 85.9% 73 79.3% 682 640 93.8% 362 53.1% 283 41.5% 596 548 91.9% 428 71.8% 378 63.4% 625 609 97.4% 559 89.4% 541 86.6% 1,995 1,889 94.7% 1,428 71.6% 1,275 63.9%
宮城 135 133 98.5% 112 83.0% 83 61.5% 1,424 1,326 93.1% 822 57.7% 596 41.9% 1,088 991 91.1% 648 59.6% 571 52.5% 1,183 1,127 95.3% 1,018 86.1% 936 79.1% 3,830 3,577 93.4% 2,600 67.9% 2,186 57.1%
秋田 65 64 98.5% 50 76.9% 46 70.8% 604 545 90.2% 321 53.1% 246 40.7% 445 397 89.2% 279 62.7% 241 54.2% 517 510 98.6% 436 84.3% 415 80.3% 1,631 1,516 92.9% 1,086 66.6% 948 58.1%
山形 67 67 100.0% 53 79.1% 50 74.6% 721 676 93.8% 446 61.9% 369 51.2% 490 453 92.4% 315 64.3% 289 59.0% 599 573 95.7% 498 83.1% 462 77.1% 1,877 1,769 94.2% 1,312 69.9% 1,170 62.3%
福島 130 123 94.6% 94 72.3% 74 56.9% 1,105 996 90.1% 635 57.5% 433 39.2% 901 809 89.8% 519 57.6% 460 51.1% 908 859 94.6% 733 80.7% 695 76.5% 3,044 2,787 91.6% 1,981 65.1% 1,662 54.6%
茨城 174 172 98.9% 110 63.2% 81 46.6% 1,437 1,300 90.5% 738 51.4% 574 39.9% 1,454 1,285 88.4% 782 53.8% 674 46.4% 1,343 1,267 94.3% 1,141 85.0% 1,065 79.3% 4,408 4,024 91.3% 2,771 62.9% 2,394 54.3%
栃木 113 107 94.7% 72 63.7% 64 56.6% 1,187 1,102 92.8% 523 44.1% 412 34.7% 996 876 88.0% 489 49.1% 420 42.2% 931 866 93.0% 756 81.2% 731 78.5% 3,227 2,951 91.4% 1,840 57.0% 1,627 50.4%
群馬 128 126 98.4% 92 71.9% 81 63.3% 1,318 1,240 94.1% 748 56.8% 585 44.4% 1,019 910 89.3% 471 46.2% 378 37.1% 977 915 93.7% 718 73.5% 674 69.0% 3,442 3,191 92.7% 2,029 58.9% 1,718 49.9%
埼玉 343 338 98.5% 224 65.3% 180 52.5% 3,881 3,563 91.8% 1,890 48.7% 1,442 37.2% 3,674 3,254 88.6% 1,646 44.8% 1,360 37.0% 3,126 2,949 94.3% 2,483 79.4% 2,290 73.3% 11,024 10,104 91.7% 6,243 56.6% 5,272 47.8%
千葉 291 290 99.7% 192 66.0% 147 50.5% 3,367 3,032 90.1% 1,493 44.3% 1,100 32.7% 3,369 2,875 85.3% 1,571 46.6% 1,180 35.0% 2,607 2,469 94.7% 2,122 81.4% 1,951 74.8% 9,634 8,666 90.0% 5,378 55.8% 4,378 45.4%
東京 633 618 97.6% 393 62.1% 300 47.4% 12,673 11,252 88.8% 5,371 42.4% 3,830 30.2% 10,834 9,167 84.6% 4,206 38.8% 3,253 30.0% 6,902 6,619 95.9% 5,599 81.1% 5,088 73.7% 31,042 27,656 89.1% 15,569 50.2% 12,471 40.2%

神奈川 341 331 97.1% 207 60.7% 170 49.9% 6,396 5,835 91.2% 2,677 41.9% 1,919 30.0% 5,100 4,452 87.3% 2,256 44.2% 1,735 34.0% 4,079 3,929 96.3% 3,177 77.9% 2,853 69.9% 15,916 14,547 91.4% 8,317 52.3% 6,677 42.0%
新潟 119 118 99.2% 94 79.0% 81 68.1% 1,259 1,158 92.0% 639 50.8% 473 37.6% 1,188 1,055 88.8% 615 51.8% 514 43.3% 1,161 1,110 95.6% 968 83.4% 923 79.5% 3,727 3,441 92.3% 2,316 62.1% 1,991 53.4%
富山 106 105 99.1% 85 80.2% 80 75.5% 627 572 91.2% 404 64.4% 325 51.8% 460 426 92.6% 318 69.1% 283 61.5% 515 496 96.3% 459 89.1% 439 85.2% 1,708 1,599 93.6% 1,266 74.1% 1,127 66.0%
石川 91 90 98.9% 78 85.7% 64 70.3% 713 680 95.4% 440 61.7% 362 50.8% 498 448 90.0% 288 57.8% 242 48.6% 560 541 96.6% 484 86.4% 445 79.5% 1,862 1,759 94.5% 1,290 69.3% 1,113 59.8%
福井 67 67 100.0% 48 71.6% 45 67.2% 453 426 94.0% 269 59.4% 213 47.0% 314 298 94.9% 243 77.4% 207 65.9% 308 298 96.8% 272 88.3% 257 83.4% 1,142 1,089 95.4% 832 72.9% 722 63.2%
山梨 60 59 98.3% 46 76.7% 37 61.7% 566 529 93.5% 314 55.5% 228 40.3% 453 400 88.3% 235 51.9% 197 43.5% 468 451 96.4% 332 70.9% 304 65.0% 1,547 1,439 93.0% 927 59.9% 766 49.5%
長野 124 123 99.2% 96 77.4% 84 67.7% 1,313 1,212 92.3% 742 56.5% 629 47.9% 1,057 938 88.7% 560 53.0% 465 44.0% 1,004 982 97.8% 776 77.3% 678 67.5% 3,498 3,255 93.1% 2,174 62.1% 1,856 53.1%
岐阜 98 97 99.0% 75 76.5% 65 66.3% 1,341 1,234 92.0% 715 53.3% 564 42.1% 999 904 90.5% 576 57.7% 495 49.5% 1,038 975 93.9% 803 77.4% 748 72.1% 3,476 3,210 92.3% 2,169 62.4% 1,872 53.9%
静岡 170 167 98.2% 116 68.2% 103 60.6% 2,304 2,166 94.0% 1,341 58.2% 1,125 48.8% 1,785 1,632 91.4% 965 54.1% 767 43.0% 1,874 1,788 95.4% 1,559 83.2% 1,478 78.9% 6,133 5,753 93.8% 3,981 64.9% 3,473 56.6%
愛知 318 316 99.4% 230 72.3% 190 59.7% 4,815 4,528 94.0% 2,591 53.8% 1,977 41.1% 3,808 3,451 90.6% 1,815 47.7% 1,501 39.4% 3,561 3,378 94.9% 2,787 78.3% 2,575 72.3% 12,502 11,673 93.4% 7,423 59.4% 6,243 49.9%
三重 93 93 100.0% 68 73.1% 60 64.5% 1,273 1,167 91.7% 701 55.1% 556 43.7% 840 754 89.8% 425 50.6% 372 44.3% 862 832 96.5% 698 81.0% 652 75.6% 3,068 2,846 92.8% 1,892 61.7% 1,640 53.5%
滋賀 58 57 98.3% 46 79.3% 43 74.1% 918 862 93.9% 519 56.5% 395 43.0% 593 547 92.2% 371 62.6% 315 53.1% 651 627 96.3% 553 84.9% 513 78.8% 2,220 2,093 94.3% 1,489 67.1% 1,266 57.0%
京都 164 160 97.6% 122 74.4% 105 64.0% 2,252 1,970 87.5% 1,058 47.0% 754 33.5% 1,342 1,212 90.3% 780 58.1% 671 50.0% 1,145 1,071 93.5% 942 82.3% 873 76.2% 4,903 4,413 90.0% 2,902 59.2% 2,403 49.0%
大阪 506 501 99.0% 319 63.0% 254 50.2% 8,157 7,459 91.4% 3,957 48.5% 2,884 35.4% 5,628 4,900 87.1% 2,570 45.7% 2,090 37.1% 4,491 4,239 94.4% 3,707 82.5% 3,383 75.3% 18,782 17,099 91.0% 10,553 56.2% 8,611 45.8%
兵庫 348 345 99.1% 254 73.0% 215 61.8% 4,711 4,310 91.5% 2,362 50.1% 1,876 39.8% 3,046 2,712 89.0% 1,577 51.8% 1,259 41.3% 2,801 2,610 93.2% 2,264 80.8% 2,073 74.0% 10,906 9,977 91.5% 6,457 59.2% 5,423 49.7%
奈良 76 74 97.4% 59 77.6% 51 67.1% 1,069 985 92.1% 559 52.3% 416 38.9% 703 624 88.8% 378 53.8% 323 45.9% 562 527 93.8% 460 81.9% 430 76.5% 2,410 2,210 91.7% 1,456 60.4% 1,220 50.6%

和歌山 83 83 100.0% 66 79.5% 58 69.9% 917 830 90.5% 498 54.3% 419 45.7% 550 468 85.1% 302 54.9% 264 48.0% 476 435 91.4% 357 75.0% 328 68.9% 2,026 1,816 89.6% 1,223 60.4% 1,069 52.8%
鳥取 43 43 100.0% 36 83.7% 32 74.4% 410 384 93.7% 201 49.0% 151 36.8% 272 244 89.7% 203 74.6% 197 72.4% 280 268 95.7% 239 85.4% 216 77.1% 1,005 939 93.4% 679 67.6% 596 59.3%
島根 46 45 97.8% 32 69.6% 32 69.6% 563 495 87.9% 215 38.2% 142 25.2% 270 249 92.2% 169 62.6% 145 53.7% 337 332 98.5% 292 86.6% 270 80.1% 1,216 1,121 92.2% 708 58.2% 589 48.4%
岡山 159 158 99.4% 118 74.2% 103 64.8% 1,301 1,208 92.9% 723 55.6% 563 43.3% 1,056 914 86.6% 600 56.8% 487 46.1% 823 776 94.3% 740 89.9% 717 87.1% 3,339 3,056 91.5% 2,181 65.3% 1,870 56.0%
広島 231 229 99.1% 152 65.8% 131 56.7% 2,236 2,038 91.1% 1,095 49.0% 878 39.3% 1,585 1,408 88.8% 881 55.6% 751 47.4% 1,557 1,444 92.7% 1,261 81.0% 1,156 74.2% 5,609 5,119 91.3% 3,389 60.4% 2,916 52.0%
山口 139 139 100.0% 99 71.2% 87 62.6% 1,017 925 91.0% 500 49.2% 368 36.2% 686 607 88.5% 352 51.3% 305 44.5% 771 745 96.6% 635 82.4% 594 77.0% 2,613 2,416 92.5% 1,586 60.7% 1,354 51.8%
徳島 107 105 98.1% 79 73.8% 64 59.8% 595 529 88.9% 297 49.9% 212 35.6% 449 393 87.5% 214 47.7% 176 39.2% 386 366 94.8% 318 82.4% 298 77.2% 1,537 1,393 90.6% 908 59.1% 750 48.8%
香川 87 86 98.9% 68 78.2% 56 64.4% 699 651 93.1% 358 51.2% 274 39.2% 501 458 91.4% 329 65.7% 273 54.5% 533 517 97.0% 415 77.9% 399 74.9% 1,820 1,712 94.1% 1,170 64.3% 1,002 55.1%
愛媛 135 134 99.3% 114 84.4% 105 77.8% 1,011 900 89.0% 485 48.0% 396 39.2% 688 628 91.3% 438 63.7% 338 49.1% 619 584 94.3% 488 78.8% 435 70.3% 2,453 2,246 91.6% 1,525 62.2% 1,274 51.9%
高知 120 120 100.0% 78 65.0% 64 53.3% 420 362 86.2% 222 52.9% 174 41.4% 363 324 89.3% 209 57.6% 185 51.0% 395 374 94.7% 319 80.8% 300 75.9% 1,298 1,180 90.9% 828 63.8% 723 55.7%
福岡 452 449 99.3% 322 71.2% 250 55.3% 4,140 3,846 92.9% 2,036 49.2% 1,480 35.7% 3,181 2,881 90.6% 1,835 57.7% 1,493 46.9% 2,923 2,834 97.0% 2,416 82.7% 2,112 72.3% 10,696 10,010 93.6% 6,609 61.8% 5,335 49.9%
佐賀 96 95 99.0% 74 77.1% 58 60.4% 594 551 92.8% 318 53.5% 232 39.1% 422 400 94.8% 275 65.2% 222 52.6% 500 489 97.8% 383 76.6% 328 65.6% 1,612 1,535 95.2% 1,050 65.1% 840 52.1%
長崎 147 146 99.3% 117 79.6% 92 62.6% 1,097 1,017 92.7% 590 53.8% 449 40.9% 750 687 91.6% 395 52.7% 315 42.0% 722 703 97.4% 563 78.0% 502 69.5% 2,716 2,553 94.0% 1,665 61.3% 1,358 50.0%
熊本 204 201 98.5% 159 77.9% 140 68.6% 1,214 1,140 93.9% 585 48.2% 475 39.1% 894 815 91.2% 567 63.4% 469 52.5% 874 859 98.3% 651 74.5% 610 69.8% 3,186 3,015 94.6% 1,962 61.6% 1,694 53.2%
大分 152 151 99.3% 121 79.6% 108 71.1% 816 757 92.8% 500 61.3% 399 48.9% 537 491 91.4% 349 65.0% 290 54.0% 575 554 96.3% 418 72.7% 355 61.7% 2,080 1,953 93.9% 1,388 66.7% 1,152 55.4%
宮崎 132 132 100.0% 110 83.3% 100 75.8% 730 684 93.7% 488 66.8% 409 56.0% 502 473 94.2% 383 76.3% 350 69.7% 584 574 98.3% 474 81.2% 429 73.5% 1,948 1,863 95.6% 1,455 74.7% 1,288 66.1%

鹿児島 230 228 99.1% 195 84.8% 173 75.2% 1,118 1,030 92.1% 747 66.8% 613 54.8% 845 777 92.0% 561 66.4% 449 53.1% 877 848 96.7% 703 80.2% 667 76.1% 3,070 2,883 93.9% 2,206 71.9% 1,902 62.0%
沖縄 89 85 95.5% 65 73.0% 57 64.0% 834 758 90.9% 416 49.9% 317 38.0% 672 561 83.5% 316 47.0% 252 37.5% 578 546 94.5% 473 81.8% 402 69.6% 2,173 1,950 89.7% 1,270 58.4% 1,028 47.3%

8,192 8,083 98.7% 5,881 71.8% 4,924 60.1% 89,695 82,040 91.5% 44,688 49.8% 33,826 37.7% 70,335 62,172 88.4% 35,653 50.7% 29,231 41.6% 61,495 58,652 95.4% 49,891 81.1% 45,854 74.6% 229,717 210,947 91.8% 136,113 59.3% 113,835 49.6%

更新



マイナンバーカードの特急発行・交付の仕組みの創設について

処理期間：１週間以内（最短5日）
対応能力：360万枚/年（新生児、紛失等による再交付、海外からの転入者など）

• 申請時に来庁して本人確認を行い、カードを郵送送付する特急発行の特別な措置として、通常市町村が行っている
カードの有効化等の作業（交付前設定）をJ-LISが行い、住民に直接カードを送付。

• 現在１～２か月程度要している申請から住民にカードが届くまでの期間について、新生児、紛失等
による再交付、海外からの転入者など、特に速やかな交付が必要となる場合を対象に特急発行・
交付の仕組みを創設し、１週間以内（最短5日）に短縮。

J-LIS 市町村

交付通知書
発送

住民住民

カード受取
来訪

カード
郵送カード申請 カード発行（通常12日） 交付前設定

（１週間程度） １～２か月程度

現在

J-LIS 住民住民

特急発行

カード発行＋交付前設定

（４日程度）
対応能力
1万枚/日

J-LISで対応

窓口に来庁
（出生届等）

郵送送付
（１～２日）

1週間以内
（最短５日）
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代理交付の要件及び疎明資料の見直し案について

やむを得ない理由 疎明資料

ケース 現行 見直し案 現行 見直し案（事務処理要領に追記）

成年被後見人 × ○ － 実質不要（代理権を証する書類で確認可能）

被保佐人、被補助人 × ○ － 実質不要（代理権を証する書類で確認可能）

中学生、小学生
（未就学児）

×
（○）

○ － 実質不要（本人確認書類で確認可能）

75歳以上の高齢者 × ○ －
実質不要（本人確認書類で確認可能）
（委任状に外出困難である旨の記載があれば可とする）

長期入院者 ○ ○
診断書
（運用で領収書を容認）

入院診療計画書、領収書、診療明細書、
病院長が作成する顔写真証明書

障害者 △
（身体のみ）

○ 障害者手帳 障害福祉サービス受給者証、自立支援医療受給者証

施設入居者 ○ ○ 入所証明書類 施設長が作成する顔写真証明書

要介護・要支援
認定者

△ ○
（運用で介護保険被保険者
証を容認）

介護保険被保険者証、認定結果通知書、
ケアマネジャー及びその所属する事業者の長が作成する顔写真証明書

妊婦 × ○ － 母子健康手帳、妊婦健診を受診したことが確認できる領収書、受診券

海外留学 △ ○ （運用で査証のコピー等を容認） 査証のコピー、留学先の学生証のコピー

高校生・高専生 × ○ － 学生証、在学証明書

ひきこもり状態にある者、
心の問題など何らかの
理由で自宅にいる者

× ○ － 公的サービス等の従事者が作成する書類

（赤字は本人確認書類としても活用できるもの）

（見直し方針）
１．「やむを得ない理由」に該当するケースを従来より幅広く拡充・明確化
２．疎明資料について緩和・実質不要化
①やむを得ない理由に該当することが推定される場合は、疎明資料を実質不要化
②疎明資料を必要とする場合についても、入手が容易・費用がかからないもので可とし、明示

・マイナンバーカードは、病気、身体の障害その他のやむを得ない理由により役場に出向くことが困難であると認められるときに、
代理人に対して交付することができるが、その際、出向くことが困難であることを疎明する資料（疎明資料）の提示を求めている。
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郵便局を活用したマイナンバーカードの交付

〇 国民の利便性向上

カードの取得等のために市町村の

窓口ではなく、身近な郵便局で行うこ

とも可能となり、負担が軽減

〇 行政運営の効率化

市町村は、郵便局を活用して、申請

受付等の窓口拡大が可能

制度化の狙い制度化後

住所地市町村

郵便局に来局
→交付申請

本人限定受取郵便等によるカード交付

指定

郵便局

カード交付のために
必要なやりとりを
オンラインで実施

現状

交付申請

市町村窓口に来庁
→本人確認後、交付

住所地市町村

申請サポート

郵便局

○ 日本郵便とも連携し、郵便局における申請サポートを強力に推進するとともに、市町村が指定した
郵便局で、市町村とオンラインでつなぎ、マイナンバーカードの交付申請受付と市町村による本人確
認を行い、発行されたカードを郵送で住民に届けること等を可能とするよう、郵便局事務取扱法に、
マイナンバーカードの交付に係る事務を位置付け、制度化を目指す。

※ 郵便局事務取扱法は、地方公共団体が行う公証行為に係る事務のうち公権力の行使と一体をなす重要な事実行為を、郵便
局に取り扱わせることができることとする法律。
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- 1 -

全
世
代
対
応
型
の
持
続
可
能
な
社
会
保
障
制
度
を
構
築
す
る
た
め
の
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
要
綱

第
一

健
康
保
険
法
の
一
部
改
正

一

出
産
育
児
交
付
金
等
に
関
す
る
事
項

１

全
国
健
康
保
険
協
会
（
二
に
お
い
て
「
協
会
」
と
い
う
。
）
は
、
第
五
の
四
の
２
の
出
産
育
児
関
係
事
務
費
拠
出
金

の
納
付
に
関
す
る
業
務
を
行
う
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
七
条
の
二
第
三
項
関
係
）

２

出
産
育
児
一
時
金
及
び
家
族
出
産
育
児
一
時
金
の
支
給
に
要
す
る
費
用
（
健
康
保
険
法
第
百
一
条
の
政
令
で
定
め
る

金
額
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
一
部
に
つ
い
て
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
第
五
の
四
の
３
の
出
産
育
児

交
付
金
を
も
っ
て
充
て
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
五
十
二
条
の
二
関
係
）

３

２
の
出
産
育
児
交
付
金
の
額
の
算
定
方
法
そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
五
十
二

条
の
三
か
ら
第
百
五
十
二
条
の
六
ま
で
、
第
百
六
十
条
第
三
項
及
び
附
則
第
四
条
の
三
関
係
）

二

前
期
高
齢
者
納
付
金
等
に
関
す
る
事
項

国
庫
は
、
協
会
が
管
掌
す
る
健
康
保
険
の
事
業
の
執
行
に
要
す
る
費
用
の
う
ち
、
療
養
の
給
付
等
に
要
す
る
費
用
の
額

（
調
整
対
象
給
付
費
見
込
額
の
三
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
除
く
。
）
、
前
期
高
齢
者
納
付
金
の
納
付
に
要
す
る
費
用
の

TYLQF
テキスト ボックス
令和５年２月24日

TYLQF
テキスト ボックス
第163回社会保障審議会医療保険部会

TYLQF
テキスト ボックス
参考資料３
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額
に
健
康
保
険
法
第
百
五
十
三
条
第
一
号
に
掲
げ
る
額
の
同
条
第
二
号
に
掲
げ
る
額
に
対
す
る
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
等

の
合
算
額
に
千
分
の
百
三
十
か
ら
千
分
の
二
百
ま
で
の
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
等
を
補

助
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
五
十
三
条
及
び
第
百
五
十
四
条
第
一
項
関
係
）

三

支
払
基
金
等
へ
の
事
務
の
委
託
に
関
す
る
事
項

保
険
者
は
、
健
康
保
険
法
第
二
百
五
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
第
二
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
事
務
を
社
会

保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
又
は
国
民
健
康
保
険
団
体
連
合
会
（
以
下
「
支
払
基
金
等
」
と
い
う
。
）
に
委
託
す
る
場
合

は
、
他
の
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
法
第
一
条
に
規
定
す
る
保
険
者
、
法
令
の
規
定
に
よ
り
医
療
に
関
す
る
給
付
そ

の
他
の
事
務
を
行
う
者
で
あ
っ
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
及
び
介
護
保
険
法
第
三
条
の
規
定
に
よ
り
介
護
保
険
を

行
う
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
と
共
同
し
て
委
託
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
二
百
五
条
の
四
第
二

項
関
係
）

四

健
康
保
険
組
合
に
対
す
る
交
付
金
に
関
す
る
事
項

国
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
健
康
保
険
組
合
連
合
会
に
対
し
、
政
令
で
定
め
る
健
康
保
険
組
合
に
対
す
る

交
付
金
の
交
付
に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て
、
予
算
の
範
囲
内
で
、
そ
の
一
部
を
負
担
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
附
則
第
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二
条
の
二
関
係
）

五

退
職
者
給
付
拠
出
金
の
経
過
措
置
に
関
す
る
事
項

退
職
者
給
付
拠
出
金
の
経
過
措
置
に
係
る
規
定
を
削
除
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
改
正
前
附
則
第
四
条
の
三
関
係
）

六

そ
の
他
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
。

第
二

船
員
保
険
法
の
一
部
改
正

一

出
産
育
児
交
付
金
等
に
関
す
る
事
項

第
五
の
四
の
３
の
出
産
育
児
交
付
金
及
び
第
五
の
四
の
２
の
出
産
育
児
関
係
事
務
費
拠
出
金
（
第
三
の
二
及
び
第
四
の

一
に
お
い
て
「
出
産
育
児
交
付
金
等
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
第
一
の
一
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。
（
第
百
十
二

条
第
二
項
、
第
百
十
二
条
の
二
、
第
百
二
十
一
条
第
二
項
及
び
附
則
第
八
条
関
係
）

二

支
払
基
金
等
へ
の
事
務
の
委
託
に
関
す
る
事
項

支
払
基
金
等
へ
の
事
務
の
委
託
に
つ
い
て
、
第
一
の
三
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。
（
第
百
五
十
三
条
の
十
第
二
項

関
係
）

三

退
職
者
給
付
拠
出
金
の
経
過
措
置
に
関
す
る
事
項
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退
職
者
給
付
拠
出
金
の
経
過
措
置
に
つ
い
て
、
第
一
の
五
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。
（
改
正
前
附
則
第
七
条
関

係
）

四

そ
の
他
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
。

第
三

国
民
健
康
保
険
法
の
一
部
改
正

一

損
害
賠
償
請
求
権
等
に
関
す
る
事
項

１

都
道
府
県
は
、
当
該
都
道
府
県
内
の
市
町
村
に
よ
る
保
険
給
付
の
適
正
な
実
施
を
確
保
す
る
た
め
、
広
域
的
又
は
専

門
的
な
見
地
か
ら
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
場
合
に
は
、
市
町
村
か
ら
委
託

を
受
け
て
、
当
該
市
町
村
が
国
民
健
康
保
険
法
第
六
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
取
得
し
た
同
項
の
請
求
権
に
係
る

損
害
賠
償
金
の
徴
収
又
は
収
納
の
事
務
の
全
部
又
は
一
部
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
六
十
四
条

第
三
項
関
係
）

２

１
の
都
道
府
県
は
、
国
民
健
康
保
険
法
第
六
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
取
得
し
た
同
項
の
請
求
権
に
係
る
損
害

賠
償
金
の
徴
収
又
は
収
納
の
事
務
を
国
民
健
康
保
険
団
体
連
合
会
（
五
に
お
い
て
「
連
合
会
」
と
い
う
。
）
で
あ
っ
て

厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
に
委
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
六
十
四
条
第
四
項
関
係
）
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３

国
は
、
１
の
都
道
府
県
に
対
し
、
１
の
事
務
が
円
滑
に
実
施
さ
れ
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
る
も

の
と
す
る
こ
と
。
（
第
六
十
四
条
第
五
項
関
係
）

４

市
町
村
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
被
保
険
者
の
保
険
給
付
を
受
け
た
事
由
が
第
三
者
の
行
為
に
よ
っ
て

生
じ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
に
つ
き
、
官
公
署
に
対
し
、
必
要
な
書
類
の
閲
覧
若
し
く

は
資
料
の
提
供
を
求
め
、
又
は
銀
行
、
信
託
会
社
そ
の
他
の
機
関
若
し
く
は
被
保
険
者
の
雇
用
主
そ
の
他
の
関
係
者
に

報
告
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
十
三
条
の
二
第
一
項
関
係
）

二

出
産
育
児
交
付
金
等
に
関
す
る
事
項

出
産
育
児
交
付
金
等
に
つ
い
て
、
第
一
の
一
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。
（
第
六
十
九
条
、
第
七
十
三
条
の
二
及
び

附
則
第
十
条
関
係
）

三

出
産
し
た
被
保
険
者
等
に
係
る
国
民
健
康
保
険
料
等
の
免
除
措
置
に
関
す
る
事
項

１

市
町
村
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
一
般
会
計
か
ら
、
出
産
す
る
予
定
の
被
保
険
者
又
は
出
産
し
た
被
保

険
者
に
つ
い
て
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
う
保
険
料
の
減
額
賦
課
又
は
第
四
の
二
に
よ
る
国
民
健
康
保
険
税
の

減
額
に
基
づ
き
被
保
険
者
に
係
る
保
険
料
又
は
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
国
民
健
康
保
険
税
に
つ
き
減
額
し
た
額
の
総
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額
を
基
礎
と
し
、
国
民
健
康
保
険
の
財
政
の
状
況
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し

た
額
を
当
該
市
町
村
の
国
民
健
康
保
険
に
関
す
る
特
別
会
計
に
繰
り
入
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
七
十
二
条
の
三
の
三
第
一
項
関
係
）

２

国
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
１
に
よ
る
繰
入
金
の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
負
担
す
る
も
の
と
す
る

こ
と
。
（
第
七
十
二
条
の
三
の
三
第
二
項
関
係
）

３

都
道
府
県
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
１
に
よ
る
繰
入
金
の
四
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
負
担
す
る
も
の

と
す
る
こ
と
。
（
第
七
十
二
条
の
三
の
三
第
三
項
関
係
）

四

都
道
府
県
国
民
健
康
保
険
運
営
方
針
に
関
す
る
事
項

１

都
道
府
県
は
、
お
お
む
ね
六
年
ご
と
に
、
都
道
府
県
国
民
健
康
保
険
運
営
方
針
を
定
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第

八
十
二
条
の
二
第
一
項
関
係
）

２

都
道
府
県
は
、
都
道
府
県
国
民
健
康
保
険
運
営
方
針
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
八
十
二
条
の
二
第
二
項
関
係
）

都
道
府
県
等
が
行
う
国
民
健
康
保
険
の
安
定
的
な
財
政
運
営
及
び
被
保
険
者
の
健
康
の
保
持
の
推
進
に
関
し
、
当

（一）
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該
都
道
府
県
に
お
け
る
医
療
費
適
正
化
の
推
進
の
た
め
に
必
要
と
認
め
る
事
項

当
該
都
道
府
県
内
の
市
町
村
の
国
民
健
康
保
険
事
業
の
広
域
的
及
び
効
率
的
な
運
営
の
推
進
に
関
す
る
事
項

（二）
３

都
道
府
県
は
、
お
お
む
ね
三
年
ご
と
に
、
国
民
健
康
保
険
法
第
八
十
二
条
の
二
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
等
に
つ

い
て
分
析
及
び
評
価
を
行
う
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
、
都
道
府
県
等
が
行
う
国
民
健
康
保
険
の
安
定
的
な
財
政
運
営
の

確
保
及
び
当
該
都
道
府
県
の
保
険
料
の
水
準
の
平
準
化
の
推
進
そ
の
他
国
民
健
康
保
険
事
業
の
円
滑
か
つ
確
実
な
実
施

を
図
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
都
道
府
県
の
都
道
府
県
国
民
健
康
保
険
運
営
方
針
を
変
更
す
る
も

の
と
す
る
こ
と
。
（
第
八
十
二
条
の
二
第
六
項
関
係
）

五

医
療
費
適
正
化
に
関
す
る
事
項

１

連
合
会
は
、
診
療
報
酬
請
求
書
情
報
等
の
分
析
等
を
通
じ
た
医
療
費
適
正
化
等
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と

す
る
こ
と
。
（
第
八
十
五
条
の
二
関
係
）

２

連
合
会
は
、
医
療
費
適
正
化
に
資
す
る
情
報
の
収
集
、
整
理
及
び
分
析
並
び
に
そ
の
結
果
の
活
用
の
促
進
に
関
す
る

業
務
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
八
十
五
条
の
三
第
三
項
関
係
）

六

支
払
基
金
等
へ
の
事
務
の
委
託
に
関
す
る
事
項
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支
払
基
金
等
へ
の
事
務
の
委
託
に
つ
い
て
、
第
一
の
三
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。
（
第
百
十
三
条
の
三
第
二
項
関

係
）

七

退
職
被
保
険
者
等
の
経
過
措
置
等
に
関
す
る
事
項

退
職
被
保
険
者
等
の
経
過
措
置
等
に
係
る
規
定
を
削
除
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
改
正
前
附
則
第
六
条
か
ら
第
二
十

一
条
の
五
ま
で
関
係
）

八

そ
の
他
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
。

第
四

地
方
税
法
の
一
部
改
正

一

出
産
育
児
交
付
金
等
に
関
す
る
事
項

出
産
育
児
交
付
金
等
に
つ
い
て
、
第
一
の
一
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。
（
第
七
百
三
条
の
四
第
一
項
及
び
第
三
項

関
係
）

二

出
産
し
た
被
保
険
者
等
に
係
る
国
民
健
康
保
険
税
の
免
除
措
置
に
関
す
る
事
項

市
町
村
は
、
国
民
健
康
保
険
税
の
納
税
義
務
者
又
は
そ
の
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
が
出
産
す
る
予
定
の
場
合
又
は
出

産
し
た
場
合
に
は
、
政
令
で
定
め
る
基
準
に
従
い
当
該
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
納
税
義
務
者
に
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対
し
て
課
す
る
所
得
割
額
及
び
被
保
険
者
均
等
割
額
を
減
額
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
七
百
三
条
の
五
第
三
項
関

係
）

三

退
職
被
保
険
者
等
所
属
市
町
村
に
お
け
る
国
民
健
康
保
険
税
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る
事
項

退
職
被
保
険
者
等
所
属
市
町
村
に
お
け
る
国
民
健
康
保
険
税
の
課
税
の
特
例
に
係
る
規
定
を
削
除
す
る
も
の
と
す
る
こ

と
。
（
改
正
前
附
則
第
三
十
八
条
及
び
第
三
十
八
条
の
二
関
係
）

四

そ
の
他
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
。

第
五

高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正

一

医
療
費
適
正
化
計
画
等
に
関
す
る
事
項

１

高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
第
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
住
民
の
高
齢
期
に
お
け
る
医
療
に
要
す
る
費
用

の
適
正
化
を
図
る
た
め
の
取
組
に
お
い
て
は
、
都
道
府
県
は
、
当
該
都
道
府
県
に
お
け
る
医
療
提
供
体
制
の
確
保
並
び

に
当
該
都
道
府
県
及
び
当
該
都
道
府
県
内
の
市
町
村
の
国
民
健
康
保
険
事
業
の
健
全
な
運
営
を
担
う
責
務
を
有
す
る
こ

と
に
鑑
み
、
保
険
者
、
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
、
医
療
関
係
者
そ
の
他
の
関
係
者
の
協
力
を
得
つ
つ
、
中
心
的
な

役
割
を
果
た
す
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
四
条
第
二
項
関
係
）
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２

厚
生
労
働
大
臣
は
、
全
国
医
療
費
適
正
化
計
画
に
お
い
て
、
各
都
道
府
県
の
医
療
計
画
に
基
づ
く
事
業
の
実
施
を
踏

ま
え
、
計
画
の
期
間
に
お
い
て
見
込
ま
れ
る
病
床
の
機
能
の
分
化
及
び
連
携
の
推
進
の
成
果
に
関
す
る
事
項
等
を
定
め

る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
八
条
第
四
項
関
係
）

３

厚
生
労
働
大
臣
は
、
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
第
八
条
第
四
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
事

項
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
第
七
の
一
の
１
の
か
か
り
つ
け
医
機
能
の
確
保
に
向
け
た
取
組
並
び
に
国
民
の
加
齢
に

伴
う
身
体
的
、
精
神
的
及
び
社
会
的
な
特
性
を
踏
ま
え
た
医
療
及
び
介
護
の
効
果
的
か
つ
効
率
的
な
提
供
の
重
要
性
に

留
意
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
八
条
第
五
項
関
係
）

４

都
道
府
県
は
、
都
道
府
県
医
療
費
適
正
化
計
画
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第

九
条
第
二
項
関
係
）

住
民
の
健
康
の
保
持
の
推
進
に
関
し
、
当
該
都
道
府
県
に
お
け
る
医
療
費
適
正
化
の
推
進
の
た
め
に
達
成
す
べ
き

（一）
目
標
に
関
す
る
事
項

医
療
の
効
率
的
な
提
供
の
推
進
に
関
し
、
当
該
都
道
府
県
に
お
け
る
医
療
費
適
正
化
の
推
進
の
た
め
に
達
成
す
べ

（二）
き
目
標
に
関
す
る
事
項
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当
該
都
道
府
県
の
医
療
計
画
に
基
づ
く
事
業
の
実
施
を
踏
ま
え
、
計
画
の
期
間
に
お
い
て
見
込
ま
れ
る
病
床
の
機

（三）
能
の
分
化
及
び
連
携
の
推
進
の
成
果
に
関
す
る
事
項

に
掲
げ
る
事
項
並
び
に

及
び

の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
住
民
の
健
康
の
保
持
の
推
進
及
び
医
療
の
効
率

（四）

（三）

（一）

（二）

的
な
提
供
の
推
進
に
よ
り
達
成
が
見
込
ま
れ
る
医
療
費
適
正
化
の
効
果
を
踏
ま
え
て
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
計
画
の
期
間
に
お
け
る
医
療
に
要
す
る
費
用
の
見
込
み
に
関
す
る
事
項

５

都
道
府
県
は
、
４
の

及
び

の
事
項
等
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
第
七
の
一
の
１
の
か
か
り
つ
け
医
機
能
の
確

（一）

（二）

保
に
向
け
た
取
組
並
び
に
住
民
の
加
齢
に
伴
う
身
体
的
、
精
神
的
及
び
社
会
的
な
特
性
を
踏
ま
え
た
医
療
及
び
介
護
の

効
果
的
か
つ
効
率
的
な
提
供
の
重
要
性
に
留
意
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
九
条
第
四
項
関
係
）

６

都
道
府
県
は
、
保
険
者
協
議
会
の
意
見
を
聴
い
て
、
都
道
府
県
医
療
費
適
正
化
計
画
の
実
績
に
関
す
る
評
価
を
行
う

も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
十
二
条
第
一
項
関
係
）

７

保
険
者
及
び
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
は
、
共
同
し
て
、
加
入
者
の
高
齢
期
に
お
け
る
健
康
の
保
持
及
び
医
療
費

適
正
化
の
た
め
に
必
要
な
事
業
の
推
進
並
び
に
高
齢
者
医
療
制
度
の
円
滑
な
運
営
及
び
当
該
運
営
へ
の
協
力
の
た
め
、

都
道
府
県
ご
と
に
、
保
険
者
協
議
会
を
組
織
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
五
十
七
条
の
二
第
一
項
関
係
）
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８

保
険
者
協
議
会
は
、
都
道
府
県
医
療
費
適
正
化
計
画
の
実
績
の
評
価
に
関
す
る
調
査
及
び
分
析
の
業
務
を
行
う
も
の

と
し
、
厚
生
労
働
大
臣
は
、
保
険
者
協
議
会
が
当
該
業
務
等
を
円
滑
に
行
う
た
め
必
要
な
支
援
を
行
う
も
の
と
す
る
こ

と
。
（
第
百
五
十
七
条
の
二
第
二
項
及
び
第
三
項
関
係
）

二

前
期
高
齢
者
交
付
金
等
に
関
す
る
事
項

１

概
算
前
期
高
齢
者
交
付
金
の
額
に
つ
い
て
、
被
用
者
保
険
等
保
険
者
に
お
い
て
は
、
次
の

及
び

の
額
の
合
計
額

（一）

（二）

と
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
三
十
四
条
第
一
項
及
び
第
三
項
か
ら
第
八
項
ま
で
関
係
）

当
該
年
度
に
お
け
る
当
該
保
険
者
に
係
る
調
整
対
象
給
付
費
見
込
額
及
び
前
期
高
齢
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援

（一）
金
の
概
算
額
の
合
計
額
か
ら
同
年
度
に
お
け
る
概
算
調
整
対
象
基
準
額
を
控
除
し
て
得
た
額
（
当
該
額
が
零
を
下
回

る
場
合
に
は
、
零
と
す
る
。
）
の
三
分
の
二
に
相
当
す
る
額

当
該
年
度
に
お
け
る
当
該
保
険
者
に
係
る
調
整
対
象
給
付
費
見
込
額
及
び
前
期
高
齢
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援

（二）
金
の
概
算
額
の
合
計
額
か
ら
同
年
度
に
お
け
る
概
算
報
酬
調
整
後
調
整
対
象
基
準
額
を
控
除
し
て
得
た
額
（
当
該
額

が
零
を
下
回
る
場
合
に
は
、
零
と
す
る
。
）
の
三
分
の
一
に
相
当
す
る
額

２

調
整
対
象
給
付
費
見
込
額
は
、
当
該
年
度
、
当
該
年
度
の
前
年
度
及
び
当
該
年
度
の
前
々
年
度
の
各
年
度
に
お
け
る
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当
該
保
険
者
に
係
る
一
人
平
均
調
整
対
象
給
付
費
見
込
額
の
平
均
額
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り

算
定
さ
れ
る
額
に
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
当
該
年
度
に
お
け
る
当
該
保
険
者
に
係
る
前

期
高
齢
者
で
あ
る
加
入
者
の
見
込
数
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
三
十
四
条
第
二
項
関
係
）

３

確
定
前
期
高
齢
者
交
付
金
に
つ
い
て
、
１
及
び
２
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。
（
第
三
十
五
条
第
一
項
か
ら
第

七
項
ま
で
関
係
）

４

概
算
前
期
高
齢
者
納
付
金
及
び
確
定
前
期
高
齢
者
納
付
金
に
つ
い
て
、
１
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。
（
第
三
十

八
条
第
二
項
及
び
第
三
十
九
条
第
二
項
関
係
）

５

国
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
年
度
ご
と
に
、
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
（
以
下
「
支
払
基
金
」
と

い
う
。
）
に
対
し
て
当
該
年
度
の
特
別
負
担
調
整
見
込
額
の
総
額
等
の
三
分
の
二
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
九
十
三
条
第
三
項
関
係
）

三

後
期
高
齢
者
負
担
率
に
関
す
る
事
項

後
期
高
齢
者
負
担
率
は
、
次
の
１
の
数
に
２
の
率
を
乗
じ
て
得
た
数
を
３
の
数
で
除
し
て
得
た
率
を
基
礎
と
し
て
、
二

年
ご
と
に
政
令
で
定
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
条
第
二
項
関
係
）
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１

二
分
の
一
に
、
当
該
年
度
に
お
け
る
療
養
の
給
付
等
に
要
す
る
費
用
の
額
に
対
す
る
特
定
費
用
の
額
の
割
合
の
二
分

の
一
に
相
当
す
る
率
を
加
え
て
得
た
数

２

百
分
の
十
一
・
七
二
に
、
当
該
年
度
に
お
け
る
全
て
の
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
に
係
る
被
保
険
者
の
見
込
総
数

を
令
和
四
年
度
に
お
け
る
全
て
の
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
に
係
る
被
保
険
者
の
総
数
で
除
し
て
得
た
率
を
乗
じ
て

得
た
率

３

２
の
率
に
、
次
の

の
率
に

の
率
を
乗
じ
て
得
た
率
を
加
え
て
得
た
数

（一）

（二）

令
和
四
年
度
に
お
け
る
保
険
納
付
対
象
額
を
同
年
度
に
お
け
る
療
養
の
給
付
等
に
要
す
る
費
用
の
額
で
除
し
て
得

（一）
た
率当

該
年
度
に
お
け
る
全
て
の
保
険
者
に
係
る
加
入
者
の
見
込
総
数
を
令
和
四
年
度
に
お
け
る
全
て
の
保
険
者
に
係

（二）
る
加
入
者
の
総
数
で
除
し
て
得
た
率

四

出
産
育
児
支
援
金
等
に
関
す
る
事
項

１

後
期
高
齢
者
医
療
に
要
す
る
費
用
等
に
つ
い
て
、
２
の
出
産
育
児
支
援
金
を
対
象
と
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第

百
四
条
第
一
項
及
び
第
三
項
並
び
に
第
百
十
六
条
第
二
項
関
係
）
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２

支
払
基
金
は
、
４
の
支
払
基
金
の
業
務
及
び
当
該
業
務
に
関
す
る
事
務
の
処
理
に
要
す
る
費
用
に
充
て
る
た
め
、
年

度
ご
と
に
、
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
か
ら
出
産
育
児
支
援
金
を
、
保
険
者
か
ら
出
産
育
児
関
係
事
務
費
拠
出
金
を

徴
収
す
る
も
の
と
し
、
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
は
出
産
育
児
支
援
金
を
納
付
す
る
義
務
を
、
保
険
者
は
出
産
育
児

関
係
事
務
費
拠
出
金
を
納
付
す
る
義
務
を
負
う
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
二
十
四
条
の
二
及
び
第
百
二
十
四
条
の
五

関
係
）

３

支
払
基
金
は
、
出
産
育
児
一
時
金
、
家
族
出
産
育
児
一
時
金
、
出
産
費
及
び
家
族
出
産
費
の
支
給
に
要
す
る
費
用
の

一
部
に
充
て
る
た
め
、
保
険
者
に
対
し
て
出
産
育
児
交
付
金
を
交
付
す
る
も
の
と
し
、
当
該
出
産
育
児
交
付
金
は
、
２

の
出
産
育
児
支
援
金
を
も
っ
て
充
て
る
も
の
と
し
、
当
該
出
産
育
児
交
付
金
の
額
は
、
医
療
保
険
各
法
の
規
定
に
よ
り

算
定
さ
れ
る
額
と
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
二
十
四
条
の
四
関
係
）

４

出
産
育
児
支
援
金
及
び
出
産
育
児
関
係
事
務
費
拠
出
金
の
額
の
算
定
方
法
並
び
に
手
続
並
び
に
支
払
基
金
の
業
務
等

の
事
項
そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
。
（
第
百
二
十
四
条
の
三
、
第
百
二
十
四
条
の
六
か
ら
第
百
二
十
四

条
の
九
ま
で
、
第
百
三
十
四
条
第
二
項
、
第
百
三
十
九
条
第
一
項
、
第
百
四
十
二
条
、
第
百
四
十
三
条
、
第
百
四
十
六

条
第
三
項
、
第
百
四
十
八
条
、
第
百
六
十
五
条
並
び
に
附
則
第
十
三
条
の
二
及
び
第
十
五
条
関
係
）
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五

資
料
の
提
供
等
に
関
す
る
事
項

資
料
の
提
供
等
に
つ
い
て
、
第
三
の
一
の
４
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。
（
第
百
三
十
八
条
第
一
項
関
係
）

六

支
払
基
金
等
へ
の
事
務
の
委
託
に
関
す
る
事
項

支
払
基
金
等
へ
の
事
務
の
委
託
に
つ
い
て
、
第
一
の
三
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。
（
第
百
六
十
五
条
の
二
第
二
項

関
係
）

七

前
期
高
齢
者
交
付
金
及
び
前
期
高
齢
者
納
付
金
の
額
の
算
定
の
特
例
等
に
関
す
る
事
項

前
期
高
齢
者
交
付
金
及
び
前
期
高
齢
者
納
付
金
の
額
の
算
定
の
特
例
等
に
係
る
規
定
を
削
除
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
改
正
前
附
則
第
十
三
条
第
二
項
及
び
第
十
五
条
関
係
）

八

そ
の
他
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
。

第
六

社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
法
の
一
部
改
正

医
療
費
適
正
化
に
つ
い
て
、
第
三
の
五
に
準
じ
た
改
正
そ
の
他
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
。
（
第
一
条
、
第
一
条
の
二
及

び
第
十
五
条
第
一
項
関
係
）

第
七

医
療
法
の
一
部
改
正
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一

病
院
等
の
管
理
者
及
び
都
道
府
県
知
事
に
よ
る
報
告
等
に
関
す
る
事
項

１

病
院
、
診
療
所
又
は
助
産
所
（
以
下
こ
の
１
に
お
い
て
「
病
院
等
」
と
い
う
。
）
の
管
理
者
は
、
厚
生
労
働
省
令
で

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
医
療
を
受
け
る
者
が
身
近
な
地
域
に
お
け
る
日
常
的
な
診
療
、
疾
病
の
予
防
の
た
め
の
措
置

そ
の
他
の
医
療
の
提
供
を
行
う
機
能
（
以
下
こ
の
第
七
に
お
い
て
「
か
か
り
つ
け
医
機
能
」
と
い
う
。
）
そ
の
他
の
病

院
等
の
機
能
に
つ
い
て
の
十
分
な
理
解
の
下
に
病
院
等
の
選
択
を
適
切
に
行
う
た
め
に
必
要
な
情
報
と
し
て
厚
生
労
働

省
令
で
定
め
る
事
項
を
当
該
病
院
等
の
所
在
地
の
都
道
府
県
知
事
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、
当
該
事
項
を
記
載
し
た
書

面
を
当
該
病
院
等
に
お
い
て
閲
覧
に
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
六
条
の
三
第
一
項
関
係
）

２

都
道
府
県
知
事
は
、
１
に
よ
る
報
告
を
受
け
た
と
き
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
報
告
の

内
容
を
厚
生
労
働
大
臣
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
六
条
の
三
第

五
項
関
係
）

３

厚
生
労
働
大
臣
は
、
２
に
よ
る
報
告
を
受
け
た
と
き
は
、
都
道
府
県
の
区
域
を
超
え
た
広
域
的
な
見
地
か
ら
必
要
と

さ
れ
る
情
報
の
提
供
の
た
め
、
都
道
府
県
知
事
に
よ
る
２
の
公
表
に
関
し
必
要
な
助
言
、
勧
告
そ
の
他
の
措
置
を
行
う

も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
六
条
の
三
第
七
項
関
係
）
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二

継
続
的
な
医
療
を
要
す
る
者
に
対
す
る
説
明
に
関
す
る
事
項

五
の
２
の
確
認
を
受
け
た
病
院
又
は
診
療
所
で
あ
っ
て
、
五
の
２
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
体
制

を
有
す
る
も
の
（
他
の
病
院
又
は
診
療
所
と
相
互
に
連
携
し
て
五
の
２
の
当
該
機
能
を
確
保
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
管

理
者
は
、
五
の
１
の
継
続
的
な
医
療
を
要
す
る
者
に
対
し
て
居
宅
等
に
お
い
て
必
要
な
医
療
の
提
供
を
す
る
場
合
そ
の
他

外
来
医
療
を
提
供
す
る
に
当
た
っ
て
説
明
が
特
に
必
要
な
場
合
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該

継
続
的
な
医
療
を
要
す
る
者
又
は
そ
の
家
族
か
ら
の
求
め
が
あ
っ
た
と
き
は
、
正
当
な
理
由
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
電
磁

的
方
法
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
、
そ
の
診
療
を
担
当
す
る
医
師
又
は
歯
科
医
師
に
よ
り
、
当
該

継
続
的
な
医
療
を
要
す
る
者
又
は
そ
の
家
族
に
対
し
、
次
に
掲
げ
る
事
項
の
適
切
な
説
明
が
行
わ
れ
る
よ
う
努
め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
六
条
の
四
の
二
関
係
）

１

疾
患
名

２

治
療
に
関
す
る
計
画

３

当
該
病
院
又
は
診
療
所
の
名
称
、
住
所
及
び
連
絡
先

４

そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
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三

地
域
医
療
支
援
病
院
及
び
特
定
機
能
病
院
の
承
認
取
消
事
由
の
追
加
に
関
す
る
事
項

地
域
医
療
支
援
病
院
及
び
特
定
機
能
病
院
の
承
認
を
取
り
消
す
こ
と
の
で
き
る
事
由
と
し
て
、
こ
れ
ら
の
病
院
の
開
設

者
が
、
五
の
５
の
命
令
に
違
反
し
た
と
き
を
追
加
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
二
十
九
条
第
三
項
及
び
第
四
項
関
係
）

四

医
療
計
画
等
の
記
載
事
項
の
見
直
し
に
関
す
る
事
項

１

厚
生
労
働
大
臣
が
基
本
方
針
に
お
い
て
定
め
る
も
の
及
び
都
道
府
県
知
事
が
医
療
計
画
に
お
い
て
定
め
る
も
の
と
さ

れ
て
い
る
事
項
と
し
て
、
か
か
り
つ
け
医
機
能
の
確
保
に
関
す
る
事
項
を
追
加
す
る
こ
と
。
（
第
三
十
条
の
三
第
二
項

及
び
第
三
十
条
の
四
第
二
項
関
係
）

２

厚
生
労
働
大
臣
は
、
基
本
方
針
に
１
の
事
項
を
定
め
、
又
は
こ
れ
を
変
更
す
る
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き

は
、
都
道
府
県
知
事
又
は
五
の
１
の
か
か
り
つ
け
医
機
能
報
告
対
象
病
院
等
の
開
設
者
若
し
く
は
管
理
者
に
対
し
、
厚

生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
五
の
１
の
報
告
の
内
容
そ
の
他
の
必
要
な
情
報
の
提
供
を
求
め
る
こ
と
が
で

き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
三
十
条
の
三
の
二
第
三
項
関
係
）

五

か
か
り
つ
け
医
機
能
の
確
保
に
関
す
る
事
項

１

地
域
に
お
け
る
か
か
り
つ
け
医
機
能
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
病
院
又
は
診
療
所
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
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る
も
の
（
以
下
こ
の
五
に
お
い
て
「
か
か
り
つ
け
医
機
能
報
告
対
象
病
院
等
」
と
い
う
。
）
の
管
理
者
は
、
慢
性
の
疾

患
を
有
す
る
高
齢
者
そ
の
他
の
継
続
的
な
医
療
を
要
す
る
者
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
（
以
下
こ
の
五
に
お

い
て
「
継
続
的
な
医
療
を
要
す
る
者
」
と
い
う
。
）
に
対
す
る
か
か
り
つ
け
医
機
能
の
確
保
の
た
め
、
厚
生
労
働
省
令

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
当
該
か
か
り
つ
け
医
機
能
報
告
対
象
病
院
等
の
所
在
地
の
都
道
府
県

知
事
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
三
十
条
の
十
八
の
四
第
一
項
関
係
）

か
か
り
つ
け
医
機
能
の
う
ち
、
継
続
的
な
医
療
を
要
す
る
者
に
対
す
る
発
生
頻
度
が
高
い
疾
患
に
係
る
診
療
そ
の

（一）
他
の
日
常
的
な
診
療
を
総
合
的
か
つ
継
続
的
に
行
う
機
能
（
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
に
限
る
。
）
の
有
無
及

び
そ
の
内
容

の
機
能
を
有
す
る
か
か
り
つ
け
医
機
能
報
告
対
象
病
院
等
に
あ
っ
て
は
、
か
か
り
つ
け
医
機
能
の
う
ち
、
継
続

（二）

（一）
的
な
医
療
を
要
す
る
者
に
対
す
る
次
に
掲
げ
る
機
能
（
イ
か
ら
ニ
ま
で
に
掲
げ
る
機
能
に
あ
っ
て
は
、
厚
生
労
働
省

令
で
定
め
る
も
の
に
限
る
。
）
の
有
無
及
び
そ
の
内
容

イ

当
該
か
か
り
つ
け
医
機
能
報
告
対
象
病
院
等
の
通
常
の
診
療
時
間
以
外
の
時
間
に
診
療
を
行
う
機
能

ロ

病
状
が
急
変
し
た
場
合
そ
の
他
入
院
が
必
要
な
場
合
に
入
院
さ
せ
る
た
め
、
又
は
病
院
若
し
く
は
診
療
所
を
退
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院
す
る
者
が
引
き
続
き
療
養
を
必
要
と
す
る
場
合
に
当
該
者
を
他
の
病
院
、
診
療
所
、
介
護
老
人
保
健
施
設
、
介

護
医
療
院
若
し
く
は
居
宅
等
に
お
け
る
療
養
生
活
に
円
滑
に
移
行
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
支
援
を
提
供
す
る
機
能

ハ

居
宅
等
に
お
い
て
必
要
な
医
療
を
提
供
す
る
機
能

ニ

介
護
そ
の
他
医
療
と
密
接
に
関
連
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
者
と
連
携
し
て
必
要
な
医
療
を
提
供
す
る
機
能

ホ

そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
機
能

当
該
か
か
り
つ
け
医
機
能
報
告
対
象
病
院
等
及
び
他
の
病
院
又
は
診
療
所
が
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に

（三）
よ
り
相
互
に
連
携
し
て

の
機
能
を
確
保
す
る
と
き
は
、
当
該
他
の
病
院
又
は
診
療
所
の
名
称
及
び
そ
の
連
携
の
内

（二）

容
そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項

（四）
２

都
道
府
県
知
事
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
１
に
よ
る
報
告
を
し
た
か
か
り
つ
け
医
機
能
報
告

対
象
病
院
等
（
１
の

の
イ
か
ら
ホ
ま
で
の
機
能
の
い
ず
れ
か
を
有
す
る
旨
の
報
告
を
し
た
も
の
に
限
る
。
）
が
、
当

（二）

該
報
告
に
係
る
当
該
機
能
に
つ
い
て
、
当
該
機
能
の
確
保
に
係
る
体
制
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要
件
に
該
当

す
る
も
の
を
有
す
る
こ
と
（
他
の
病
院
又
は
診
療
所
と
相
互
に
連
携
し
て
当
該
機
能
を
確
保
す
る
場
合
を
含
む
。
）
を
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確
認
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
三
十
条
の
十
八
の
四
第
二
項
関
係
）

３

２
に
よ
る
確
認
を
受
け
た
か
か
り
つ
け
医
機
能
報
告
対
象
病
院
等
の
管
理
者
は
、
当
該
確
認
を
受
け
た
体
制
に
つ
い

て
変
更
が
生
じ
た
と
き
は
、
厚
生
労
働
省
令
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
旨
を
都
道
府
県
知
事
に
報
告
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
も
の
と
し
、
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
報
告
を
受
け
た
都
道
府
県
知
事
は
、
当
該
変
更
が
生
じ
た
体
制

が
２
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
（
他
の
病
院
又
は
診
療
所
と
相
互
に
連
携
し
て
２
の
当
該
機

能
を
確
保
す
る
場
合
を
含
む
。
）
を
確
認
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
三
十
条
の
十
八
の
四
第
四
項
関
係
）

４

都
道
府
県
知
事
は
、
２
又
は
３
に
よ
る
確
認
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
結
果
を
６
の
協
議
の
場
に
報
告
す
る
と
と
も

に
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
こ
れ
を
公
表
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
三
十
条
の
十
八
の
四
第

三
項
及
び
第
五
項
関
係
）

５

都
道
府
県
知
事
は
、
か
か
り
つ
け
医
機
能
報
告
対
象
病
院
等
の
管
理
者
が
１
若
し
く
は
３
に
よ
る
報
告
を
せ
ず
、
又

は
虚
偽
の
報
告
を
し
た
と
き
は
、
期
間
を
定
め
て
、
当
該
か
か
り
つ
け
医
機
能
報
告
対
象
病
院
等
の
開
設
者
に
対
し
、

当
該
管
理
者
を
し
て
そ
の
報
告
を
行
わ
せ
、
又
は
そ
の
報
告
の
内
容
を
是
正
さ
せ
る
こ
と
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
も

の
と
す
る
こ
と
。
（
第
三
十
条
の
十
八
の
四
第
六
項
関
係
）
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６

都
道
府
県
に
お
け
る
外
来
医
療
に
係
る
医
療
提
供
体
制
の
確
保
に
関
す
る
協
議
の
場
の
協
議
事
項
と
し
て
、
１
及
び

４
の
報
告
を
踏
ま
え
た
１
の

及
び

の
機
能
の
確
保
に
必
要
な
事
項
を
追
加
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
三
十
条

（一）

（二）

の
十
八
の
五
第
一
項
関
係
）

７

都
道
府
県
は
、
１
の

及
び

の
機
能
の
確
保
に
必
要
な
事
項
（
介
護
そ
の
他
医
療
と
密
接
に
関
連
す
る
サ
ー
ビ
ス

（一）

（二）

に
関
す
る
も
の
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
限
る
。
）
を
協
議
す
る
場
合
に
は
、
関
係
す
る
市
町
村
の
参

加
を
求
め
る
と
と
も
に
、
当
該
市
町
村
が
作
成
し
た
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保
の
促
進
に
関
す

る
法
律
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
市
町
村
計
画
、
介
護
保
険
法
第
百
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
市
町
村
介
護
保
険

事
業
計
画
そ
の
他
医
療
と
密
接
に
関
連
す
る
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
計
画
の
内
容
を
考
慮
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第

三
十
条
の
十
八
の
五
第
三
項
関
係
）

８

都
道
府
県
は
、
１
の

及
び

の
機
能
の
確
保
に
必
要
な
事
項
を
協
議
す
る
場
合
に
は
、
対
象
区
域
に
お
け
る
住
民

（一）

（二）

の
健
康
の
保
持
の
推
進
に
関
す
る
施
策
の
実
施
の
状
況
、
高
齢
者
保
健
事
業
（
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律

第
百
二
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
高
齢
者
保
健
事
業
を
い
う
。
）
そ
の
他
こ
れ
と
一
体
的
に
行
わ
れ
る
事
業
の
実
施

の
状
況
及
び
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
地
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域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
向
け
た
取
組
の
状
況
に
留
意
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
三
十
条
の
十
八
の
五
第

四
項
関
係
）

六

医
療
法
人
に
関
す
る
情
報
の
調
査
及
び
分
析
等
に
関
す
る
事
項

１

都
道
府
県
知
事
は
、
地
域
に
お
い
て
必
要
と
さ
れ
る
医
療
を
確
保
す
る
た
め
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に
主
た
る

事
務
所
を
有
す
る
医
療
法
人
の
活
動
の
状
況
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
、
調
査
及
び
分
析
を

行
い
、
そ
の
内
容
を
公
表
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
六
十
九
条
の
二
第
一
項
関
係
）

２

医
療
法
人
（
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
を
除
く
。
）
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
医
療

法
人
が
開
設
す
る
病
院
又
は
診
療
所
ご
と
に
、
そ
の
収
益
及
び
費
用
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
を
都
道

府
県
知
事
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
六
十
九
条
の
二
第
二
項
関
係
）

３

厚
生
労
働
大
臣
は
、
医
療
法
人
の
活
動
の
状
況
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
関
す
る
情
報
を
収
集

し
、
整
理
し
、
及
び
当
該
整
理
し
た
情
報
（
以
下
「
医
療
法
人
情
報
」
と
い
う
。
）
の
分
析
の
結
果
を
国
民
に
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
そ
の
他
の
高
度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
利
用
を
通
じ
て
迅
速
に
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
必
要

な
施
策
を
実
施
す
る
も
の
と
し
、
当
該
施
策
を
実
施
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
都
道
府
県
知
事
に
対
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し
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に
主
た
る
事
務
所
を
有
す
る
医
療
法
人
の
活
動
の
状
況
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定

め
る
事
項
に
関
す
る
情
報
の
提
供
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
六
十
九
条
の
二
第
三
項
及
び
第

四
項
関
係
）

４

厚
生
労
働
大
臣
は
、
そ
の
業
務
の
遂
行
に
支
障
の
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
、
一
般
か
ら
の
委
託
に
応
じ
、
医
療
法
人
情
報
を
利
用
し
て
、
医
療
法
人
情
報
を
利
用
し
て
行
う
こ
と
に
つ
い
て
相

当
の
公
益
性
を
有
す
る
統
計
の
作
成
及
び
統
計
的
研
究
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
を
行
う
こ
と
が
で
き
る

も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
六
十
九
条
の
三
関
係
）

５

厚
生
労
働
大
臣
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
医
療
提
供
体
制
の
確
保
に
資
す
る
調
査
、
学
術
研

究
又
は
分
析
そ
の
他
の
医
療
法
人
情
報
の
提
供
を
受
け
て
行
う
こ
と
に
つ
い
て
相
当
の
公
益
性
を
有
す
る
調
査
、
学
術

研
究
又
は
分
析
（
特
定
の
商
品
又
は
役
務
の
広
告
又
は
宣
伝
に
利
用
す
る
た
め
に
行
う
も
の
を
除
く
。
）
を
行
う
者
に

医
療
法
人
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
、
提
供
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
社
会
保
障

審
議
会
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
六
十
九
条
の
四
関
係
）

６

５
に
よ
り
医
療
法
人
情
報
の
提
供
を
受
け
た
者
は
、
当
該
医
療
法
人
情
報
の
漏
え
い
、
滅
失
又
は
毀
損
の
防
止
そ
の
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他
の
当
該
医
療
法
人
情
報
の
安
全
管
理
の
た
め
に
必
要
か
つ
適
切
な
も
の
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
措
置
を
講

じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
し
、
当
該
者
若
し
く
は
そ
の
者
の
行
う
当
該
医
療
法
人
情
報
に
係
る
調
査
、
学
術
研
究

若
し
く
は
分
析
に
従
事
す
る
者
又
は
こ
れ
ら
の
者
で
あ
っ
た
者
は
、
当
該
医
療
法
人
情
報
の
利
用
に
関
し
て
知
り
得
た

医
療
法
人
情
報
の
内
容
を
み
だ
り
に
他
人
に
知
ら
せ
、
又
は
不
当
な
目
的
に
利
用
し
て
は
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ

と
。
（
第
六
十
九
条
の
五
及
び
第
六
十
九
条
の
六
関
係
）

７

独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
へ
の
事
務
の
委
託
、
手
数
料
そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
。
（
第
六
十

九
条
の
三
（
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
以
降
は
第
六
十
九
条
の

七
）
、
第
六
十
九
条
の
八
、
第
八
十
五
条
の
二
、
第
八
十
五
条
の
三
及
び
第
九
十
条
関
係
）

七

地
域
医
療
連
携
推
進
法
人
の
認
定
及
び
業
務
等
に
関
す
る
事
項

１

都
道
府
県
知
事
の
医
療
連
携
推
進
認
定
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
一
般
社
団
法
人
が
社
員
と
す
る
者
と
し
て
、
次
に

掲
げ
る
者
を
追
加
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
七
十
条
第
一
項
関
係
）

医
療
連
携
推
進
区
域
（
医
療
法
第
七
十
条
第
一
項
の
医
療
連
携
推
進
区
域
を
い
う
。

に
お
い
て
同
じ
。
）
に
お

（一）

（二）

い
て
、
病
院
等
を
開
設
す
る
者
（
法
人
を
除
く
。
）
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医
療
連
携
推
進
区
域
に
お
い
て
、
介
護
事
業
等
に
係
る
施
設
又
は
事
業
所
を
開
設
し
、
又
は
管
理
す
る
者
（
法
人

（二）
を
除
く
。
）

２

医
療
連
携
推
進
業
務
の
う
ち
、
資
金
の
貸
付
け
そ
の
他
の
社
員
と
す
る
者
が
病
院
等
に
係
る
業
務
を
行
う
の
に
必
要

な
資
金
を
調
達
す
る
た
め
の
支
援
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
に
つ
い
て
、
当
該
社
員
と
す
る
者
か
ら
１
の

及
び

の
者
を
除
く
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
七
十
条
第
二
項
関
係
）

（一）

（二）

３

都
道
府
県
知
事
が
医
療
連
携
推
進
認
定
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
基
準
に
つ
い
て
、
１
の

又
は

の
者
が
社
員
で
あ

（一）

（二）

る
場
合
に
は
、
２
の
業
務
及
び
出
資
を
行
わ
な
い
旨
を
定
款
で
定
め
て
い
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
追
加
す
る
と
と
も

に
、
当
該
定
め
を
し
て
い
る
一
般
社
団
法
人
に
つ
い
て
は
、
予
算
の
決
定
又
は
変
更
、
借
入
金
（
当
該
会
計
年
度
内
の

収
入
を
も
っ
て
償
還
す
る
一
時
の
借
入
金
を
除
く
。
）
の
借
入
れ
及
び
定
款
又
は
寄
付
行
為
の
変
更
に
係
る
基
準
の
適

用
を
除
外
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
七
十
条
の
三
第
一
項
関
係
）

４

代
表
理
事
の
再
任
に
つ
い
て
は
、
医
療
連
携
推
進
認
定
を
し
た
都
道
府
県
知
事
の
認
可
を
要
さ
な
い
も
の
と
す
る
こ

と
。
（
第
七
十
条
の
十
九
第
一
項
関
係
）

八

そ
の
他
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
。
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第
八

地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正

市
町
村
は
、
市
町
村
計
画
を
作
成
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
第
七
の
五
の
６
の
協
議
の
結
果
を
考
慮
す
る
も
の
と
す
る
こ

と
。
（
第
五
条
第
三
項
関
係
）

第
九

独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
法
の
一
部
改
正

一

独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
の
業
務
に
関
す
る
事
項

医
療
法
人
情
報
に
関
し
、
第
七
の
六
の
４
の
統
計
の
作
成
等
及
び
第
七
の
六
の
５
の
医
療
法
人
情
報
の
提
供
に
関
す
る

業
務
を
行
う
こ
と
を
追
加
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
十
二
条
第
一
項
関
係
）

二

そ
の
他
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
。

第
十

良
質
な
医
療
を
提
供
す
る
体
制
の
確
立
を
図
る
た
め
の
医
療
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正

厚
生
労
働
大
臣
が
持
分
の
定
め
の
な
い
医
療
法
人
へ
移
行
し
よ
う
と
す
る
医
療
法
人
の
移
行
に
関
す
る
計
画
（
以
下
こ
の

第
十
に
お
い
て
「
移
行
計
画
」
と
い
う
。
）
の
認
定
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
期
限
を
令
和
八
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
と
す

る
と
と
も
に
、
当
該
認
定
の
要
件
に
つ
い
て
、
移
行
計
画
に
記
載
さ
れ
た
移
行
の
期
限
が
当
該
認
定
の
日
か
ら
起
算
し
て
五

年
を
超
え
な
い
範
囲
内
の
も
の
で
あ
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。
（
附
則
第
十
条
の
三
第
四
項
及
び
第
五
項
関
係
）
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第
十
一

介
護
保
険
法
の
一
部
改
正

一

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
事
業
所
等
に
お
け
る
生
産
性
の
向
上
に
関
す
る
事
項

１

都
道
府
県
は
、
介
護
保
険
法
第
五
条
第
二
項
の
助
言
及
び
援
助
を
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す

る
事
業
所
又
は
施
設
に
お
け
る
業
務
の
効
率
化
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
そ
の
他
の
生
産
性
の
向
上
に
資
す
る
取

組
が
促
進
さ
れ
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
と
と
も
に
、
都
道
府
県
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
に
お

い
て
、
介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
等
の
た
め
の
事
業
所
又
は
施
設
に
お
け
る
業
務
の
効
率
化
、
介
護
サ
ー
ビ

ス
の
質
の
向
上
そ
の
他
の
生
産
性
の
向
上
に
資
す
る
事
業
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
定
め
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る

こ
と
。
（
第
五
条
第
三
項
及
び
第
百
十
八
条
第
三
項
関
係
）

２

市
町
村
介
護
保
険
事
業
計
画
に
お
い
て
、
介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
等
の
た
め
の
事
業
所
又
は
施
設
に
お

け
る
業
務
の
効
率
化
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
そ
の
他
の
生
産
性
の
向
上
に
資
す
る
都
道
府
県
と
連
携
し
た
取
組

に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
定
め
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
十
七
条
第
三
項
関
係
）

二

複
合
型
サ
ー
ビ
ス
の
定
義
の
見
直
し
に
関
す
る
事
項

複
合
型
サ
ー
ビ
ス
の
う
ち
、
訪
問
看
護
及
び
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
の
組
合
せ
に
よ
り
提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
に
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つ
い
て
、
そ
の
内
容
を
明
確
化
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
八
条
第
二
十
三
項
関
係
）

三

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
業
務
の
見
直
し
に
関
す
る
事
項

１

指
定
介
護
予
防
支
援
事
業
者
の
対
象
拡
大
等

介
護
予
防
支
援
の
実
施
に
係
る
介
護
保
険
法
第
五
十
八
条
第
一
項
の
指
定
の
申
請
に
つ
い
て
、
地
域
包
括
支
援
セ

（一）
ン
タ
ー
の
設
置
者
に
加
え
て
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
も
行
う
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
十
五

条
の
二
十
二
第
一
項
関
係
）

市
町
村
長
は
、
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
検
証
の
実
施
に
当
た
っ
て
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、

の
申

（二）

（一）

請
に
基
づ
く
指
定
を
受
け
た
指
定
介
護
予
防
支
援
事
業
者
に
対
し
、
当
該
計
画
の
実
施
状
況
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省

令
で
定
め
る
事
項
に
関
す
る
情
報
の
提
供
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
十
五
条
の
三
十
の

二
第
一
項
関
係
）

２

包
括
的
支
援
事
業
の
委
託
規
定
の
見
直
し

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
者
は
、
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
に
対

し
、
介
護
保
険
法
第
百
十
五
条
の
四
十
五
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
業
の
一
部
を
委
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
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す
る
こ
と
。
（
第
百
十
五
条
の
四
十
七
第
四
項
関
係
）

四

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
経
営
情
報
の
調
査
及
び
分
析
等
に
関
す
る
事
項

１

都
道
府
県
知
事
は
、
地
域
に
お
い
て
必
要
と
さ
れ
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
確
保
の
た
め
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
事
業
所
又
は
施
設
を
有
す
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
（
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
を
除

く
。
２
及
び
３
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
当
該
事
業
所
又
は
施
設
ご
と
の
収
益
及
び
費
用
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定

め
る
事
項
（
２
及
び
３
に
お
い
て
「
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
経
営
情
報
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
調
査
及
び
分
析
を

行
い
、
そ
の
内
容
を
公
表
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
十
五
条
の
四
十
四
の
二
第
一
項
関
係
）

２

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
経
営
情
報
を
、
当

該
事
業
所
又
は
施
設
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第

百
十
五
条
の
四
十
四
の
二
第
二
項
関
係
）

３

厚
生
労
働
大
臣
は
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
経
営
情
報
を
収
集
し
、
整
理
し
、
及
び
当
該
整
理
し
た
情
報
の
分
析
の

結
果
を
国
民
に
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
そ
の
他
の
高
度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
利
用
を
通
じ
て
迅
速
に
提
供
す
る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
必
要
な
施
策
を
実
施
す
る
も
の
と
し
、
当
該
施
策
を
実
施
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
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都
道
府
県
知
事
に
対
し
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
事
業
所
又
は
施
設
を
有
す
る
介
護

サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
当
該
事
業
所
又
は
施
設
に
係
る
活
動
の
状
況
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
関
す
る

情
報
の
提
供
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
十
五
条
の
四
十
四
の
二
第
三
項
及
び
第
四
項
関

係
）

五

介
護
情
報
の
収
集
・
提
供
等
に
係
る
事
業
の
創
設
に
関
す
る
事
項

１

市
町
村
が
行
う
地
域
支
援
事
業
に
、
被
保
険
者
の
保
健
医
療
の
向
上
及
び
福
祉
の
増
進
を
図
る
た
め
、
被
保
険
者
、

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
そ
の
他
の
関
係
者
が
被
保
険
者
に
係
る
情
報
を
共
有
し
、
及
び
活
用
す
る
こ
と
を
促
進
す
る
事

業
を
追
加
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
十
五
条
の
四
十
五
第
二
項
関
係
）

２

市
町
村
は
、
１
の
事
業
の
実
施
に
係
る
被
保
険
者
又
は
被
保
険
者
で
あ
っ
た
者
に
係
る
情
報
の
収
集
、
整
理
、
利
用

又
は
提
供
に
関
す
る
事
務
の
全
部
又
は
一
部
を
支
払
基
金
等
に
委
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第

百
十
五
条
の
四
十
七
第
十
項
関
係
）

３

市
町
村
は
、
２
に
よ
り
事
務
を
委
託
す
る
場
合
は
、
他
の
市
町
村
、
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
法
第
一
条
に
規

定
す
る
保
険
者
及
び
法
令
の
規
定
に
よ
り
医
療
に
関
す
る
給
付
そ
の
他
の
事
務
を
行
う
者
で
あ
っ
て
厚
生
労
働
省
令
で
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定
め
る
も
の
と
共
同
し
て
委
託
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
十
五
条
の
四
十
七
第
十
一
項
関
係
）

４

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
要
介
護
者
等
の
心
身
の
状
況
等
、
当
該
サ
ー
ビ
ス
の
内
容
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で

定
め
る
事
項
に
関
す
る
情
報
の
収
集
経
路
の
変
更
、
支
払
基
金
の
業
務
関
連
規
定
の
整
備
、
被
保
険
者
番
号
等
の
利
用

制
限
そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
十
八
条
の
二
第
四
項
、
第
百
六
十
条
第
二
項
、

第
百
六
十
四
条
、
第
百
六
十
五
条
第
二
項
、
第
百
六
十
六
条
第
四
項
、
第
二
百
一
条
の
二
、
第
二
百
一
条
の
三
、
第
二

百
五
条
の
四
、
第
二
百
九
条
の
二
及
び
第
二
百
十
一
条
関
係
）

六

介
護
保
険
事
業
計
画
の
見
直
し
に
関
す
る
事
項

１

市
町
村
は
、
第
七
の
五
の
６
の
協
議
の
結
果
を
考
慮
し
て
、
市
町
村
介
護
保
険
事
業
計
画
を
作
成
す
る
よ
う
努
め
る

も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
十
七
条
第
五
項
関
係
）

２

市
町
村
及
び
都
道
府
県
は
、
市
町
村
介
護
保
険
事
業
計
画
及
び
都
道
府
県
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
の
作
成
に
当

た
っ
て
は
、
住
民
の
加
齢
に
伴
う
身
体
的
、
精
神
的
及
び
社
会
的
な
特
性
を
踏
ま
え
た
医
療
及
び
介
護
の
効
果
的
か
つ

効
率
的
な
提
供
の
重
要
性
に
留
意
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
百
十
七
条
第
六
項
及
び
第
百
十
八
条
第
六
項
関
係
）

七

そ
の
他
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
。
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第
十
二

施
行
期
日
等

一

施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
事
項
は
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る

日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
。
（
附
則
第
一
条
関
係
）

１

第
三
の
一
の
一
部
及
び
五
、
第
五
の
一
の
一
部
及
び
五
、
第
六
、
第
十
並
び
に
二
の
一
部
の
規
定

公
布
の
日

２

第
七
の
六
の
一
部
の
規
定

令
和
五
年
八
月
一
日

３

第
三
の
三
及
び
第
四
の
二
の
規
定

令
和
六
年
一
月
一
日

４

第
三
の
一
の
一
部
、
第
五
の
一
の
一
部
、
第
七
の
一
の
一
部
及
び
二
か
ら
五
ま
で
、
第
八
並
び
に
第
十
一
の
六
の
一

部
の
規
定

令
和
七
年
四
月
一
日

５

第
七
の
六
の
一
部
及
び
第
九
の
規
定

公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め

る
日

６

第
一
の
三
、
第
二
の
二
、
第
三
の
六
、
第
五
の
六
及
び
第
十
一
の
五
の
規
定

公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
四
年
を
超

え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
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二

検
討

１

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
公
布
後
、
全
世
代
対
応
型
の
持
続
可
能
な
社
会
保
障
制
度
を
構
築
す
る
た
め
、
経
済
社
会
情

勢
の
変
化
と
社
会
の
要
請
に
対
応
し
、
受
益
と
負
担
の
均
衡
が
と
れ
た
社
会
保
障
制
度
の
確
立
を
図
る
た
め
の
更
な
る

改
革
に
つ
い
て
速
や
か
に
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
附
則

第
二
条
第
一
項
関
係
）

２

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
五
年
を
目
途
と
し
て
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
そ
れ
ぞ
れ
の
法
律
（
以
下
こ
の

２
に
お
い
て
「
改
正
後
の
各
法
律
」
と
い
う
。
）
の
施
行
の
状
況
等
を
勘
案
し
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
改

正
後
の
各
法
律
の
規
定
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
附
則
第
二
条
第
二
項
関
係
）

三

経
過
措
置
及
び
関
係
法
律
の
整
備

こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
を
定
め
る
と
と
も
に
、
関
係
法
律
に
つ
い
て
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
。

（
附
則
第
三
条
か
ら
第
三
十
一
条
ま
で
関
係
）



件数割合（％） 金額割合（％） 金額（億円）

平 成 10 年 5.1              5.5             9.7 

平 成 15 年 10.1            11.2            14.2 

平 成 19 年 20.0           22.3           34.3 

平 成 25 年 25.7           28.6           43.7

平 成 30 年 29.1            31.4            61.3

令 和 ３ 年 33.0           37.8           100.4

協会けんぽ（旧政府管掌健康保険）傷病手当金
「精神及び行動の障害」金額と構成割合(各年10月)の推移
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